


　本市は、豊かな自然や快適な環境を背景に、これまで製造業の事業拡大による設備投

資や企業立地等による雇用の創出、持続可能な地域づくりやコンパクトなまちづくりに

向けた社会インフラの整備等、地方創生への取組を着実に進めてきた結果、全国的な少

子高齢化や人口減少等が進行する中、昨年、過去最多の人口を記録するなど、人口の微

増傾向を維持してまいりました。

　しかしながら、我が国を取り巻く社会経済環境はめまぐるしく変化しており、近年の

自然災害、感染症等の危機管理への対応や技術革新に向けた事業展開、人口の地域間バ

ランスの是正等、本市が抱える課題を克服するためには、「暮らしの安全・安心対策の充実・

強化」や「産官民による魅力あるまちづくりの推進」による様々な政策実現が強く求め

られております。

　このような状況の中、本市が抱える様々な課題を総合的に解決し、住みよいまちを将

来につないでいくため、今後10年間のまちづくりの指針となる「下松市総合計画」を

策定いたしました。

　本計画では、「自立と個性の発揮」、「市民参加と協働の推進」、「『もの』と『心』の調和」、

「柔軟性と先見性の向上」をまちづくりの基本的な考え方や姿勢として掲げ、本市に関わ

る全ての人や組織・事業者などが主体となり、「市民力」、「地域力」、「産業力」を結集し

た官民協働による「オール下松」の精神で知恵と力を出し合い、より良いまちにしてい

くことを目指しております。

　今後とも、将来都市像である「都市と自然のバランスのとれた住みよさ日本一の星ふ

るまち」の実現に向け、さらに住みよさを実感していただけるよう努めてまいりますので、

一層のご支援、ご協力をお願い申し上げます。

　結びに、本計画の策定にあたり、多大なご尽力を賜りました下松市総合計画審議会の

皆様をはじめ、ご意見、ご指導をいただきました関係各位に対しまして、心から厚くお

礼申し上げます。

　令和３年３月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下松市長

下松市民憲章
　　　わたくしたち　下松市民は
　　　英知と　友愛と　勇気をもって

きまりを守り　　　　明るいまちをつくる
花と緑を愛し　　　　美しいまちをつくる
スポーツに親しみ　　健やかなまちをつくる
生産に励み　　　　　豊かなまちをつくる
若い力を育て　　　　伸びゆくまちをつくる
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１  計画の位置づけと役割

 計画の役割
　市政の最上位計画

　市政における様々な分野の施策の総合的指針となる計画であり、目指す都市像を掲げ、それに向けて行

うべき効果的な施策を体系化して示すもので、市政の中長期的な基本方針、最上位計画となるものです。

　「協働」まちづくりの共通指針

　行政だけでなく、まちづくりの担い手である市民、事業者、団体などが役割を分担し、協力して行う様々

な「協働」のまちづくり活動においても共通の指針となるものです。それぞれのまちづくり活動において、

目標となるばかりでなく、その活動プロセス（過程）を導くものとして、柔軟に運用していきます。

　まちづくりは、その時々の課題に対応して、その解決のための施策を立案し実行することの積み重ねでは

ありますが、地方自治体において、限りある財源の中で最少の経費で最大の効果を挙げるためには、それら

の施策の立案・実行を計画的に行う必要があります。

　市民に最も身近な基礎自治体である市町村は、様々な分野にわたる施策を計画的に進めていますが、それ

らの最上位計画として、各分野のバランスを確保しながら市の目指すべき方向を明確に示し、それに向けて

の総合的な指針となるものが「総合計画」です。

　下松市は、昭和 42 年に「下松市総合計画」を策定し、以降数次にわたり策定を行い、それぞれの時期の

課題に対応しつつまちづくりの方向を定めてきました。平成 23（2011）年３月に策定した直近の「下松

市総合計画」では、「都市と自然のバランスのとれた住みよさ日本一の星ふるまち」を将来都市像とし、「活

気ある『まち』と安らげる『さと』の調和」を推進テーマとして各分野の目標と方向を示し、これに従って

それぞれの施策を進めてきました。

　この間にも、市を取り巻く社会経済情勢は様々に変容し、特に、将来にわたって持続可能な社会としてい

くために、「地方創生」に向けた各地域独自の取組の重要性が高まり、総合計画にも新たな視点が求められ

るようになっています。

　全国、山口県、そして周囲の市町で人口減少の流れが顕著になる中で、下松市は主要産業が堅調で雇用力

が旺盛なこともあって人口は増加傾向にあり、将来への不安が少ないようにも見えます。しかし、少子高齢

化の進行や厳しさを増す財政状況等に対応するためには、現状に甘んじることなく将来に備えることも必要

です。

　本計画は、こうした情勢のもとで、現行の総合計画が令和２（2020）年度で目標年度を迎えることから、

これまでの成果と反省の上に立って、目標を再設定し、それを目指した新たな施策展開の方向や方針を体系

的に定めるもので、今後のまちづくりの総合的な指針としていきます。
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２  計画の構成と期間

基本構想
　基本構想は、中長期的な展望のもとに、目指す都市の姿やそこへ向かう施策の基本的方向性、また、市や

市民など各主体のまちづくりの取組の共通理念等を示すものです。

　構想期間は、令和３（2021）年度を初年度とし、令和 12（2030）年度を目標年度とする 10 年間とします。

基本計画
　基本計画は、基本構想で示した施策の方向性に基づき、分野ごとに具体的に行う施策の内容を体系的に示

すものです。

　計画期間は５年間とし、基本構想の期間を前期と後期に分け、前期基本計画は、令和３（2021）年度を

初年度とし、令和７（2025）年度を目標年度とします。また、後期基本計画は、令和８（2026）年度を

初年度とし、令和 12（2030）年度を目標年度とします。

実施計画
　実施計画は、基本計画に掲げた各分野の施策を具体的に進めるために市が行う事業の項目と内容を、財政

的裏付けも含めて示すものであり、毎年度の予算編成の指針となるものです。

　計画期間は、３年間とし、毎年度ローリング方式＊により計画内容の見直しを行います。

　下松市総合計画は、「基本構想」、「基本計画」で構成します。

　また、基本計画に掲げる施策を着実に実行するため、毎年度、予算編成と連動する「実施計画」を策定し、

事業を推進していきます。

年度
西暦 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

令和 ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12

基本構想 10 年

基本計画
前期・5 年

後期・5 年

実施計画
3 年

・・・・・・・・・・・・

総合計画の計画期間
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３  計画を取り巻く時代環境

　我が国を取り巻く社会経済環境の変化はめまぐるしく、その影響は地方行政、地域経済、地域社会での市

民の生活など様々な面に影響を及ぼしており、それらの動向を正しく把握することが、行政の最上位計画で

ある総合計画の策定に際しては特に重要です。

◎安全安心の確保の重要性と意識の高まり
　平成 23（2011）年の東日本大震災は人々の防災への関心を大きく高め、ボランティア意識の向上につ

ながった面もあります。その後も平成 30 年７月豪雨をはじめ全国で大規模な自然災害が相次ぎ、南海トラ

フ地震の発生も予想される中で、安全安心の確保は、国・地方ともに大きな政策課題となっています。

　建築物等の耐震化・不燃化はもちろん、土砂災害や水害等の予防対策、インフラ施設等への支障を抑制す

る「国土強靱化」などハード面の防災・減災対策に加えて、日常の防災意識の強化や発災時の円滑な避難行動・

避難生活への準備、情報連絡体制の確立、復旧・復興への的確な計画策定等の重要性が高まっています。

　また、災害時だけでなく、高齢者や障害者、子育て家庭への日常の支援により、生活の安心を確保する福

祉や、新型コロナウイルス＊をはじめとする感染症への対応を含む保健・医療等の充実も、魅力ある、住み

たくなる地域であるための大きな条件であり、少子高齢化時代にあってその重要性は益々増大しているとい

えます。

◎住民協働と地方創生への多面的挑戦
　魅力ある地域づくりの活動は、行政施策だけでなく住民（市民）や民間との「協働」により進めることの

重要性が増しています。市民主権を強化するという観点からも、市民の地域づくりへの意識や行動力を高め、

行政と役割を分担し合い自ら住みよい地域をつくる動きが、まちの個性にもつながります。

　一方、国から地方への「分権」も進んでいますが、人口の東京一極集中を是正する観点から「まち・ひと・

しごと創生総合戦略＊」が策定され、地方への移住・定住の促進等の「地方創生」の各施策が展開されています。

しかし、東京一極集中の流れは止まらず、全国的な人口減少の中で、それぞれが画一的でない独自の施策に

より人を惹きつける努力を進めることがさらに重要となっています。

　地域間の人の「交流」は、「関係人口」の増加にもつながり、様々な刺激を得る意味で有効であり、また、

地域で知恵を出し合い、移住した人を定住につなげるために、身近な交流や共生の行動を通じてコミュニティ

を活性化させることも、新しい「協働」まちづくりに求められています。
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◎全国的な人口減少と少子高齢化の波
　全国の人口が減少に転じて 10 年程度が経過しており、その間、毎年約 30 万人の人口が減り、令和２

（2020）年１月１日現在の日本の総人口は１億 2,602 万人となっています。一方で東京など大都市圏へ

の人口集中は止まらず、多くの地方で人口減少が加速し、地域社会の維持が困難になる状況も続いています。

　また、生産年齢人口（15 ～ 64 歳）の減少は加速しており、産業の現場では人手不足が深刻化しています。

年少人口（０～ 14 歳）の減少率はさらに大きく、令和元（2019）年の出生数は約 86 万人と予測以上の

低下となっています。

　少子高齢化が急速に進み、介護・福祉や社会保障の需要の急増がそのシステム自体に変革を迫る状況とな

るなど、国・地方を問わず、社会経済のあらゆる場面で、こうした構造変化に対応した仕組みの再構築が求

められます。

◎技術革新による社会や生活スタイルの変化
　ＩＣＴ＊（情報通信技術）が社会経済に様々な利便性の向上等をもたらし、その進化はさらにＡＩ＊（人工

知能）やロボット技術など多様な分野に及び、情報社会を超えて、今後目指す社会の姿が「Society 5.0＊」

とも言われています。

　既にインターネットの普及で誰もが情報の収集や発信が容易にできる世界となっており、数十年前と比較

しても社会や経済、人々の生活のスタイルは大きく変貌しています。

　今後の未来技術は、自動化による人手不足の解消や地理的・物理的制約を克服することが可能とされてお

り、また、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）＊対策等を起因としたＩＣＴ＊の活用による生活行動や

働き方の変革につながる可能性もあり、地域社会や地方行政においても、生活の利便性向上や行政運営の効

率化等が期待されています。

◎持続可能な共生型社会の追求へ
　国際社会共通の目標として「ＳＤＧｓ＊」（持続可能な開発目標）が提唱され、貧困や飢餓等の問題から、

働きがいや経済成長、気候変動に至るまで、21 世紀の世界が抱える課題に対し、17 のゴール、169 のター

ゲットが示されています。国レベルだけでなく、地域社会や経済界、個人に至るまでこれらを意識した行動

が求められます。

　中でも、気候変動等の地球環境問題への対応、海や陸の豊かさを守る方策など、環境との共生につながる

活動は普遍的な課題であり、資源循環型社会、低炭素社会等への取組の深化などとともに、身近な活動場面

においても、節電や省エネルギー、廃棄物の抑制、資源の再生利用など、安全で環境にやさしい、持続可能

で魅力的な地域をつくる努力を続けることが必要とされます。
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◎都市のコンパクト化による効率化への動き
　大都市部以外の地方では自動車依存型社会が常態化し、市街地の拡散と中心市街地の空洞化が各地で顕著

になっています。公共施設や大型商業施設等の郊外立地展開がこれに拍車をかけたことも否定できません。

こうした現象は「都市のスポンジ化」などとも言われ、農地の浸食など土地利用の混乱をもたらすばかりで

なく、人口減少もあいまって、インフラや公共施設等の投資効率の低下、公共交通の維持困難化、空き家の

増加等の問題も招いています。

　これらの状況に対して、国は「コンパクト＋ネットワーク」による都市づくりへの方針を強化し、都市機

能の集約化による効率の維持を目指す動きを加速させています。

　コンパクト化した市街地を公共交通ネットワークで結ぶ都市づくりに向けた各施策の中で、公共施設やイ

ンフラについても、新設から維持管理・集約の方向への転換が求められ、総量の縮減や統廃合による効率化

に向けた具体的な動きが急がれています。

◎「人」に関わる社会環境の変革
　全国的な人口減少や少子高齢化は、個人の生き方や環境にも様々な変化をもたらしています。例えば、世

帯規模は縮小が続き、単身世帯の増加、とりわけ高齢者世帯の増加が顕著になり、住宅事情に影響をもたら

しています。

　また、人口構造の変化により、社会経済を担う人材確保の必要性が高まっており、選挙権年齢などの引き

下げや令和４（2022）年４月から成年年齢の 18 歳への引き下げが実施されることから、様々な場面で若

者の参加が求められるようになっています。さらに、子育て世帯の負担軽減の観点から、幼児教育・保育無

償化の政策も実行されました。

　「人生 100 年時代」とも言われ、年金や保険など社会保障制度の改革の影響もあって、各人の人生設計

への不安が増す中、所得格差の増大も問題視されるようになっています。雇用形態も、終身雇用スタイルが

当然という時代ではなくなり、いわゆる非正規雇用の割合が増加しています。近年では、「働き方改革」も

提唱され、過重労働の是正やワーク・ライフ・バランス＊の推進のほか、女性や高齢者、障害者等の就労・

社会参加機会の増大も重要視されています。

◎グローバル化の拡大と多文化共生＊の推進
　国境を超えた経済活動や交流が拡大する中で、外国からのいわゆるインバウンド＊観光客や外国人労働者

の雇用の増加により、他国の人や文化に接する機会が増えてきました。

　しかしながら、令和２（2020）年の新型コロナウイルス感染症＊の世界的流行に伴い、観光客数は大き

く減少しており、これからの時代においては、グローバル化のあり方や、方向性を見極めた上で、地域の経

済社会における対応を進める必要があります。

　特に、外国人との相互理解による健全な社会づくりの観点から「多文化共生＊」を推進していく必要性が

高まっており、多言語表記による情報提供をはじめ、「交流」の域を超えた地域社会での「共生」に向けた

意識変革や行動が求められています。
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４  下松市の現況

　下松市は、山口県南東部、瀬戸内海に面する位置にあり、北部と西部を周南市、東部を光市と接する面

積 89.36㎢の都市として、昭和 14（1939）年 11 月 3 日当時の都濃郡下松町を中心に花岡村、久保村、

末武南村を合併し、その後都濃郡米川村、都濃郡都濃町滝ノ口部落を編入合併して現在に至っています。

　古くは自然豊かな農漁村であった下松市は、鉄道車両、鉄鋼、造船などの「ものづくりのまち」として発

展し、現在では都市基盤や商業施設の充実により、「住みよいまち」として評価され、人口増加が続く地方

都市へと成長しています。東洋経済新報社が毎年公表している全国の市・特別区の「住みよさランキング」

では、常に上位に位置しており、2019 年版の総合評価でも 812 市区中全国 22 位（中国地方で２位）と

なっています。

人口の増加は続くものの高齢者の割合が増加
　山口県内の大半の市町が人口減少傾向にある中、下松市の人口は、市内主要企業の業績好調等の理由によ

り、増加傾向にあり、令和元（2019）年 12 月 31 日現在で 57,328 人となっています。

　ただし、年齢構成に目を向けると、高齢化が着実に進んでおり、生産年齢人口（15 ～ 64 歳）に対する

老年人口（65 歳以上）の割合は平成 27 年で 50％を超え、平成７年からの 20 年間で倍増しています。一方、

［人口・世帯数の推移］

注）各年12月31日現在（外国人含む） 資料：住民基本台帳
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資料：国勢調査

［年齢階層別人口の推移］

53,471 

53,101 

53,509 

55,012 

0

55,812 

10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 (人)

平成7年

平成12年

平成17年

平成22年

平成27年

0～14歳

55～64歳

15～24歳

65～74歳

25～34歳

75～84歳

35～44歳

85歳以上

45～54歳

不詳　　　

［人口・世帯数の推移］

［年齢階層別人口の推移］
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序
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花岡・末武地区での人口増加の一方で、他地区は減少
　市内６地域別の人口分布は、花岡・末武地区での増加が続き、両地区で全市人口の半数以上を占めています。

一方、その他の地区はすべて減少傾向にあり、特に笠戸島、米川地区は過疎化が顕著となっていることから、

市内の人口バランスの変化や都市構造の変容をもたらしています。

製造業と卸売業・小売業に支えられる産業構造
　下松市の産業構造を産業分類別の就業人口割合（従業地）で見ると、製造業が約 27％と最も多く、卸売業・

小売業がこれに次ぎ、この２産業で約 44％を占めています。特に製造業の割合は、全国や山口県と比較し

ても大きく、工業都市的な性格を有しています。

20 歳前後から 30 歳前後の出産や子育てへの関わりが強い世代の人口は減少を続けており、将来的には人

口減少に転ずることが予想されます。

［地区別人口の推移］

資料：統計くだまつ

17,237 

17,672 

16,861 
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53,471 

53,101 

53,509 

55,012 

0

55,812 

20,000 40,000 60,000

平成7年

平成12年

平成17年

平成22年

平成27年

（人）

下松 久保 花岡 末武 笠戸島 米川

［産業別就業人口（従業地による）］

389 

44 

13 

2,458 

167 

200 

6,995 

1,403 

285 

4,890 

449 

610 

929 

1,320 

903 

318 

2,721 

598 

1,431 

220 

0 2,000 4,000 6,000 8,000
（人）

Ａ農業，林業
B 漁業

Ｃ鉱業，採石業，砂利採取業
Ｄ建設業
E 製造業

Ｆ電気・ガス・熱供給・水道業
Ｇ情報通信業

Ｈ運輸業，郵便業
Ｉ卸売業，小売業
Ｊ金融業，保険業

Ｋ不動産業，物品賃貸業
Ｌ学術研究，専門・技術サービス業

Ｍ宿泊業，飲食サービス業
Ｎ生活関連サービス業，娯楽業

Ｏ教育，学習支援業
Ｐ医療，福祉

Ｑ複合サービス事業
Ｒサービス業（他に分類されないもの）
Ｓ公務（他に分類されるものを除く）

T 分類不能の産業

資料：平成27年国勢調査

［地区別人口の推移］

［産業別就業人口（従業地による）］
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鉄鋼や鉄道車両等に代表される主要産業
　下松市の製造業の製造品出荷額等は山口県全体の５％前後を占めており、人口割合（約４％）と比べて高く、

このうち、鉄鋼業、輸送用機械器具（鉄道車両等）、生産用機械器具の３業種で９割近くを占めていることから、

この３業種が本市の主要産業であるといえます。

県内トップ水準の小売業の集客力
　平成５年以降、末武・花岡地区を中心に郊外型大型店舗の立地が相次ぎ、かつては旧徳山市（現在周南市）

に流出していた購買力を引き戻し、市外からも集客力を高めるなど、広域的な商業地図にも変化が現れてい

ます。

　平成 28 年経済センサスによる小売業年間商品販売額の県内シェアは約６％と、人口割合（約４％）を上

回り、人口あたり小売業年間商品販売額が県内１位であるなど、商業都市としても発展しているといえます。

［製造品出荷額等による市工業の業種構成］

資料：工業統計

1,134 

1,167 

1,317 

1,360 

1,183 

356 

373 
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（億円）

鉄鋼業 金属製品 生産用機械器具 輸送用機械器具 その他

［人口あたり小売業年間商品販売額の県内都市比較］

資料：平成28年経済センサス活動調査

　　　（人口は、平成28年山口県人口移動統計調査結果（10月1日現在））
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柳井市
美祢市
周南市

山陽小野田市

（千円/人）

［製造品出荷額等による市工業の業種構成］

［人口あたり小売業年間商品販売額の県内都市比較］
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［公共下水道人口普及率の推移］

資料：統計くだまつ（平成30年は下水道課資料）
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着実に進む各種の都市基盤整備
　人口の増加傾向が続く中で、都市基盤の整備も着実に進めており、近年では、中部土地区画整理事業が完

了したほか、都市計画道路青木線、大海線等の一部を供用開始し、公共下水道の整備により人口普及率も増

加しています。

　また、徳山下松港の下松港区における海上貨物輸送量は年間 700 万ｔ前後で推移し、港湾施設の整備も進

められています。

［近年の主な都市計画事業の進展］

・( 都 ) 青木線の一部開通（H27）

・( 都 ) 西市通線の一部開通・一部概成（H28,R1）

・( 都 ) 大海線の一部開通（R1）

・西条線一部供用開始（H31）

・下松駅エレベーター完成（R1）

・下松スポーツ公園一部供用開始（球技場、星の展望台）（H24,29）

・中部１号、２号公園供用開始（H25,27）

・平田川公園一部供用開始（H27）

・切戸川公園一部供用開始（H29,30）

・中部土地区画整理事業換地処分公告（R1）

注 ）（都）は都市計画道路、H は平成、R は令和の略

［近年の主な都市計画事業の進展］

［公共下水道人口普及率の推移］
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厳しさを増す財政構造
　下松市の財政において、財政力指数＊は高い水準で維持されており、財政の健全性は保たれています。

　しかしながら、経常収支比率＊は、ここ数年は上昇傾向にあり、平成 30 年度には 96.8％と、財政が硬直

化しているといえます。

　また、実質公債費比率＊については、平成 27 年度を底として上昇し、平成 28 年度以降に発生し急激に上

昇している将来負担比率＊についても、注意が必要であるといえます。

　今後、財政環境は、厳しさを増すことが予想されることから、財政基盤の強化を図りつつ、持続可能な行

財政運営に取り組んでいく必要があります。

［実質公債費比率*の推移］

資料：市町村別決算状況調（総務省）（平成30年度は山口県市町課資料）
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13

序
　
　
論

５  市民の意識

　本計画を策定するにあたり、市民の意識・意向を把握し、計画に反映させることを目的に、令和元（2019）

年 11 月に「まちづくり市民アンケート」及び「まちづくり中学生・高校生アンケート」を実施しました。

その結果のうち主な内容を以下に示します。

●下松市の自慢・優れた点
　下松市について特に自慢できる点、優れた点としては、「まちのにぎわいや買物のしやすさ」が最も多く、

商業集積による利便性の高さが自慢として認識されているといえます。

　また、「自然の豊かさ」や「気候の良さ」も多く選択されています。

区分 対象者 有効回答者数

市民 18 歳以上の市民から無作為抽出した 2,000 人
（郵送配布／郵送回収） 730 人

中学生・高校生 市内の中学校、高等学校の各２年生全員（約 980 人）
（各校での実施を依頼、市外居住者含む） 931 人

２つまで回答

まちのにぎわいや買物のしやすさ
水や緑などの自然の豊かさ

気候の良さ
道路や交通機関の便利さ
医療や福祉の面の充実度

産業活動の活発さ
心の豊かさや親切さ

歴史と伝統
文化活動やスポーツ活動

遊びや交流の場
生きがいの持てる仕事ができる場

新しい情報の得やすさ
自分の希望に合った勉強の機会
総合的に（全体的な住みよさ）

0%　 5％　10％　15％　20％　25％　30％　35％

32.6

26.0

23.8

9.0

8.9

6.2

4.9

4.4

4.2

2.7

1.0

0.3

0.1

12.3
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●まちづくり施策の重要度
　26 の施策分野から、これからのまちづくりで特に重要と思うものを５つまで選ぶ設問では、「高齢者や

障がい者の福祉対策」と並んで「鉄道・バスなど公共交通の充実」を、３割以上の人が回答しました。また、

特に子育て世代を中心に、「少子化対策（子育て支援など）」や「学校教育の充実」も強く求められています。

●下松市の全体的な住みよさ
　下松市の「総合的に（全体的な住みよさ）」の満足度は、

「満足」と「まあ満足」の合計割合が 67.2％と、約３分

の２が肯定的評価です。年齢層が高いほどこの割合も高

まります。

　過去の同様のアンケート調査でもこの設問を行ってお

り、回を追うごとに改善の方向に向かっています。「住み

よさランキング」上位の下松市の魅力が好意的に受け止

められているといえます。

●人口の動向への対応
　下松市の人口は微増傾向にありますが、今後減少が見込

まれることへの対応として、現状の人口維持、またはさ

らに増加策を求める回答が約３分の２を占め、「人口減少

を前提とした都市運営」は約３割となっています。これは、

好調な市内経済の動向が背景にあるとも考えられます。

５つまで回答（上位７項目）

36.3

35.5

29.0

28.1

25.8

20.3

20.1

高齢者や障がい者の福祉対策

鉄道・バスなど公共交通の充実

少子化対策 (子育て支援など )

消防・防災・防犯・交通安全などの充実

健康づくりや医療の充実

ごみの収集・処理とリサイクルの推進

学校教育の充実

0%　　 10％　　　20％　　　30％　　　40％

不満
1.6％

やや不満
3.8％

普通
25.1％

わからない
0.7％

無回答
1.6％

満足
13.2％

まあ満足
54.0％

その他
1.1％

無回答
1.9％

さらに
増加施策を
積極的に実施
12.1％

既存施策充実
で現状人口
維持
53.8％

人口減少を
前提とした
都市運営
31.1％
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●少子化対策として求められること
　少子化対策としては、「経済的支援の充実」が最も多く、続いて、「働き方の見直し」、「保育園など子育

て支援施設の確保と運営支援」が求められています。

　これは、仕事と子育ての両立の困難性や経済的負担感が少子化の要因として大きいことの現れともみら

れます。

●高齢化社会のまちづくりで重要なこと
　高齢化社会におけるまちづくりに必要な施策も多岐にわたり、少子化対策と同様に「経済的支援の充実」

のほか、介護関係の施策の回答が特に多くなっています。

２つまで回答（上位６項目） 0%　 5％　10％　15％　20％　25％　30％　35％　40％　45％

41.1

30.8

30.4

24.1

18.5

17.4

経済的支援の充実 (医療費など )

働き方の見直し (制度や意識など )

子育て支援施設の確保と運営支援

男女の出会いなどの支援

安心な子育て生活環境の整備

母子保健施策の充実

28.6

28.4

25.5

18.8

17.8

0%　　5％　10％　15％　20％　25％　30％　35％２つまで回答（上位５項目）

経済的支援の充実 (医療費など )

居宅・施設の介護サービス充実

介護保険の健全運営と体制充実

高齢者の生きがいづくり推進

介護予防の推進

13.7

17.8

21.2

22.1

25.6

27.1

35.2

２つまで回答（上位７項目） 0%　　5％　10％　15％　20％　25％　30％　35％　40％

地域の中小企業の支援強化

集客機能強化で市内消費拡大

ものづくり主要企業の支援

産業人材育成

新たな企業の誘致など

産業間・企業間の連携促進

観光消費増大や交流人口拡大

●産業育成の方向
　市内産業の育成方向としては、「地域の中小企業の支援強化」が最も支持されています。また、「商業面

の集客機能の強化」も続いています。

　これは、好調なものづくり産業（製造業）への支援や商業集積力をさらに高めることにより市の経済活

力を強化することが求められているといえます。
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●協働のしくみづくりに重要なこと
　まちづくりにおける「協働」のしくみづくりのためには、「行政が持つ情報を市民に積極的に公開・提供」

を半数近くが回答しており、これに、「市民等の意見・意向・アイデア等を行政がよく聞く」が続いています。

　「協働」の大前提が市民と行政の情報の共有であることがよく理解され、その深化が求められていること

がわかります。

●都市づくりの方向性への考え方
　「空き家対策等で土地の有効利用」は、賛成できるとする回答が多くを占め、市民の大きな関心事になっ

ていることがわかります。また、市街地の拡大を抑制して人が集まる施設などを集約する「コンパクトな

都市づくり」や、「隣接市等と連携した広域的な効率向上」についても、「賛成できる」または「まあ賛成

できる」の回答が多くなっています。

３つまで回答（上位６項目）

21.1

23.8

26.6

31.9

35.3

48.4

0%　　10％　　20％　　30％　　40％　 50％ 　 60％

行政情報の公開・提供

市民の意向・アイデアを聞く

行政事業に市民参加機会増大

行政の企画立案能力の向上

イベントを市民・行政が一緒に

活動リーダーとなる人を育成

（単位：％）

賛成
できる

40.1 36.7 12.6 7.5

36.2 37.7 13.0 9.6

59.9 32.1

まあ賛成
できる

賛成で
きない

わから
ない 無回答

施設集約等でコンパクトな都市づくり

空き家対策等で土地の有効利用

隣接市等と連携し広域的な効率向上
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●下松市への誇りや愛着
　下松市への誇りや愛着を「大いに」または「多少は」感じるという割合は、市民アンケートでは４分の

３以上に達しており、気候風土の良さや買物などの生活の利便性の良さが主な理由としてあげられていま

す。

　中学生・高校生では、「とても」または「まあまあ」感じる割合が約 58％ですが、高校生の約半数は市

外在住者である点を考慮する必要があります。また、女性の方が男性より「感じる」割合が高くなってい

る傾向があります。

●下松市への定住意向
　下松市に「いつまでも住み続けたい」の回答が半数近くを占め、「できれば」を合わせると 83％と多く

の市民が市内への定住を望んでいます。

　中学生・高校生では、約３分の１が「卒業後も住み続けたい（市内定住）」と「進学や就職で市外に出ても戻っ

てきたい（還流）」の意向を示しています。また、「必要があれば戻ってもよい」という回答も約３割となっ

ています。

注）　構成比は、表示単位未満を四捨五入したため、内訳と合計が合わない場合があります。

全く感じない
2.1％

あまり
感じない
6.3％

どちらとも
いえない
11.1％

多少は感じる
43.3％

大いに感じる
33.2％

無回答
1.6％

わからない
2.5％

［市民］ ［中学生・高校生］

とても
感じる
18.8％

まあまあ
感じる
39.3％

どちらとも
いえない
19.9％

あまり
感じない
7.2％

まったく
感じない
4.4％

わからない
9.9％

無回答
0.5％

［市民］ ［中学生・高校生］

卒業後も
住み続けたい
12.0％

市外に出ても
戻ってきたい
21.1％

必要あれば
戻ってもよい
31.4％

市外に出て
戻りたいと
思わない
8.7％

まだ
わからない
26.2％

無回答
0.6％

いつまでも
住み続けたい
46.2％

できれば
住み続けたい
36.8％

どちらとも
いえない
9.3％

できれば
他へ移りたい
4.0％

住みたくない
0.4％ 無回答

3.3％
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６  下松市の主要課題

　本市の現状や時代環境、また市民の意識等を重ね合わせると、今後 10 年間を見通した計画策定にあたっ

て考慮すべき「下松市の主要課題」が以下のように認識されます。

■支え合いが生み出す健康長寿社会の構築
　下松市においても、高齢化が着実に進む中で、「人生 100 年時代」に見合った福祉や保健医療の充実は

大きな課題です。実際に、老後・将来の生活や健康面の不安を、特に高齢者の前段階の 40 歳から 50 歳代

の世代が多く抱いています。

　これらの不安を軽減し、生涯にわたり住み慣れた地域で健康で自分らしい暮らしを続けられるよう、必要

な支援を包括的に確保する体制の整備や、お互いが助け合い、支え合って暮らせる地域福祉の仕組みの構築

を目指すことが重要です。

　また、新型コロナウイルス感染症＊の世界的流行を契機とした、新しい生活様式の実践を踏まえ、地域一

体となった感染症対策の取組や保健・医療体制の充実が強く求められます。

■子育て世代にやさしい環境の構築
　下松市の人口流入層は、20 歳代後半から 30 歳代前半の子育て世代が多いことから、当面の子育て支援

施設の充足率の向上が求められます。併せて、人口減少が見込まれる将来を見据えた子どもの人口確保、少

子化対策にもつなげる上でも、若い世代が希望どおりに、結婚、妊娠、出産、子育てができるように切れ目

のない一貫した支援や環境整備の充実が求められます。

　また、女性活躍やワーク・ライフ・バランス＊の推進等、男女共生社会の実現に向けた施策にも取り組む

ことが重要です。

■「自助・共助・公助」による防災・減災対策の強化
　かつて経験したことのない大規模災害が全国的に頻発する状況の中で、下松市でも平成 30 年７月豪雨に

おいては観測史上最多雨量を記録し、笠戸島が孤立するなど多数の被害が生じました。豪雨や土砂災害、地震、

津波等の脅威に備えるハード・ソフト両面からの対策・体制強化は市民の安全安心にかかわる大きな課題で

あり、強靱化に向けた施設整備や適正な維持管理に加え、市民の防災意識の向上等の重要性が増しています。

　中でも、災害に巻き込まれないための迅速な避難活動においては、『自らの命と財産は自らが守る』とい

う「自助」の認識のもと、日常的な地域での生活においても、助け合い、支え合う「共助」の意識や体制を

強化することが重要であり、それを「公助」が補って不安を解消する仕組みづくりが強く求められます。
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■バランスのとれたコンパクトな都市空間形成
　下松市では、水田地帯であった末武・花岡地区への商業施設や住宅の立地による市街地の面的拡大と、中

心市街地であった駅南地区の商業空洞化等が急速に進んだ経緯があります。将来的な人口減少が見込まれる

中で、インフラや公共施設等の維持管理を含む投資効率を高める意味でも、より一層、都市軸の形成を目指

す「シンボルライン」沿い（P26、27 将来都市構造参照）への都市機能集約の誘導など、コンパクトな都

市空間の形成に努める必要があります。

　末武・花岡地区での人口増加に対して、その他の地区では人口が減少しており、地域間のバランスが崩れ

ているため、新たな市街地形成による人口誘導も課題です。

　また、笠戸島、米川地区では高齢化や人口減少が加速化しており、安定した生活の基盤となる公共交通機

能の維持も含め、適切なネットワーク確保による各地区の連携強化も強く求められます。

■「ものづくり」を中心とした産業力の強化
　下松市の経済は、鉄鋼や鉄道車両等の大規模工場をはじめとした製造業、末武・花岡地区に集積する商業

施設をはじめとした小売業が全体を牽引する形で好調に推移しており、これが市外からの人口流入にも大き

く寄与しているものの、人手が不足する状況にもなっています。

　一方で、少数の大規模事業所への依存度が高い構造は、脆さという面も否定できず、今後、中小企業の事

業承継、技術承継、起業支援も含む育成や、商業、観光、農林水産業との連携の強化などを通じて、各産業

をバランスよく発展させていくことが重要です。

　また、新たな企業立地ニーズに対してその用地を生み出すことや、港湾なども含め産業立地基盤をより確

かなものにする施策や、産業人材の育成に関する施策を講ずることも重要となります。

■次代を担う人づくりと教育環境の充実
　急速な情報化やグローバル化が進展する世界にあって、未来を切り拓く力を養成し、予測困難な時代を生

き抜く人材を育成することが求められています。

　児童生徒が確かな学力を身に付け、他人を思いやる心や郷土を愛する心を培い、たくましく生きるための

健康や体力を養うため、学校、家庭、地域が連携を深め、夢や希望をもって生き生きと学べる教育環境を充

実させ、次代を担う人づくりを進めていくことが必要です。

　また、市民が生涯学習を通じて、いつでも、どこでも主体的・能動的に学び、文化・スポーツ活動に親しみ、

まちづくり活動に参画することが求められます。
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■「協働」によるまちづくり体制の構築
　住民ニーズが多様化・複雑化する中で、行政のみが全てに対応することには限界があり、住民サービスを

低下させないためには、市民や民間企業等の知恵や力を結集した協働での取組が求められます。

　そのためには、分かりやすい情報発信に努めるとともに、市民の声に耳を傾け、より一層情報を相互共有

することでまちづくりに対する市民の関心を高め、自発的に活動しやすい環境づくりに努めることが重要で

す。

　また、市民生活に直結した様々な課題に対し、各地域に見合った形での解決に向けた仕組みづくりを行う

とともに、リーダーとなる人材の発掘や育成も行い、「オール下松」のまちづくり体制を構築していかなけ

ればなりません。

■「移住・定住」促進による人口減少のくい止め
　全国的に人口減少が加速している中で、下松市は人口増加傾向を維持し、東洋経済新報社発行の「住みよ

さランキング」では、長年、全国上位の評価を受けています。これは、安価な水道料金、豊かな自然環境等

の高い評価に加え、好調な産業力や商業集積による生活の利便性向上、さらには地方創生による取組の成果

により近隣市からの安定した子育て世代の転入等が確保できていることが理由と考えられます。

　今後は、さらに「選ばれるまち」を目指した移住策を充実させるとともに、市民がふるさとに誇りや愛着

を感じ、いつまでも『住みたい』、『住み続けたい』と思う気持ちが高まるまちづくりが求められます。

■「下松ならでは」の地域資源の有効活用
　下松市は、市街地を挟んで山里から海・島まで、30 分ほどで移動できる範囲に多彩な自然、景観資源を持ち、

旧山陽道の沿道を中心に歴史文化資源も豊富です。産業面でも「ものづくりのまち」として鉄道車両をはじ

め個性ある製品・商品が産み出されており、また、スポーツや伝統文化、水産物に代表される食文化なども

地域資源であるといえます。

　人口減少時代のまちづくりは、個性を磨くことによって地域の魅力を高め、それを人の流入につなげてい

くことが重要です。また、自然景観や祭・イベントの資源を観光的価値につなげる工夫を重ね、地域活性化

につなげる努力も求められます。

■将来にわたり持続可能な行財政運営
　下松市は人口増加が続いていることもあり、財政面では比較的健全な状況を保ってきましたが、税収の伸

び悩みや少子高齢化に伴う扶助費の増大により、財政事情は年々厳しい状況となっています。

　近年多発する自然災害や新型コロナウイルス感染症＊の感染拡大による地域経済、財政への影響や、技術

革新による社会環境が大きく変化する中で、複雑化、多様化する行政需要に的確に対応し、市民が求める質

の高い行政サービスを効果的かつ効率的に提供するため、様々な角度から創意工夫を凝らすことで、財政基

盤の安定・強化を図り、将来にわたり持続可能な行財政運営を展開することが求められます。
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１  基本理念

　下松市が「安全安心なまち」であり続けるためには、豊かな自然環境や快適な環境のもとで、先人が築き

あげてきた歴史や文化を踏まえ、変動し続ける時代環境を的確に見極めながら、課題を解決しつつ、未来に

つながるまちづくりを推進していかなければなりません。

　そのためには、このまちに関わる全ての人や組織・事業者などがまちづくりの主体となり、「オール下松」

の精神で知恵と力を出し合い、まちをより良いものにしていく必要があります。

　そこで、このまちを構成する多様な主体が、共にまちづくりを推進する上での考え方や姿勢を「基本理念」

として次のように掲げます。

◎自立と個性の発揮
　�　住みやすく、外からも人が集うまちの魅力は、全国一律の発想ではない独自の取組から生み出され、「個性」

によりさらに磨かれるものです。

　�　「下松ならでは」の様々な地域資源を有効に活用するために、自ら知恵を出し、また、責任を持った自立（自

律）性の発揮により、独自の新しい価値を生み出し、「個性」を育てることで、下松市への誇りと愛着につ

ながるまちづくりを推進します。

◎市民参加と協働の推進
　�　まちづくりには、様々な場面に市民が積極的に参加し、市民と行政の情報の共有を前提として役割を分

担する「協働」が重要です。

　�　市民の主体性や組織力を高めつつ、「自助・共助」を行政による「公助」で補う体制を確立し、その活動

を着実に広げ、市民や民間事業者と共に手を取り合い「オール下松」でまちづくりを推進します。

◎「もの」と「心」の調和
　�　行政は、市民が安全安心に充実した生活が送れるように、公共施設や設備等の「もの」を効果的に整備、

提供する役割を果たします。

　�　そして同時に、「心」の豊かさもより重視し、人を育み、笑顔で人と人が接し合い交流する中から心通う

温かいまちをつくり、「もの」と「心」をバランスよく調和させ、新しい活力を創り出すまちづくりを推進

します。

◎柔軟性と先見性の向上
　�　活力にあふれ、持続的に発展し続けるまちにするため、技術革新や社会経済環境が目まぐるしく変化す

る中で、様々な工夫を凝らしながら対応する柔軟性を発揮していきます。

　�　また、先見性を持って、新たな取組にも果敢に挑戦していくことで力強く未来を切り拓くまちづくりを

推進します。
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２  将来目標

１. 将来都市像と推進テーマ
　下松市が、様々なまちづくりの活動を通じて目指すべき将来の姿を次のように掲げます。

将来都市像 ( 目指す都市の姿 )

都市と自然のバランスのとれた
住みよさ日本一の星ふるまち

『くだまつ愛』で　未来へつなぐ　安全安心なまち

　計画期間（10年間）を通じたまちづくりの目標について、

　　１．将来都市像と推進テーマ

　　２．将来人口と世帯数

　　３．将来都市構造

の３つの視点から示します。

　これは、前計画の将来都市像を普遍的なものとして継承するものであり、山から街、そして海、島までの

都市と自然の環境が、ほぼ30分以内というコンパクトな範囲にバランス良く配置され、まちの呼び名の由

来でもある「星ふるまち」の言葉に象徴される美しさや快適性を総合した「住みよさ」を実感できる姿を、

安全安心をより高めることで、引き続き目指していこうというものです。

　そして、この将来都市像を目指したあらゆるまちづくりの取組において、共通に意識すべき「推進テーマ」

を以下のように掲げます。

将来都市像の実現に向けた取組の推進テーマ

　近年、多発する自然災害や気候変動、少子高齢化や感染症、国際社会や経済環境の変動の中で、将来にわ

たり持続可能なまちであるためには、誰もが安全安心に暮らせる施策を展開することが必要不可欠です。

　インフラ施設の強靱化やソフト面も含めた防災・防犯対策、健康づくりや地域での支え合い福祉の充実、

産業力の強化など、様々な分野にわたるまちづくりの取組が、確実に将来に持続できる安全安心の確保につ

ながります。
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２. 将来人口と世帯数
　全国の人口が減少傾向を強める中で、下松市の人口は、商業立地による生活利便の向上や近年の堅調な主

要産業の求人動向等の影響で、令和２年現在なお微増傾向を維持しており、相対的な「住みよさ」が評価さ

れている結果ともみられます。

　しかし、少子高齢化の波は全国共通に押し寄せており、市の人口増加も将来的には収束し、減少に転ずる

と予想されており、人口減少という時代環境を前提としたまちづくりの工夫や方向転換も求められます。

　これまでの人口構造の変遷や近年の人口流出入の動向、今後の見通し等を勘案した推計に、政策効果を加

味し、目標年度における人口・世帯数の規模を、以下のように想定します。

将来人口・世帯数

　また、これらのまちづくりの取組は、行政だけの対応によるものではなく、市民や民間企業などとの「協働」

が大きな推進力となります。そのためには、市民がふるさとに誇りと愛着を持ち、つながり合い、支え合う

「くだまつ愛」が必要です。

　「くだまつ愛」を礎に、将来都市像を目指したまちづくりを「オール下松」で進めることで、安全安心な

まちを未来へつないでいきます。

　総人口は、近年の動向を踏まえた経済情勢等の想定のもとで令和12（2030）年に57,000人程度ま

での増加を見込みますが、その後は減少に転ずると予想されます。

　年齢構成は変化が進み、特に年少人口（０～14歳）の減少が目立つようになります。ただし、これらの

動向には地区による相違があります。

　世帯数は、１世帯あたり人員の縮小傾向が続いているため、人口以上の勢いで増加が見込まれ、令和12

（2030）年に26,300世帯程度になると想定します。

( 国勢調査基準の人口・世帯数 )

実績
平成27（2015）年

目標
令和12（2030）年

人　口 ５５，８１２　人 ５７，０００　人

世帯数 ２３，７５７　世帯 ２６，３００　世帯
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３. 将来都市構造
　下松市の都市構造は、中央の平野部を中心に市街地が展開し、北部の山地と南部の笠戸島などの自然がこ

れを取り囲む形態となっています。

　人口減少への移行が予想される今後の時代には、都市運営の効率性確保の観点からも、市街地の拡大を抑

制し「コンパクト化」を進める必要があり、前計画から踏襲する次のような都市構造を基本に、将来都市像

に適合したまちづくりの取組を進めます。

　この将来都市構造は、都市政策の基本指針である「下松市都市計画マスタープラン」において普遍的な目

標として定めているものです。

◇都市の活動軸
　都市を舞台とした様々な活動の中で、人やもの、情報の動き、連携・交流の方向を集約したものを「都市

の活動軸」と位置づけます。これは、交通機能だけでなく、軸上で一定の性格（テーマ）を共有しつつ、様々

な都市機能が連担してこれを中心に都市全体が発展するという方向軸の概念です。

　この４つの活動軸の構成は、「Ｋ＋Ｓ」の文字の合成のように見えることから、「ＫＳ（くだまつスター）構造」

と呼びます。

◇都市の場
　４つの「都市の活動軸」の中で、主に市街地における生活や各種社会経済活動が展開される舞台となる「場」

を、次のように位置づけます。

都市の場

シンボルライン

下松市の市街地を象徴し、都市活動の共通の拠り所となる「帯」。これ
自体が中心市街地として機能し、この帯上に広域的な都市機能の集積、
公共交通機能の集約化を進める。
（ＪＲ下松駅周辺～ＪＲ周防花岡駅周辺）

ゾーン

住宅ゾーン 主に住宅やそれに関連する建物や施設等の立地ゾーン

工業・流通ゾーン 工業生産や流通拠点機能等の展開の場となるゾーン

田園・林野ゾーン 農地や里山と共生するゾーン

地区拠点核 生野屋、久保、江の浦、下谷

都市の活動軸 「KS構造」

都市の活動軸 テーマ

臨海軸 「燃える情熱」

山陽道軸 「確かな陽光」

末武川軸 「湧きあがる力」

笠戸軸 「映える緑」
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将来都市構造図
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３  分野別構想

　まちづくりの活動や施策は様々な分野にわたりますが、「将来目標」の実現に向かって効果的にそれらを

連携させて進めるために、次の７本の柱（分野）のもとに各施策を体系化して位置づけることとし、その分

野別構想を以下に示します。

　７つの分野は、それぞれ独立にあるのではなく、まちづくりの課題に応じて柔軟に補完しあい、組み合わ

せて効率的に高い効果の発現を目指すものとします。

まちづくりの柱 ( 分野 ) の構成

基本理念
自立と個性の発揮 市民参加と協働の推進

「もの」と「心」の調和 柔軟性と先見性の向上

市民協働 自助・共助・公助の調和による、市民協働で取り組むまちづくり

行政管理 効果的・効率的な行財政運営による、健全で持続可能なまちづくり

将来都市像
都市と自然のバランスのとれた
住みよさ日本一の星ふるまち

推進テーマ 『くだまつ愛』で　未来へつなぐ　安全安心なまち

ま
ち
づ
く
り
の
柱(

分
野)

健康福祉

保
健
・
医
療
・
福
祉
や
子
育
て
環
境
の
充
実
に
よ
る
、

健
康
で
元
気
に
過
ご
せ
る
ま
ち
づ
く
り

生活環境

市
民
生
活
の
安
全
・
安
心
確
保
の
充
実
に
よ
る
、

快
適
な
環
境
で
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り

都市建設

都
市
基
盤
や
居
住
環
境
の
整
備
・
管
理
に
よ
る
、

強
靱
で
機
能
的
な
ま
ち
づ
く
り

産業経済

地
元
産
業
の
相
互
連
携
や
育
成
・
振
興
に
よ
る
、

活
気
と
魅
力
に
満
ち
た
ま
ち
づ
く
り

教育文化

多
様
な
教
育
・
学
習
の
機
会
の
充
実
に
よ
る
、

生
涯
に
わ
た
り
生
き
生
き
と
学
べ
る
ま
ち
づ
く
り
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１. 健康福祉
　心身の健康は宝であり、個人の生活、そして地域に活力を生む源泉でもあります。一人でも多くの市民が

健康寿命を延伸し、生き生きと生活、活動できるよう、保健活動、医療体制の充実をさらに続けます。

　そして、すべての市民が住み慣れた地域で安心して生活していけるよう、自助・共助・公助のバランスの

もとで助け合い、支え合って暮らせる地域福祉の仕組みを、少子高齢化が進む時代環境に合わせて柔軟に組

み立て、実践していきます。また、安心して子どもを産み育てるための支援の仕組みをより確かなものとし、

少子化対策の充実につなげます。

■健康づくりと保健・医療の充実
　市民が心身の健康増進の意識を持ち、個人、家族、仲間でその活動を実践できるよう、世代や生活実態に

応じた食育や様々な保健活動、感染症を含めた疾病の予防対策等の取組を幅広く進めます。特に、増加する

高齢者においては、保健事業と介護予防の一体的実施による効果の増進を図り、また、自殺対策や災害時の

避難者のケアなどにも努めます。

　医療においても、広域的連携も含めた医療機関のネットワーク体制の一層の充実や医師・看護師の確保等

により、多様性を増す医療ニーズへの対応力を強化するとともに、増大する医療費の抑制に向けた啓発や対

策により医療保険制度の安定運営につなげます。

■多様な福祉の充実
　高齢化の進展等に伴う福祉ニーズの多様化の中で、支え合い意識やバリアフリー＊思想の啓発、ボランティ

アを含めた人材・組織の育成など、地域福祉推進の環境づくりを進めます。

　高齢者・障害者等に対しては、地域での見守りの中で適切な支援が行えるよう、総合的・包括的な相談・

支援体制の拡充を進め、介護保険や医療部門と連携したきめ細かな福祉活動を推進していきます。これらに

より、誰もが自分らしく生きがいを持って生き生きと暮らせる社会を目指すとともに、災害時における避難

支援等の福祉体制の構築に努めます。

■子育て環境の充実
　安心して子どもを産み育てられる社会の環境をつくるため、直面する子育て支援施設の充足率向上をはじ

め、妊娠から出産、子育ての各段階における包括的・総合的な支援を充実させていきます。

　地域での保育など子ども・子育ての支援の場や仕組みの充実と、経済的支援等を組み合わせ、切れ目のな

い支援制度を整え、安心を高めます。

　また、子育てに関する相談や情報提供をはじめ、母子保健の充実、子育てと仕事の両立の支援や子育てし

やすい生活環境の整備、ひとり親家庭の実情に応じた支援などを進めるとともに、社会や家庭での子育て意

識の向上に努めます。

保健・医療・福祉や子育て環境の充実による、
健康で元気に過ごせるまちづくり
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２. 生活環境
　住みよい生活環境は、安全や衛生、快適性が整うことで実感されます。特に、自然災害や感染症の脅威が

高まる中で、安全性の確保に継続的に取り組み、ハード、ソフト両面からの防災・減災対策、消防・救急体

制の強化・充実を進めます。同時に、防犯への取組や交通安全対策、市民生活をめぐる様々なトラブル対応

等の充実を図り、安全安心な社会を構築していきます。

　また、リサイクルや廃棄物の適正な処理、環境への負荷を低減する活動をさらに強化するとともに、衛生

施設の整備と適正管理により、住みよさ向上につながる美しい環境づくりに向けて継続的に取り組んでいき

ます。

■生活の安全性確保
　風水害や地震、津波等の自然災害の脅威に対して、防災・減災対策の計画的推進により安全性の向上を図

ります。インフラ施設等の強靱化や災害発生時の避難等の体制充実のほか、日常の防災意識の向上や地域で

の活動支援、情報伝達体制の強化など総合的に取り組むとともに、消防団も含めた消防・救急体制の充実・

強化を図ります。

　犯罪や交通事故などに巻き込まれない対策にも、地域社会全体で意識を高めながら様々な工夫による取組

を強化し、明るい社会づくりを進めます。特に、増加する高齢者の防犯・交通安全対策には万全を期すとと

もに、日常生活における様々な問題への対応、解決を支援する相談や啓発、情報提供等を通じて、生活の安

全性を高めていきます。

■衛生的な環境づくり
　環境衛生の維持の要である廃棄物・し尿の適切な処理について、これまで築いてきた仕組みをさらに改善、

進化させながら、地域社会、市民一人ひとりの協力のもと取り組んでいきます。恋路クリーンセンター、衛

生センター等の処理施設の適正な維持管理や運営のほか、ごみの減量化や資源化への意識向上と取組などを

進め、また、環境汚染防止のため、新たな問題への対応も積極的に進めます。

　また、新斎場の整備や墓地も含めた適正な維持管理に努めます。

■地域の環境保全
　世界的な課題である地球環境保全に、地域で可能なことは積極的に取り組み、持続可能性の向上につなげ

ます。省エネルギー、省資源への取組や、環境配慮製品の使用、３Ｒ（リデュース（ごみの発生抑制）、リユー

ス（再使用）、リサイクル（再生利用））をはじめ、環境に配慮した行動により、温室効果ガス＊の発生を抑

制していきます。

　また、市民の環境美化意識の高揚により、不法投棄対策も含め、ごみのない美しいまちを目指します。

市民生活の安全・安心確保の充実による、
快適な環境で暮らせるまちづくり
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３. 都市建設
　将来的な人口減少が予想される中で、効率的で暮らしやすい都市環境を維持・創造するため、市街地のコ

ンパクト化を基本として、周囲の自然や環境を守りながら、それらと調和のとれた土地利用への誘導や、そ

れを支える都市基盤施設等の整備を進めます。

　秩序とメリハリのある市街地の形成を進めるとともに、道路や上下水道など都市基盤となる施設は、人口

動向等に合わせた整備や災害に備えた強靱化に努めると同時に、増大する維持管理コストに対する適切なマ

ネジメントを行い、良好な形で将来に引き継いでいきます。

　また、交通ネットワークによる利便性や、緑、景観など安らぎのある環境づくりにより、都市の魅力を高

めていきます。

■計画的な土地利用
　「まち」や「さと」など多様性のある下松市が、将来にわたり良好なバランスをもって安全で快適、便利

な生活や産業活動の場であり続けるために、「下松市都市計画マスタープラン」に沿った「シンボルライン」

への都市機能の集約等によるコンパクトな市街地形成や、周辺の農地や山林の適切な保全と合わせ、土地利

用の計画的誘導を図ります。

　また、遊休化した土地の有効活用への工夫や対策のほか、豊井地区など新たなエリアでの総合的な都市環

境整備、宅地開発の適正な誘導や産業振興のための用地確保、笠戸島・米川地区の振興に必要な土地利用の

誘導策などを進めます。

■都市基盤の整備・管理
　市民生活や産業活動等の基盤となる道路や港湾、上下水道といった都市施設＊について、効率的・効果的

な整備と維持管理を進めます。これらの施設は、新規の整備以上に、既存施設の維持管理・更新による機能

の確保が重要であり、長寿命化＊等を含めた適切かつ計画的なストックマネジメント＊により、利便性や安全

性等の充実を図ります。

　道路は、都市構造との関係の中で必要なネットワークの強化を進めるとともに、国際バルク戦略港湾＊に

も指定された港湾・海岸施設は、その機能を最大限に発揮できる取組を進めるとともに、汚水や雨水の適切

な処理、良質な水の安定供給への努力を引き続き進めます。

　また、安全性確保のため、治山・治水対策を講じていきます。

■居住環境の整備
　生活の場である住宅については、公営住宅の適切な管理・更新等を通じて良好な環境を維持するとともに、

空き家の保全や有効活用に努めます。また、高齢化の進展などに伴い、公共交通機関の重要性が高まること

から、そのあり方を時代環境や地域の特性に合わせて検討し、自動車利用と共存したシステムにより、利便

性の維持・向上を進めます。

　また、都市の魅力にもつながる緑や潤い環境についても、計画的な森林・緑地の保全や防災拠点機能にも

配慮した公園空間の整備と維持管理を進めるとともに、都市景観の向上に向けた誘導策を講じるなどにより、

都市の快適性を高めていきます。

都市基盤や居住環境の整備・管理による、
強靱で機能的なまちづくり
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４. 産業経済
　内外の経済情勢の変動の中で、下松市の産業構造も変貌を繰り返してきましたが、都市を支える経済的基

盤として、今後の環境変化にも柔軟に対応し、力強く成長を続けられるよう、地域から必要な支援・振興策

を続けていきます。

　農林水産業は、厳しい環境の中でも、特産品化や生産物の付加価値向上等の活路を見いだしながら地域性

を活かした振興を図ります。商工業のうち、主要産業ともいえる製造業は、大手、中小の事業者の連携強化

と活性化等により総合力の向上を図り、小売業も広域的な集客力を維持、向上できるよう、魅力増進に努め

ます。また、産業の幅を拡げるための新規創業の促進や企業誘致、産業人材の育成などにも積極的に取り組

みます。

■農林水産業の振興
　農林水産業は、土地・地域性に根ざした都市を特徴づける産業であり、今後も担い手人材の確保や付加価

値の向上等を支援することで振興を図ります。流通の多様化や６次産業化＊等への取組のほか、地産地消＊の

観点からも地域をあげた振興への取組を展開していきます。

　優良農地や森林の保全とともに、ゆずやレモン等を素材とした特産品化の取組強化や、農業公園、森林で

の体験学習等を通じて農林業への市民の意識・関心の高揚を図り、また、水産業においては、栽培漁業セン

ターを中心に、その事業の推進や観光との連携促進、ブランド化や魚食普及への取組などを進めます。

■商工業の振興
　「ものづくりのまち」としての誇りを産み出してきた製造業は、大手事業所の生産活動を様々な側面から

支援するほか、中小企業の経営支援等を通じた体質強化と連携支援により、産業の裾野を拡げ、持続的な経

済基盤の強化につなげます。

　大型店の店舗面積割合の大きさが特徴である商業は、下松タウンセンターを核とした「シンボルライン」

とその周辺への集積誘導により魅力の向上を図るとともに、高齢者の増加にも配慮した身近な買物の場の提

供や、多様なサービス業の振興にも努めます。

　これらの産業振興にあたっては、駅や道路等の交通基盤と同時に、港湾の活用促進との連動、物流業の振

興も合わせて進め、新たな企業誘致も含め、産業全体の多様化を導いていきます。

■創業支援と就労環境整備
　これまでの産業力の蓄積を基に、中小企業の事業承継、技術・技能の伝承支援に力を注ぐとともに、新た

な創業を積極的に支援し、産業の主体・担い手を確保・育成していきます。　

　また、人手不足解消のためにも、民間との連携により、事業所の雇用情報の発信を充実させ、求人と求職

のマッチング強化に努め、併せて、女性や高齢者の活用も含めた労働力の確保や、多様な働き方が選択でき

る仕組みづくり、勤労者福祉の充実など、働く人への支援にも取り組んでいきます。

地元産業の相互連携や育成・振興による、
活気と魅力に満ちたまちづくり
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５. 教育文化
　教育は、まちづくり・人づくりの根幹をなすものであり、下松教育を展開することにより、明日の社会を

担う人材を育てます。

　そのため、学校・家庭・地域が連携・協働した市民総がかりの教育を基調とし、知・徳・体の調和のとれ

た学びを支える教育環境、教育内容の充実を図ります。

　また、すべての市民が生涯にわたって、豊かな人生を送ることができるよう、あらゆる場や機会を通じて

生涯学習を支援します。同時に、文化活動についても、下松固有の歴史的・文化的資源の保護と有効な活用

により、文化的なまちづくりに取り組みます。

■学校教育の充実
　学校教育においては、「ふるさとに誇りを持ち、たくましく未来を切り拓く、心豊かな下松っ子の育成」

を目指し、児童生徒の自己実現を支援します。

　教育環境の整備については、末武・花岡地区の需要増加に対応するとともに、学校施設の長寿命化＊を図

るため、優先順位を踏まえ改修・改築を実施します。また、ＩＣＴ＊活用をはじめとした教育設備機器の整

備等、教育の未来化に対応した環境を充実させ、児童生徒の情報活用能力等の向上を図ります。同時に、教

育研究所や学校給食センター等の諸事業を通じて、心の教育、特別支援教育、外国語教育、食育など、教育

内容の改善・向上に努め、子どもたちの資質能力を培います。

　さらに、コミュニティ・スクール＊の取組を一層充実させることにより、地域とともにある学校教育の実

現を図り、一人一人の確かな学力を定着させるとともに個性を伸長させ、児童生徒の「くだまつ愛」を醸成

していきます。

■社会教育の充実
　あらゆる世代が興味・関心のある分野を進んで学び、自らの教養を深め、成長に資することができる生涯

学習活動を目指し、市民間でともに学び合う体制づくりやイベントの企画運営を工夫します。また、公民館

や図書館等が拠点的な役割を果たし、市民ニーズにあった情報提供等の支援を行うとともに、指導者育成に

より活動機会の充実に努めます。

　地域での青少年の健全育成については、青少年育成団体への支援、出前講座・放課後子ども教室・地域未

来塾＊など学校以外での交流・学習活動の充実を図ります。併せて、青少年育成に関する情報提供や相談等

の体制も強化していきます。

■文化振興と文化財保護
　文化活動は、市民や民間団体が自主的に展開できる環境づくりに努め、吹奏楽や童謡などこれまで育てて

きた活動をさらに発展させるとともに、イベントの運営や、芸術文化作品に触れる機会の拡大等を通じ、ま

ちの個性の磨き上げにつなげます。

　歴史を伝える文化財や伝統芸能、民俗資料等は、郷土資料展示収蔵施設「島の学び舎」や郷土資料・文化

遺産デジタルアーカイブ＊等を通して保護・保存・伝承するとともに、文化資源として活用を図り、市民の「く

だまつ愛」を深めていきます。

多様な教育・学習の機会の充実による、
生涯にわたり生き生きと学べるまちづくり
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６. 市民協働
　まちづくりは、市民と行政が連携し役割を分担し合う「協働」によって進めるものであり、その体制の充

実に向けて、住民自治の基礎単位として自治会を位置づけ、その主体的な活動展開の促進による、自治力の

向上、協働体制の確立を目指します。

　また、この前提として、市民と行政の情報の共有があり、相互の信頼関係構築に努めるほか、自治会の範

囲に限らず、市民相互、外国人等が幅広く交流し共生する社会づくり、民間活力の多様な活用を進め、観光、

スポーツに関する活動など、市民や民間が主導で展開する体制を充実させていきます。

　また、すべての地域活動の基本として、人権が尊重され、男女が等しく参画する社会を築いていきます。

■協働体制の確立
　協働の前提条件として、行政が持つ情報を市民が幅広く共有できるよう、情報通信技術や民間情報媒体等

を有効に活用して、情報弱者への配慮も含め、広報・情報発信、情報公開の充実に努めます。併せて、市民

が行政に意見や意向を伝える広聴機能の充実、対話の場の重視のほか、行政の計画や政策決定への市民参加

の機会を充実させていきます。

　また、自治会、ボランティア団体、各種市民活動団体による地域住民主体のまちづくり活動を活性化し、

それらを牽引する人材の育成や行政との人的連携にも努めるとともに、協働の事業展開に向けて、活動の拠

点となるコミュニティ施設の充実や、自主的な運営体制の支援を進めます。併せて、地域の課題解決のため、

民間活力の活用や高等教育機関等との連携を推進します。

■にぎわい創出と魅力発信
　観光誘客やスポーツ活動を民間、関係団体主体で進め、魅力あるイベントや商品開発などを柔軟に展開し、

行政もその環境や施設整備等により支援・参画していきます。特に、国民宿舎大城や家族旅行村等を構成施

設とした「みなとオアシス」を有する笠戸島を中心とした魅力の磨き上げや「わがまちスポーツ」を中心と

した地域スポーツの活性化など、下松ならではの地域資源を活用したまちのにぎわい創出に努めます。

　同時に、民間団体等との協働による、人と人との出会い・交流や、多文化共生＊や国際交流の推進により、

共生の心を広げるとともに、下松の魅力を多様に発信し、移住の促進や、下松のファンを増やすことにつな

げます。

■人権の尊重
　差別のない公平公正な社会であるために、学校教育や社会教育等の場を通じた人権教育を進め、市民参加

による人権尊重のまちづくりの流れをより確かなものにしていきます。

　こうした中で、男女共同参画社会づくりに向けた意識改革への取組を強めながら、働く場や地域などあら

ゆる場面で男女が共に活躍できる社会の仕組みや気運づくりを進め、男女間の暴力の根絶も含め、男女が健

康で安全安心に暮らせる社会づくりを目指します。

自助・共助・公助の調和による、
市民協働で取り組むまちづくり
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７. 行政管理
　地方自治における団体自治の主体である市の行政は、市民が安全安心、快適に暮らしていけるよう、適切

なサービスを行う責務を負っています。市職員が先頭に立ち、人一倍に「くだまつ愛」を持って、地域密着

の精神で市民のニーズを把握し、施策・事業に反映させていきます。

　行政は地域の経営主体という認識を持ち、堅実な行財政運営によりコストを削減し、人も含めた地域の資

源、財源等を効果的、効率的に配分し、福祉や生活の利便性、経済活力などの果実を生み出すことで長期的

な持続可能性を追求し、次世代に、より良好な状態でこのまちを引き継いでいく責任を果たしていきます。

■効率的な行財政運営
　市の行政運営は、組織や人的体制の最適化、民間活力の積極的かつ有効な活用等により、最少のコスト

で最大の効果を得る努力を重ねていきます。さらに、Society5.0＊の実現に向けた未来技術の活用により、

行政運営の効率化や質の高い市民サービスの向上を図っていきます。併せて、施策の重点化により、将来的

な人口維持につながる施策等を戦略として体系的に展開します。

　公共施設は、過去に整備したものの維持管理経費が財政の圧迫要因にならないよう、計画的かつ総合的な

マネジメントを図り、運営効率化のための様々な方策を講じていきます。

　これらの裏付けとして、安定的な財源確保を図りつつ、効果的な配分に努め、健全な財政運営を続けられ

るように最大限の努力をしていきます。

効果的・効率的な行財政運営による、
健全で持続可能なまちづくり
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前期基本計画の構成
　基本計画は、基本構想に示した分野別構想を具体化するため、市が（市民、民間事業者と協働して）

進めるべき施策の展開方針を示すものです。前期基本計画では、令和３（2021）年度～令和７（2025）

年度までの５年間の施策を示します。

　７つの分野のもとで、計19の「政策」を掲げ、さらにそのもとで計60の「基本施策」を位置付け、

各基本施策に複数の「施策」を位置付けます。また、「施策」に対応する「主な事業」も掲げています。

　基本施策ごとに見開きで構成し、それぞれ以下のような内容となっています。

［前期基本計画の体系］

　19の「政策」、60の「基本施策」の一覧を、基本構想との関係も含めて次のページに示します。

分野（７）

政策（１９）

基本施策（６０）

施策

主な事業

左
ペ

ー

ジ

基本方針 基本施策で展開する施策の基本的な考え方や目標を示します。

現況・課題
基本施策に関する現況やこれまでの取組状況、さらに今後における課題となる

事項等を示します。

目標指標
施策の展開によって目指す改善目標について、代表的な指標の現況値と（前期

基本計画期間終了時の）目標値によって示します。

右
ペ

ー

ジ

施策の展開
基本施策において、現況における課題を解決するため、基本方針に沿って計画

期間に展開すべき複数の施策を示します。

主な事業 施策を具体的に進める事業について、主なものを示します。

関連計画 施策展開に関連する個別分野の計画などの名称を示します。
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４ 産業経済

５ 教育文化

６ 市民協働

７ 行政管理
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１  健康福祉

［ 政　策 ］ ［ 基本施策 ］

１ 健康づくりと保健・医療の充実
１ 健康づくりの推進

２ 地域医療の充実

３ 医療保険の安定運営

２ 多様な福祉の充実

１ 福祉意識の醸成と環境づくり

２ 人材の育成と団体の活動支援

３ 包括的な相談・支援体制の構築

４ 自分らしく生き生きと暮らせる体制づくり

５ 災害に備えた避難支援体制づくり

３ 子育て環境の充実

１ 妊娠・出産の支援の充実

２ 子育て支援の充実

３ 保育・幼児教育の充実

４ ひとり親家庭福祉の充実
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１　健康福祉 １ 健康づくりと保健・医療の充実

１  健康づくりの推進

基 本 方 針

　生涯にわたり心身ともに健やかな暮らしを続け、地域で安心して生活できるよう、各種保健事業や疾病予

防、感染症予防等の対策を、介護予防等との連携も含め推進するとともに、健康への市民の関心を高め、健

康づくりの実践を広げる取組を進めます。

現況・課題

★�「下松市健康増進計画」、「くだまつ食育推進計画」、「下松市自殺対策計画」に基づき、保健事業を推進し

ています。

★�健康寿命の延伸を目指し、生涯を通じた生活習慣病の予防や早期発見等の取組や、介護予防と一体化した

取組が必要です。

★�メンタルヘルスや新型コロナウイルス＊をはじめとした感染症対策などへの取組の充実が必要です。また、

「下松市自殺対策計画」を策定しており、誰もが自殺に追い込まれることのないまちづくりを進める必要

があります。

★�多様化する市民の健康づくりニーズに応えるため、保健、医療、福祉、介護部門の連携や市民、関係機関、

行政の連携強化が求められます。

★�市民一人一人の主体的な健康づくりを進めるため、個人の健康づくりを支える家庭や地域、学校、職場、

行政等の関係者が協力した取組や環境づくりが必要です。

★�歯・口腔の健康が全身の健康に影響するとも言われ、下松市歯科医師会や本市に開学した歯科衛生士専門

学校等と連携した歯科保健の推進が期待されています。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度
説　明

年度等 数値

健康寿命（日常生活動作が自
立している期間の平均）

平成
30年度

男性
79.47歳
女性

83.98歳

延伸する 県健康増進課

健康状態が「よい」と回答し
た人の割合

平成
29年度

55.9% 60.0%
健康づくりに関する県民意識調
査「よい」「まあよい」と答え
た人の割合
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１ 

健
康
福
祉

主 
な 

事 

業

（１）健康づくりの推進

　市民一人一人が「自分の健康は自分で守る」という意識を高め、各健康施策に興味を持ち、参加する環

境づくりに努め、市民・関係機関が一体となって取り組む、地域ぐるみの健康づくりを推進します。

　また、健康寿命の延伸を目指し、ライフステージ＊に応じた健康づくりを進めます。

・健康づくり推進事業

・食育推進事業

・健康増進事業

・がん検診 

（２）保健活動の充実

　高齢化の進展や多様化する保健ニーズに対応する保健サービスの充実、保健体制の充実を図ります。

　また、社会資源を活用し、歯科保健事業や食育事業の充実を図ります。

　「下松市自殺対策計画」に基づき、自殺対策を支える人材の育成や市民への啓発等を行い、誰もが自殺

に追い込まれることのない社会の実現を目指します。

（３）疾病予防と早期発見

　がん、循環器疾患、糖尿病等の生活習慣病の発症予防や早期発見・早期治療に向け、健康教育、健康相

談の充実を図るとともに、各種健（検）診の受診率の向上に努めます。

（４）感染症等の予防対策

　新型インフルエンザ、新型コロナウイルス＊等の感染症や食中毒等、地域における健康危機の発生に備

えて、保健所をはじめとする関係機関と連携し、防疫体制、感染予防・拡大防止体制の整備に努めます。

また、災害時における健康維持への取組を強化します。

関連計画

計画名 計画期間

第２次下松市健康増進計画（健康くだまつ21） 平成29年度～令和３年度

第２次くだまつ食育推進計画 　令和元年度～令和３年度

下松市自殺対策計画 　令和２年度～令和６年度

下松市新型インフルエンザ等対策行動計画 平成26年度～

・介護予防事業

・歯科保健事業

・自殺対策事業

・感染症予防対策事業

・新型インフルエンザ等対策事業

施 策 の 展 開
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２  地域医療の充実

基 本 方 針

　高齢化時代の地域医療のあり方を追求する中で、医師会、医療機関と連携しつつ、医療体制の充実や多様

な医療ニーズへの対応力の強化を目指します。

現況・課題

★�高齢者人口が増加する中、医療と介護の連携を推進し、地域で必要とされる医療体制を確保する必要があ

ります。

★�下松医師会や医療機関との連携により、一次救急＊である下松市休日診療所の充実が必要であるとともに、

医療ニーズに応じた医療提供体制の確保が求められます。

周南記念病院 (ふくしの里 )

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度
説　明

年度等 数値

休日の救急医療体制の提供 整備済 維　持

１　健康福祉 １ 健康づくりと保健・医療の充実
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健
康
福
祉

主 

な 

事 

業

休日診療所

（１）地域医療体制の充実

　山口県地域医療構想のもと、周南記念病院を拠点とし、下松医師会との連携を通じた広域的な地域医

療体制の充実を図ります。

（２）多様な医療ニーズへの対応

　夜間・休日、救急等、多様な医療ニーズへの対応を図るとともに、休日診療所や休日外科診療（在宅

当番医）の運営方法の検討など、きめ細かい医療体制の確保に努めます。

（３）医療と介護の連携強化

　在宅医療と介護を一体的に提供するため、市が中心となって、下松医師会等と連携しながら、医療・

介護関係者の連携体制の構築を図ります。

・周南地域救急医療対策協議会

・周南地域医療対策協議会

・休日診療所の運営

・在宅当番医制

・在宅医療・介護連携の推進

施 策 の 展 開
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３  医療保険の安定運営

基 本 方 針

　国民健康保険・後期高齢者医療制度について、長期的な健全経営に向けた努力を重ねるとともに、医療費

の適正化のため、市民の理解を促進しつつ保健事業など必要な対応を進めます。

現況・課題

★�国民健康保険については、財政運営が県単位化されたことにより、短期的な財政収支は安定化すると見込

まれますが、将来にわたり健全な財政運営を維持できるよう、保険税の収納率向上や健康寿命の延伸、医

療費の適正化に取り組み、保険制度への理解に関する啓発に努める必要があります。

★�後期高齢者医療制度については、制度の改善等の動向に対応しつつ、引き続き山口県後期高齢者医療広域

連合と連携し、健全運営を図る必要があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度
説　明

年度等 数値

国民健康保険特定健康診査
受診率

令和
元年度

33.1% 60.0%

１　健康福祉 １ 健康づくりと保健・医療の充実
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１ 

健
康
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（１）国民健康保険・後期高齢者医療制度の安定運営

　山口県との連携等により、保険税の収納率向上対策、交付金の確保等に努め、国民健康保険の財政安定

化を図ります。また、山口県後期高齢者医療広域連合との連携により、後期高齢者医療制度の円滑な運営

に努めます。

（２）医療費適正化の推進

　医療の適正受診等に関する意識啓発に努めるとともに、特定健康診査等の保健事業の推進よる健康の保

持・増進を図り、医療費の適正化を推進します。

関連計画

計画名 計画期間

下松市国民健康保険第２期データヘルス計画
（下松市国民健康保険第３期特定健康診査等実施計画）

平成30年度～令和５年度

主 

な 

事 

業

・納税環境の整備

・滞納処分の強化

・保険者努力支援制度 

・「くらしと国保」「国保だより」発行

・医療費通知

・ジェネリック医薬品＊差額通知

・特定健康診査・特定保健指導

・糖尿病性腎症重症化予防事業

施 策 の 展 開
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１  福祉意識の醸成と環境づくり

基 本 方 針

　共に支え合いながら暮らす意識を醸成し、暮らしやすい地域をつくる活動を広げていくと同時に、バリア

フリー＊思想の普及・啓発に努め、高齢者や障害者等の配慮が必要な人が移動、利用しやすい環境づくりに

向けバリアフリー＊の理解促進を図ります。また、福祉拠点施設の利用促進を図るとともに維持管理に努め

ます。

現況・課題

★�地域の人が共に支え合い暮らす地域共生社会の実現に向け、住民の理解を深めるとともに世代間の交流を

図り、近隣住民のつながりを深めていくことが必要です。

★�高齢者や障害者等の配慮が必要な人の社会参加の促進と安全で快適な暮らしを実現するためには、バリア

フリー＊への幅広い理解の促進が必要です。

★�学校における福祉学習や地域の様々なボランティア活動、各種情報の提供、共有等、福祉の芽を育み広げ

る取組をさらに進める必要があります。

★�下松市地域交流センターや下松市老人集会所等、福祉の拠点となる

施設の適正な維持管理等を図り、誰もが利用しやすい施設として環

境を整える必要があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度
説　明

年度等 数値

ヘルプマーク＊の交付者数
令和
元年度

30人 150人 ヘルプマーク＊の延べ交付者数

地域活動への参加状況
令和
２年度

81.1% 90.0% 地域福祉計画・市民アンケート

１　健康福祉 ２ 多様な福祉の充実

やまぐち障害者等専用駐車場



51

１ 

健
康
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主 

な 

事 
業

（１）支え合い意識の醸成

　お互いに支え合える関係を築き、つながりを持ちながら生活することができるよう、支え合い意識の

啓発、理解促進を図るとともに、福祉活動への主体的な参加、活動意識の高揚を図ります。

・福祉の輪づくり運動の周知

・あいサポート運動＊の普及・啓発

・ヘルプカード、ヘルプマーク＊の普及・啓発

・やまぐち障害者等専用駐車場利用証制度の周知

（２）バリアフリー＊の理解促進

　高齢者や障害者等の配慮が必要な人に対する社会参加の促進、移動、利用しやすい環境づくりに向け、

バリアフリー＊思想の普及・啓発に努め、バリアフリー＊への幅広い理解を促進するとともに、安全で快

適な暮らしを実現するため、バリアフリー＊化の促進を図ります。

関連計画
計画名 計画期間

下松市地域福祉計画（第４次ふくしプランくだまつ） 　令和３年度～令和７年度

下松市老人福祉計画・介護保険事業計画
（第７次くだまつ高齢者プラン）

　令和３年度～令和５年度

第４次下松市障害者計画 　令和３年度～令和５年度

第６期下松市障害福祉計画・第２期下松市障害児福祉計画 　令和３年度～令和５年度

下松市自殺対策計画 　令和２年度～令和６年度

下松市再犯防止推進計画 　令和２年度～令和６年度

下松市保健福祉施設個別整備計画 　令和２年度～令和１２年度

（３）支え合いの地域活動の推進

　住民一人一人が地域生活課題を自らの課題として捉え、「支える側」「支えられる側」という関係を超え、

様々な地域資源を活用しながら主体的に活動する取組を推進します。

（４）地域福祉の拠点整備

　従来からある施設の機能を活かしつつ、誰もが気軽に立ち寄り相談ができる場や住民同士の交流を促

進する場として、施設の利用促進を図るとともに適正な維持管理に努めます。

・民生委員・児童委員の活動支援

・生活支援体制整備事業の推進

・地域交流センター管理運営

・老人集会所・老人作業所管理運営

施 策 の 展 開
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２  人材の育成と団体の活動支援

基 本 方 針

　地域での福祉活動の担い手となる人材の育成、福祉に携わる組織や団体の活動支援、ボランティア活動に

取り組みやすい環境づくりを進め、地域福祉活動の活性化を図ります。

現況・課題

★�地域福祉の担い手の固定化、高齢化により、地域の中心的な存在になり得る次世代の担い手を育成するた

めの取組が必要です。

★�下松市社会福祉協議会や関係団体の諸活動への支援、民生委員・児童委員の確保や活動支援等に努めてい

ますが、従来の体制では対応が困難な問題が生じる可能性があります。

★�ボランティアに関する相談窓口や情報提供の充実・周知に努め、ボランティア活動の活性化を図る必要が

あります。

★�介護事業所の主体的な人材の確保・育成の取組を支援し、介護を支える人材の確保を図る必要があります。

★�潜在保育士の就労への不安感を軽減し、保育所への円滑な就職を推進することにより、市内保育所等の保

育士の確保を図る必要があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度
説　明

年度等 数値

手話奉仕員養成講座の
受講修了者数

令和
元年度

6人 10人
手話奉仕員養成講座の受講修了
者数

介護支援

ボランティアポイント制度＊

登録者数

令和
元年度

178人 209人 制度登録者の実人数

１　健康福祉 ２ 多様な福祉の充実
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健
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（１）地域福祉活動を推進する人材の育成

　高齢、障害、子ども等福祉の各分野における人材養成事業等の充実を図り、誰もが住み慣れた地域で安

心して暮らし続けられるように、地域福祉活動を推進する人材の育成に努めます。

関連計画
計画名 計画期間

下松市地域福祉計画（第４次ふくしプランくだまつ） 　令和３年度～令和７年度

下松市老人福祉計画・介護保険事業計画
（第７次くだまつ高齢者プラン）

　令和３年度～令和５年度

第４次下松市障害者計画 　令和３年度～令和５年度

第６期下松市障害福祉計画・第２期下松市障害児福祉計画 　令和３年度～令和５年度

下松市第２期子ども・子育て支援事業計画
（くだまつ星の子プラン）

　令和２年度～令和６年度

第２次下松市健康増進計画（健康くだまつ21） 平成29年度～令和３年度

下松市自殺対策計画 　令和２年度～令和６年度

下松市再犯防止推進計画 　令和２年度～令和６年度

（２）ボランティア活動への参加促進

　ボランティア活動が地域福祉の充実につながるため、ボランティア活動に取り組みやすい環境の整備や

活動の支援を通じ、ボランティア活動の活性化を図ります。

（３）地域福祉に取り組む組織や団体の活動支援

　地域生活課題が複雑化・複合化し、従来の体制では対応が困難となる中、組織や団体の特性を活かした

柔軟な活動を支援し、地域福祉活動の活性化を図ります。

（４）福祉に携わる人材の確保

　福祉サービスを必要とする人が質の高いサービスが受けられるよう、福祉に携わる人材の確保、資質の

向上、定着支援に関する施策の充実を図ります。

主 

な 

事 

業

・民生委員・児童委員の活動支援（再掲）

・手話奉仕員養成事業

・点訳・音訳奉仕員養成事業

・介護支援ボランティアポイント制度＊の充実

・社会福祉協議会との協働

・介護人材確保事業の推進

・保育士トライアル雇用奨励費補助事業の推進

施 策 の 展 開
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３  包括的な相談・支援体制の構築

基 本 方 針

　地域共生社会の実現に向け、高齢、障害、子ども、生活困窮等の各分野を超え包括的に相談できる体制の

構築を図るとともに、必要とするサービスや支援の確実な提供に努め、関係機関が連携し、困難を抱えてい

る人を地域全体で支える体制の構築を図ります。

現況・課題

★�地域生活課題は複雑化・複合化が進み、個別分野の相談業務だけでは課題解決が難しくなっており、包括

的な相談・支援体制を構築し、サービスや支援を必要としている人に対し確実にサービスや支援を提供で

きるよう、関係機関が連携して取り組む必要があります。

★�いわゆる団塊の世代が75歳以上となる2025年、団塊ジュニア世代が65歳以上となる2040年を見

据え、医療・介護・予防・住まい・生活支援を一体的・包括的に提供する「地域包括ケアシステム＊」の深化・

推進に努めています。

★�下松公共職業安定所や障害者就業・生活支援センター等の関係機関と連携し、障害等の要因から就労が困

難な人に対して就労の支援、雇用の拡大に努めています。

★�特別な事情を有するため民間賃貸住宅に入居が制限される等、住宅を確保することが難しい住宅確保要配

慮者に対する居住支援について、山口県居住支援協議会で会議等を進めています。

★�高齢者や障害者等の地域生活の支援、権利擁護の推進、社会的自立の促進等福祉施策を総合的に推進する

とともに、福祉サービス等が計画的に提供されるよう努めています。

★�障害者の地域における自立生活を支援するため、関係機関とのネットワーク構築を推進する中核機関とし

て、下松市地域自立支援協議会を設置しています。また、令和元年度にさらなる機能の充実を図るため、

専門部会に「医療的ケア児等支援部会」を設置しました。

★�生活困窮者自立支援事業を推進し周知するとともに、関係機関と連携し、相談への対応、就労支援・情報

提供等に努めています。

★�家庭裁判所の手続きにより成年後見人等を選任し、判断能力が不十分な人を法的に保護し判断能力を補う

「成年後見制度」を周知する必要があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度
説　明

年度等 数値

医療的ケア児支援コーディ
ネーターの配置者数

令和
元年度

3人 8人
医療的ケア児支援コーディネー
ターの配置人数

認知症サポーター＊数
令和
元年度

5,370人 7,000人
認知症サポーター＊養成講座修

了者数の累計

高齢者等見守り活動に関する

協定締結事業者数

令和
元年度

38
事業所

55
事業所

協定締結事業者数

１　健康福祉 ２ 多様な福祉の充実
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１ 

健
康
福
祉

（１）地域生活課題に対応する相談・支援体制づくり

　既存の相談・支援体制の充実、関係機関との連携強化を図るとともに、誰もが気軽に生活上の不安や地
域生活課題等を包括的に相談できる体制の構築を図り、サービスや支援を必要としている人に対し確実に
サービスの提供や支援を行えるよう、関係機関と連携し、取組を進めます。

関連計画
計画名 計画期間

下松市地域福祉計画（第４次ふくしプランくだまつ） 　令和３年度～令和７年度

下松市老人福祉計画・介護保険事業計画
（第７次くだまつ高齢者プラン）

　令和３年度～令和５年度

第４次下松市障害者計画 　令和３年度～令和５年度

第６期下松市障害福祉計画・第２期下松市障害児福祉計画 　令和３年度～令和５年度

第２次下松市健康増進計画（健康くだまつ21） 平成29年度～令和３年度

下松市成年後見制度利用促進計画 　令和３年度～令和７年度

下松市自殺対策計画 　令和２年度～令和６年度

下松市再犯防止推進計画 　令和２年度～令和６年度

主 

な 

事 

業

・包括的な相談・支援体制の構築
・生活困窮者自立支援事業の推進
・生活保護制度の適切な運営
・成年後見制度の利用の促進
・自殺対策に関する施策の推進
・再犯防止に関する施策の推進
・認知症に対する理解促進
・認知症の早期発見・対応の推進
・認知症の人やその家族等への支援の充実

・在宅医療・介護連携の推進（再掲）
・終活安心支援事業の推進
・医療的ケア児支援コーディネーターの配置
・介護保険事業計画に基づく施設整備等の推進
・自立支援、重度化防止と給付適正化への取組
・障害者相談支援事業

（２）見守り活動の充実

　地域で起こる様々な問題について、早期に発見し対応できるよう見守り活動の充実を図ります。

（３）認知症施策の総合的な推進

　認知症の人やその家族が安心して暮らし続けられるよう、認知症に関する知識の普及、認知症の早期発
見・早期診断、認知症の人とその家族に対する支援等、認知症に関する施策の総合的な推進を図ります。

（４）医療機関等と連携した事業の充実

　在宅で生活しながら医療的ケアや介護を必要とする高齢者や障害児・者に対して効果的な支援ができる
よう、医療と福祉の連携体制を整備します。

（５）介護保険制度の運営充実

　「下松市介護保険事業計画」における施設の整備状況や国の介護保険制度の改正状況等を踏まえ、適正
な介護保険財政の運営と必要な施設整備等に努めます。

（６）障害福祉サービス等の充実・確保

　「下松市障害福祉計画」及び「下松市障害児福祉計画」における成果目標やサービス見込量に基づき、
障害のある人への支援提供体制の充実・確保に努めます。

施 策 の 展 開
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４  自分らしく生き生きと暮らせる体制づくり

基 本 方 針

　自身の力を発揮し活躍できる機会の提供等に努めるとともに、市民一人一人の自発的な介護予防に対する

取組への支援、生活ニーズに応じたサービスの提供等に努め、誰もが生きがいを持ち自分らしい生活が続け

られる取組の推進を図ります。

現況・課題

★�高齢者や障害者が充実した日常生活を営むことができるよう、社会参加の促進を図るとともに生きがいづ

くりを推進することが重要です。

★�障害者が社会を構成する一員として、社会、経済、文化その他あらゆる活動に参加する機会を確保するこ

とが必要です。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度
説　明

年度等 数値

「通いの場」の数
令和
元年度

74箇所 91箇所
月１回以上体操や趣味活動等を
行い、介護予防に資する「通い
の場」の数

介護予防・生活支援サービス

利用者数（訪問型サービス）

令和
元年度

2,001人 2,060人
予防給付型、生活維持型実績値

の合計（延べ人数）

介護予防・生活支援サービス

利用者数（通所型サービス）

令和
元年度

4,986人 5,135人
予防給付型、生活維持型実績値

の合計（延べ人数）

１　健康福祉 ２ 多様な福祉の充実
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１ 

健
康
福
祉

（１）介護予防の推進・充実

　住民が自発的かつ継続的に介護予防に取り組めるよう、通いの場や介護予防教室の充実を図ります。

関連計画
計画名 計画期間

下松市地域福祉計画（第４次ふくしプランくだまつ） 　令和３年度～令和７年度

下松市老人福祉計画・介護保険事業計画
（第７次くだまつ高齢者プラン）

　令和３年度～令和５年度

第４次下松市障害者計画 　令和３年度～令和５年度

第６期下松市障害福祉計画・第２期下松市障害児福祉計画 　令和３年度～令和５年度

第２次下松市健康増進計画（健康くだまつ21） 平成29年度～令和３年度

主 

な 

事 

業

・一般介護予防事業の推進・充実

・通いの場の設置・運営支援

・敬老事業

・医療的ケア児等の支援体制の整備

・介護予防・生活支援サービス事業の推進

・地域生活支援事業

・保健事業と介護予防の一体的な実施

（２）社会参加の促進と生きがいづくり

　レクリエーション教室やスポーツ大会等を開催するとともに、外出や移動の支援をすることにより、高

齢者や障害者が社会活動を行うための環境の整備や必要な支援の提供を図り、自分らしく活動し、自身の

力を発揮・活躍できる環境の整備に努めます。

（３）生活のニーズに応じたサービスの提供

　一人一人の生活状況に応じたきめ細やかなサービスを提供するため、事業等の充実を図り、地域で必要

なサービスが受けられる環境を整えます。

施 策 の 展 開
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５  災害に備えた避難支援体制づくり

基 本 方 針

　平時から避難行動要支援者や福祉避難所＊に関する取組を進め、災害時の避難行動に支援が必要な人の早

期避難や福祉避難所＊の速やかな開設・運営につなげます。

現況・課題

★�避難する時に支援を必要とする人（避難行動要支援者）を市が直接・個別に支援することが難しいため、

民生委員・児童委員や自主防災組織など、地域で活動される人々が避難を支援する取組の充実を図ること

が必要です。

★�避難行動要支援者の早期避難につなげるため、避難を支援する団体等と避難行動要支援者の情報共有に努

めています。避難を支援する団体等に避難の支援を強いることができない状況の中、避難行動要支援者が

早期に避難行動を起こすことができる仕組みを構築することが必要です。

★�定期的に避難行動要支援者名簿を更新しています。更新に合わせ、できるだけ多くの避難行動要支援者が

避難行動要支援者避難支援プラン（個別計画）を提出することが重要です。

★�福祉避難所＊の運営に必要な防災備蓄品や感染症対策用物品等の充実を図るとともに、円滑に福祉避難所＊

を開設・運営するため、感染症対策も考慮した訓練等を定期的に行うことが重要です。

★�福祉避難所＊の受入人数に限界があるため、優先的に福祉避難所＊で避難生活を送る必要がある人を判定す

る仕組みを構築することが必要です。

★�福祉避難所＊の対象となる人は、高齢者、障害者、妊産婦、乳

幼児等、避難所での生活において何らかの特別な配慮を必要と

する人で、その家族まで含まれます。一般の避難所における福

祉避難スペースの確保や、対象者に応じた福祉避難所＊の整備

を図る必要があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度
説　明

年度等 数値

避難行動要支援者避難支援プ
ラン (個別計画 )作成件数

令和
元年度

391件 500件
災害時等に避難する際に支援が
必要な人に関する個別計画作成
件数

１　健康福祉 ２ 多様な福祉の充実

防災ラジオ
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１ 

健
康
福
祉

（１）要配慮者避難支援体制づくり

　避難行動要支援者避難支援プラン（個別計画）に基づき、避難を支援する団体等と避難行動要支援者の

情報共有に努め、災害等で避難する時に手助けを必要とする人の早期避難を図ります。

関連計画
計画名 計画期間

下松市地域防災計画 　令和３年度～

下松市災害備蓄計画 平成27年度～令和７年度

下松市地域福祉計画（第４次ふくしプランくだまつ） 　令和３年度～令和７年度

下松市老人福祉計画・介護保険事業計画
（第７次くだまつ高齢者プラン）

　令和３年度～令和５年度

第４次下松市障害者計画 　令和３年度～令和５年度

第６期下松市障害福祉計画・第２期下松市障害児福祉計画 　令和３年度～令和５年度

主 

な 

事 

業

・避難行動要支援者避難支援プラン（個別計画）作成・更新 

・災害避難時着用ベストの周知

・防災ラジオ＊の無償貸与

・協定締結法人との福祉避難所＊開設訓練等の実施

・災害時福祉タクシー利用助成

（２）福祉避難所＊開設・運営に関する取組の推進

　一般の避難所で生活することが難しいと判断される人が利用する福祉避難所＊を円滑に開設・運営する

ための取組を進めるとともに、「災害発生時における福祉避難所＊の設置運営に関する協定」締結法人と連

携し訓練等を実施します。

（３）防災ラジオ＊を活用した早期避難の推進

　避難行動要支援者避難支援プラン（個別計画）を提出した人やその家族等、要支援者の避難を支援する

団体等に防災ラジオ＊を無償貸与し、避難行動要支援者の早期避難を図ります。

施 策 の 展 開
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１  妊娠・出産の支援の充実

基 本 方 針

　安心して子どもを生み育てられる社会の環境をつくるため、妊娠、出産、産後における切れ目ない支援を

充実させていきます。

現況・課題

★�将来の社会を担う新たな世代を生み育てる上でも、安心して妊娠・出産できる地域環境を整えることが重

要です。

★�妊娠・出産、子育て期における母子保健対策の充実、関係機関等との連携体制の強化により、切れ目ない

支援体制を構築する必要があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度
説　明

年度等 数値

不妊治療費の助成件数
令和
元年度

257件 265件

１　健康福祉 ３ 子育て環境の充実

両親学級 ハピスタくだまつ
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１ 

健
康
福
祉

（１）不妊症・不育症への支援

　子どもを授かることを希望する夫婦に対して、不妊・不育症治療費の一部を助成することで経済的負担

の軽減を図り、子どもを生み育てやすい環境づくりの充実を図ります。

関連計画
計画名 計画期間

下松市第２期子ども・子育て支援事業計画
（くだまつ星の子プラン）

　令和２年度～令和６年度

主 

な 

事 

業

・不妊治療費助成事業

・不育症治療費助成事業 

・母子保健事業

・子育て世代包括支援センター＊事業 

（２）妊娠期・出産後の支援

　妊娠期を健やかに送り、安心して出産を迎え、自信を持って子育てができるよう、妊娠期の母子保健対

策の充実を図ります。また、心身ともに不安定になりやすい出産後の母子に対して心身のケアや育児のサ

ポートを行うことにより、産後も安心して子育てができる支援体制の充実を図ります。

（３）母子保健の充実

　関係機関との連携を図りながら、保護者の育児不安の軽減、子どもの健やかな成長発達を支援するため、

乳幼児に対する健康診査や育児相談等の母子保健事業の一層の充実を図ります。

・妊娠出産包括支援事業

・産婦健康診査事業

施 策 の 展 開
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２  子育て支援の充実

基 本 方 針

　次世代を担う子どもが、心身ともに健やかに育つことができるよう、親や家族の相談に応え、適切な情報

提供や学習機会の提供を行うとともに、子育てにかかる経済的負担の軽減支援の充実、児童虐待防止への取

組を進めていきます。また、地域が一体となって、子育てに不安や悩みを抱える家庭を支援していきます。

現況・課題

★�「下松市子ども・子育て支援事業計画（くだまつ星の子プラン）」を令和２年に見直し、次世代育成に向

けた総合的な取組を進めています。乳幼児・子ども医療費助成制度を拡充しているほか、ママパパアプリ＊

等による情報提供などを行っており、それらの活用や充実が求められます。

★�子育て支援センター＊や子育て世代包括支援センター＊では、子育てに関する相談、指導、情報提供や交流

促進などに取り組んでおり、令和２年４月に開設した「子ども家庭総合支援拠点＊」では、様々な相談に応じ、

必要な支援を行っています。一方で、保育園の待機児童解消のための対策強化が求められます。

★�いじめや不登校、児童虐待などの諸問題に対して、子ども家庭総合支援拠点＊を中心に、子育て世代包括

支援センター＊や各関係機関が緊密に連携するとともに、地域のネットワークと協働し、問題の未然防止

や早期発見の取組に努めます。

★�子ども医療費助成制度の拡充をはじめ、各種の手当・助成等により、子育て家庭の経済的負担の軽減を図っ

ていますが、今後もそれらの継続と充実が求められます。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度
説　明

年度等 数値

子ども医療費助成制度の拡充
令和２年
８月

小学校卒業
まで

(中学生は
入院のみ )

中学校
卒業まで

対象範囲の拡充

１　健康福祉 ３ 子育て環境の充実
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１ 

健
康
福
祉

（１）相談や情報提供体制の充実

　子育て支援に加え、妊娠・出産などの母子保健相談にも対応できるよう子育て支援センター＊と子育て

世代包括支援センター＊との連携を強化するとともに、子どもとその家庭等からの相談に応じるため、子

ども家庭総合支援拠点＊の機能強化に努めます。

関連計画
計画名 計画期間

下松市第２期子ども・子育て支援事業計画
（くだまつ星の子プラン）

　令和２年度～令和６年度

主 

な 

事 

業

・子育て支援センター＊事業

・子育て世代包括支援センター＊事業

・子ども家庭総合支援拠点＊

・利用者支援事業

・家庭児童相談の実施

・ママパパアプリ＊

・就学時健康診断時における子育て講座

・要保護児童対策の実施

・こんにちは赤ちゃん事業

・養育支援訪問事業

・子育て短期支援事業

・同時入所第２子以降保育料無料化事業

・乳幼児・子ども医療費助成制度

・児童手当の支給

・ファミリーサポートセンター＊事業

（２）子育て学習機会の充実

　子どもの年齢や多様なニーズに対応した、気軽に参加できる子育て講座等を開催し、家庭における子育

て意識の高揚、学習機会の充実に努めます。

（３）児童虐待防止への取組

　子ども家庭総合支援拠点＊を中心に、子育て世代包括支援センター＊や各関係機関が緊密に連携すると

ともに、地域のネットワークと協働し、児童虐待防止に取り組みます。

（４）経済的支援の充実

　保育園等の同時入所第２子以降保育料無料化事業や子ども医療費助成制度の拡充、児童手当などによる

子育て家庭の経済的支援に努めます。

（５）子育てに関する助け合いの推進

　仕事と子育てを両立して安心して働くことができる子育て環境の整備を図るとともに、子育てや母子保

健等に関する相談体制の充実に努めます。

施 策 の 展 開
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３  保育・幼児教育の充実

基 本 方 針

　増加の一途をたどる保育ニーズに加え、幼児教育・保育の無償化に伴う新たな保育ニーズに対応するため、

幼稚園の認定こども園＊への移行支援や小規模保育施設等の新設などにより、受入れ体制の整備を図るとと

もに、多様な保育ニーズに対応するため、延長保育や一時預かり等の特別保育事業の充実に努めていきます。

現況・課題

★�周産期から乳幼児、児童、青少年までの子育て環境づくりとして、保育園、幼稚園、認定こども園＊、児

童の家（学童保育）、子育て支援センター＊など、多様な基盤の充実に努めています。令和２年度からは、

さらなる質の向上と運営の安定化を図るため、すべての児童の家の民間委託を実施しています。

★�保育園は順次民営化を進めており、子育て環境と財政の両面での効果を生んでいます。なお、潮音保育園

の民営化計画は、待機児童対策及び将来の乳幼児人口動向との調整が必要なため延期しています。

★�多様な保育ニーズに対応するため、特別保育事業（乳児保育、延長保育、一時預かり、障害児保育等）を

実施しているほか、病児・病後児保育事業＊やファミリーサポートセンター＊事業等の推進に努めています。

★�保育需要の増加に伴い、受入れ体制の整備を図る必要があるため、小規模保育施設等の新設や幼稚園の認

定こども園＊への移行推進を行っていく必要があります。

★�令和元年10月より「幼児教育・保育の無償化」が始まりましたが、生涯にわたる人格形成や義務教育の

基礎を培う幼児教育の促進のための支援を続けています。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度
説　明

年度等 数値

待機児童数
令和２年
３月

58人 0人

幼稚園の認定こども園＊への

移行

令和２年
３月

1園 3園

１　健康福祉 ３ 子育て環境の充実
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１ 

健
康
福
祉

（１）保育サービスの充実

　増加する保育ニーズに対応するため、幼稚園の認定こども園＊への移行推進や小規模保育事業等の充実

を図り、待機児童の解消に努めます。

関連計画
計画名 計画期間

下松市第２期子ども・子育て支援事業計画
（くだまつ星の子プラン）

　令和２年度～令和６年度

主 

な 

事 

業

・幼稚園の認定こども園＊への移行

・小規模保育施設等の新設 

・ファミリーサポートセンター＊事業

・放課後児童健全育成事業（児童の家）

・子育て短期支援事業

・病児・病後児保育事業＊

・施設型給付事業

・一時預かり事業

・子育てのための施設等利用給付補助

（２）公立保育園の運営

　保育園運営の効率化と民間の活力・保育力を最大限に活用するため、公立保育園の民営化を進めてきま

したが、今後は、将来の保育ニーズに対応した民営化計画を検討します。

（３）多様な次世代育成支援の充実

　共働き家庭の増加や就労時間・勤務形態の多様化に伴い、子育てや家庭生活・地域生活が両立できる環

境整備を図るため、ファミリーサポートセンター＊や児童の家（学童保育）などの充実に努めます。

（４）私立幼稚園の運営支援

　施設型給付事業等による幼稚園運営の支援により、健全な運営と適正な幼児教育の維持を図るとともに、

認定こども園＊への移行を推進します。

あおば保育園

施 策 の 展 開
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４  ひとり親家庭福祉の充実

基 本 方 針

　ひとり親家庭に対しては、適切な情報提供や相談対応等を行いながらその実態を正しく把握し、適切な経

済的支援や自立に向けた就労の促進等に努めます。

現況・課題

★�母子・父子のひとり親家庭の数は横ばい傾向ですが、社会的・経済的に安定した生活を営むことができる

よう支援に取り組む必要があります。

★�ひとり親家庭が子育てをしながら自立・安心して生活できるよう、母子・父子自立支援員を中心に、子育て、

就職、各種制度の利用等生活全般にわたる相談や、支援に関する情報提供を行っていますが、継続的に進

める必要があります。

★�ひとり親世帯の経済的自立に向けた支援として、就労支援や手当・貸付等による経済的支援を進める必要

があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度
説　明

年度等 数値

高等職業訓練促進給付金＊

等支給対象者数
令和
元年度

３人 ５人

１　健康福祉 ３ 子育て環境の充実
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１ 

健
康
福
祉

（１）支援ニーズ等把握の充実

　母子・父子自立支援員による相談業務を行い、山口県母子・父子福祉センターと連携し、相談体制の充

実に努めます。

関連計画
計画名 計画期間

下松市第２期子ども・子育て支援事業計画
（くだまつ星の子プラン）

　令和２年度～令和６年度

主 

な 

事 

業

・母子・父子自立支援相談の実施

・家庭児童相談の実施

・子ども家庭総合支援拠点＊

・児童扶養手当の支給

・母子・父子寡婦福祉資金貸付金

・母子家庭等援護資金

・ひとり親家庭医療費助成制度

・ファミリーサポートセンター＊の利用料助成 

・高等職業訓練促進給付金＊事業

・自立支援教育訓練給付金＊事業

（２）経済的支援の確保

　経済的自立支援のため、児童扶養手当や母子・父子寡婦福祉資金等の利用促進を図り、経済的支援に努

めます。

（３）就労による自立支援の充実

　ハローワークや山口県母子・父子福祉センターと連携した就業相談や就業に有利な資格取得を促進し、

自立支援に努めます。

施 策 の 展 開
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２ 

生
活
環
境

［ 政　策 ］ ［ 基本施策 ］

１ 生活の安全性確保

１ 防災・減災対策の強化

２ 消防・救急体制の充実

３ 防犯・交通安全対策

４ 市民相談・消費者相談の充実

２ 衛生的な環境づくり
１ 廃棄物の適正処理とリサイクル

２ 墓地・斎場の整備・管理

３ 地域の環境保全
１ 環境負荷の低減

２ 環境美化の推進

２  生活環境
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２　生活環境 １ 生活の安全性確保

１  防災・減災対策の強化

基 本 方 針

　頻発する自然災害等に対して、従来の地域防災の視点に国土強靱化の視点も加え、インフラ施設等の防災

対策といったハード面や、避難場所の確保、災害情報伝達、市民一人一人の防災意識の向上による地域防災

力の強化などのソフト面を総合的に捉えた防災・減災対策を推進します。

現況・課題

★�災害対応の指針である「下松市地域防災計画」を令和３年３月に改訂し、併せて初動から応急対応に至る

マニュアルを整備するなど、危機管理体制の強化を図っています。平成30年７月豪雨災害では、情報収

集や発信の重要性が認識され、ハード、ソフト両面にわたる対策の推進が求められます。

★�自主防災組織の結成促進や活動に対する支援を行っていますが、令和２年３月末時点で、認定自主防災組

織数は31組織となっています。今後は、自主防災組織や自治会など住民を主体とした避難所運営体制の

構築、率先避難体制づくりを推進していく必要があります。

★�各地域の指定避難所及び指定緊急避難場所＊の周知や避難経路の確認、屋外が危険な場合の垂直避難＊など、

状況に応じた適切な避難ができるよう、さらなる周知・啓発が必要です。また、避難所等の整備充実を図

るという観点から、指定避難所及び指定緊急避難場所＊の新規指定や協定等による民間施設等を活用した

避難場所の確保の検討が必要です。

★�避難所として利用される施設のバリアフリー＊化を進め、高齢者、障害者、車いすを利用する人等が移動・

利用しやすい環境を整える必要があります。

★�災害時には、防災行政無線（平成29年４月運用開始）、ホームページ、防災メール、防災ラジオ＊、ＳＮＳ＊、

広報車など、様々な情報伝達手段を活用し、防災情報を発信していますが、市民に対して防災情報を確実

に届けるためには、さらなる情報伝達手段の多重化や周知・啓発をしていく必要があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度
説　明

年度等 数値

認定自主防災組織数
令和
元年度

31組織 50組織

くだまつ防災メール登録者数
令和
元年度

4,560人 7,500人
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２ 

生
活
環
境

主 

な 

事 

業

（１）国土強靱化計画＊の推進

　「下松市国土強靱化地域計画」に基づき、大規模災害時においても、市民の生命と財産を守り、強さと

しなやかさを備えたまちづくりを推進します。

・防災訓練の実施　　　　　　

・自主防災組織補助金交付事業

・防災用備蓄品整備事業

・コミュニティＦＭ、ケーブルテレビを活用した情報発信

関連計画

計画名 計画期間

下松市国土強靱化地域計画 　令和３年度～令和７年度

下松市地域防災計画 　令和３年度～

下松市災害備蓄計画 平成27年度～令和７年度

・くだまつ防災メールへの登録促進

（２）地域防災計画の推進

　国、県など上位計画の改定にあわせて、「下松市地域防災計画」や各種マニュアルの見直しを適切に行

いつつ、各地区で防災訓練を開催することにより、市民の防災意識の向上を図ります。

（３）防災環境の充実

　自主防災組織の結成及び活動を支援するとともに、「下松市災害備蓄計画」により非常食や感染症対策

物品等を計画的に整備し、適切な管理に努めます。

（４）避難所等の整備充実

　指定避難所及び指定緊急避難場所＊の新規指定や民間施設等を活用した避難場所の確保など、避難所等

の整備充実を図ります。また、避難所として利用される施設について、誰もが利用しやすいよう、バリア

フリー＊化を進めるとともに、感染症防止対策等に万全を期した避難所運営に努めます。

（５）災害情報伝達の充実

　災害時において防災行政無線を確実に運用できる管理体制を構築するとともに、防災情報伝達手段の多

重化を推進していきます。

（６）ハザードマップ＊の有効活用

　各種ハザードマップ＊の周知・啓発を行い、危険箇所、避難経路を市民が確認することにより、災害時

の迅速な避難行動につなげます。

施 策 の 展 開
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２　生活環境 １ 生活の安全性確保

２  消防・救急体制の充実

基 本 方 針

　火災や救急に加え、大規模な自然災害から市民の安全や安心を守るため、常備・非常備消防の活動体制、

教育訓練の強化を図り、市民とともに万全な備えを維持し向上に努めます。

現況・課題

★�大規模化する自然災害等都市環境の変化に対応するため、今後も車両等の消防資機材の計画的更新を進め

る必要があります。

★�救急出動件数は、高齢化の進展等により今後増加することが予測されるため、引き続き救急救命士＊の計

画的な養成、救急車の適正利用を推進する必要があります。

★�広域的な応援体制として、山口県内広域消防相互応援協定、県を超えての緊急援助隊要綱による相互の体

制を強化する必要があります。

★�消防団は、災害活動や効果的な訓練、定期的な防災教育、啓発活動を実施する等消防体制の充実に努めて

いるところですが、大規模災害に備えた資機材の整備、過疎化が進む地域における消防団員の確保に努め

る必要があります。

★�大規模施設等に対しては、各事業所の自主防火・保安体制の強化がなされるよう、毎年計画を見直し、マ

ニュアル整備などを行うほか、立入検査を実施しています。また、今後増加する空き家の火災対策の検討

も必要となります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度
説　明

年度等 数値

消火栓等の充足率
令和
元年度

94.0%� 100% 国が定める充足率

住宅用火災警報器＊設置率
令和
元年度

80.6% 90.0% 毎年調査する設置率

消防団装備品の充実
令和
元年度

36.7% 70.0% 国が定める装備品の充実
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（１）消防本部体制の充実

　大規模な自然災害等に対し、人員、資機材の整備に努め消防体制の充実強化を図ります。

・消防水利の確保

・人員・資機材の充実

・水難救助体制の強化

・緊急消防援助隊設備整備費補助金事業

・周辺消防との協力体制の強化

・消防団員確保の推進

・消防団設備整備費補助金事業

・住宅用火災警報器＊の設置及び維持管理の促進

・火災予防査察の強化

・危険物管理指導

・救急救命士＊等の人材育成

・緊急通報システムの普及・啓発

（２）広域消防体制の充実

　大規模災害に対する効率的な対応を目指し、協定に基づく応援、受援の関係強化、資機材の充実等を図

り、市町の枠を超えた体制の研究、協議に努めます。

（３）消防団の確保充実

　地域に密着した消防団組織の充実及び人材の確保と教育、装備品の充実、地域防災力の強化に努めます。

（４）防火環境の充実

　住宅用火災警報器＊の設置率、条例適合率の向上に継続的に取り組むとともに、火災予防査察や危険物

管理指導等の計画的な実施を図ります。

（５）救急体制の高度化

　救急救命士＊を中心とした人材育成、教育を充実させ、企業や市民を対象とした普通救命講習等を計画

的に実施し、救急体制の強化に努めます。

（６）緊急通報システムの有効活用

　会話に不自由な聴覚・言語機能障害を持つ方が利用できる緊急通報システムを導入し、積極的な利用促

進に努めます。

消防庁舎

施 策 の 展 開
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２　生活環境 １ 生活の安全性確保

３  防犯・交通安全対策

基 本 方 針

　地域・市民の意識と行動を土台に、行政との協働により、ハード・ソフト両面にわたる防犯対策、交通安
全対策を継続的に推進し、地域環境や市民生活の安全安心の確保を図ります。

現況・課題

★�安全安心のまちづくりにおいて、犯罪や交通災害などから市民を守る環境づくりは、重要な課題の一つです。
★�平成17年４月施行の「下松市安全安心まちづくり条例」のもとで、行政・市民・事業者が協働して「安
全で安心して暮らせるまちくだまつ」の実現に取り組んでいます。
★�市民による自主的なパトロールに加え、「ながらパトロール＊」の手法による防犯活動も展開されており、
安全なまちづくりに役立っています。
★�山口県周南地区暴力追放運動協議会下松支部を中心に関係機関・団体と連携し、暴力団・暴力追放広報等
の啓発活動を推進することで、明るく平和な地域社会の構築を目指しています。
★�夜間の犯罪防止や通行の安全確保のために進めていた自治会管理防犯灯のＬＥＤ化は令和元年度で完了し
ており、その適正な維持管理の支援等が必要です。また、犯罪の発生抑止に貢献している防犯カメラの適
正な維持管理が必要です。
★�「下松市交通安全計画」を定期的に更新しつつ、施設整備等のハード面、交通安全運動や交通安全教育等
のソフト面の双方から対策を進めています。市内の人身事故発生件数は減少傾向となり、高齢者の運転免
許の自主的返納は増加しています。
★�関係団体活動等による交通安全の取組が見られ、その継続や交通災害共済などの支援の仕組みを確保して
いく必要があります。また、関係機関との連携により「通学路安全プログラム＊」や「ゾーン30＊」の指
定等の対策も実施しています。
★�犯罪被害者等基本法により、被害者の権利保護等が求められており、これらの支援を行うため、相談業務
のレベルアップを図る必要があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度
説　明

年度等 数値

犯罪発生件数
令和元年
12月末

213件 170件 刑法犯の発生件数

通学路の危険箇所対策数
令和
元年度

34箇所 52箇所
通学路安全プログラム＊で危険
とされた箇所のうち、ハード対
策を実施する箇所数

人身事故発生件数
令和元年
12月末

138件 95件 人身交通事故の発生件数

防犯ボランティア登録者数
令和
元年度

1,048人 1,200人
防犯ボランティアに登録してい
る市民の数
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（１）組織的な防犯活動の展開

　「下松市安全安心まちづくり条例」を踏まえ、市民、地域、事業所による防犯パトロール活動を展開します。
また防犯カメラの適正な維持管理を進めます。

・安全安心まちづくり推進大会
・安全安心まちづくり活動交付金
・啓発物品作成、配布
・防犯灯設置助成事業
・防犯灯維持管理費助成事業
・交通安全施設点検

関連計画

計画名 計画期間

第11次下松市交通安全計画 　令和３年度～令和７年度

下松市通学路安全プログラム＊ 平成27年度～

・交通安全施設整備事業
・街路灯省電力化事業
・通学路安全プログラム＊

・交通安全運動期間の啓発活動
・交通災害共済事業
・犯罪被害者支援事業

（２）暴力の追放

　暴力のない平和な社会づくりのため、山口県周南地区暴力追放運動協議会や山口県暴力追放運動推進セ
ンターの活動を促進します。

（３）防犯灯の整備促進

　自治会の要望に基づく防犯灯の設置や自治会による適正な維持管理を支援していきます。

（４）交通安全施設の整備推進

　歩道、街路灯、カーブミラー等の交通安全施設について、道路パトロールや老朽化点検に基づく計画的
な整備を進めるとともに、街路灯の省電力（ＬＥＤ）化、施設の長寿命化＊に取り組みます。

（５）交通危険箇所の点検・整備

　交通危険箇所の把握、地域の実情に即した交通安全対策について、国・県をはじめ公安委員会、学校、
地元関係者等と随時協議し、充実を図ります。

（６）交通安全意識の高揚

　関係機関と連携し、継続的に啓発活動を行い、交通安全意識高揚を図ります。特に高齢者への交通安全
啓発に努め、交通事故の減少を目指します。

（７）交通事故被害者の救済

　下松市交通災害共済の周知啓発を進め、制度の維持に努めます。

（８）犯罪被害者の支援

　関係機関と連携し、犯罪被害者への支援を行います。

施 策 の 展 開
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２　生活環境 １ 生活の安全性確保

４  市民相談・消費者相談の充実

基 本 方 針

　市民の生活上の様々な相談や消費者としての疑問等に対応するため、情報提供や相談窓口機能の適切な運

用に努め、変化・多様化する問題への対応力を高めていきます。

現況・課題

★�下松市消費生活センターを市庁舎内に設置し、消費者からの相談に適切に対応するとともに、国や県との

連携を図りながら、相談体制の強化に務めています。

★�地域に根ざした啓発や学習機会の提供、情報収集等を活発化させるため、今後も消費者団体の育成、活動

支援が必要です。

★�情報化の進展やインターネットの普及などに伴い、多様化、複雑化する消費者問題や詐欺被害等について、

正しい消費者知識と教育の普及が求められています。

★�庁内の連携を図り、適切な対応に努め、専門的な分野については、法律相談や専門機関を紹介し、問題解

決を図ります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度
説　明

年度等 数値

消費者教育・啓発の講座等へ
の参加者人数

平成29年
～令和元年
の平均

700人 1,200人
消費者教育や啓発講座・イベン
ト等への延べ参加人数
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（１）消費者教育・啓発の推進

　出前講座やイベントでの啓発・情報提供など、あらゆる世代に向けた消費者教育、啓発活動を実施する

とともに、消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）を活用し、消費者被害の未然防止やうそ電

話詐欺等の被害防止を図ります。

・消費者安全確保（見守りネットワーク）事業

・消費生活相談

・消費者団体への支援

・消費者自立支援

・くらしの相談

・無料法律相談

（２）消費生活相談の充実

　下松市消費生活センターにおける相談 ･苦情 ･あっせん体制を充実し、複雑化・多様化する消費者問題

に対応していきます。

（３）自立した消費者の育成

　消費者への必要な情報の提供や教育などの環境整備を図るとともに、消費者団体の活動を支援し、消費

者意識の高揚と自立した消費者の育成に努めます。

（４）市民相談体制の充実

　市民からの相談内容に応じた適切な説明を行い、庁内の連携を図りながら問題解決のための体制を充実

させます。専門的な分野については、法律相談や専門機関を紹介し、問題解決を図ります。

施 策 の 展 開



78

２　生活環境 ２ 衛生的な環境づくり

１  廃棄物の適正処理とリサイクル

基 本 方 針

　地域の環境、地球環境の保全に大きく関係するごみ・し尿の収集・処理について、ごみ減量化やリサイク

ル等への市民の意識を高めつつ、効果的・効率的に収集、処理を行う体制や施設等の運用管理等に万全を期

していきます。

現況・課題

★�ごみになるものを減らす（リデュース）、くり返し大切に使う（リユース）、資源として活用する（リサイクル）

という３Ｒの考え方を基本に、環境と経済が両立する持続可能な循環型社会の形成が求められています。

★�家庭ごみは12分別で収集しており、「家庭ごみ収集カレンダー」「家庭ごみ分別事典」「家庭ごみ分別ア

プリ」を活用し、市民の分別排出の啓発に取り組んでいます。

★�広報紙やホームページをはじめ、出前講座や親子リサイクル教室等で、ごみ問題の啓発に努めています。

リサイクル率の向上を目指し、特に未来を担う若い世代のごみ問題に対する関心をより一層高める取組が

必要です。

★�「下松市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」のもと、「下松市一般廃棄物（ごみ）処理実施計画」「下松市

分別収集計画」を策定しており、市民・事業者・市の適切な役割の中で、引き続き廃棄物の減量化と資源

化への取組が必要です。

★�平成 30年度から、家庭ごみの収集運搬業務は民間に委託し、効率化を図っています。高齢化が進む中、

ごみ出し困難世帯に対する支援について検討が必要です。

★�下松市・光市・周南市で構成する周南地区衛生施設組合が運営するごみ焼却施設「恋路クリーンセンター」は、

効率的で周辺環境に配慮した運営を行っていますが、長期的展望に立った施設更新等の検討が必要です。

★�下松市・光市で構成する周南東部環境施設組合が運営するリサイクルセンター「えこぱーく」「後畑不燃

物埋立処理場」は、リサイクルの推進と両施設の維持管理計画を基にした適切な管理が求められます。

★�下水道整備の進展により、し尿の収集量は減少しているものの、一部の地域では収集を必要としており、

民間委託による収集を継続しています。

★�下松市衛生センターでは平成27年度から水処理工程を廃止していますが、今後のし尿収集量の減少、浄

化槽汚泥の増加等の動向を踏まえつつ、現在の委託及び許可の体制を継続する必要があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度
説　明

年度等 数値

生活系ごみ排出量
平成
30年度

671�g/ 人
/ 日

660�g/ 人
/ 日

家庭から排出される 1日 1人
当たりのごみ排出量

リサイクル率
平成
30年度

26.7% 31.2%
一般廃棄物のうち資源化された
割合
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（１）ごみ問題への取組体制の強化

　「下松市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」に基づき、廃棄物の減量化、資源化及び適正処理のための

施策を行政、市民、事業者が一体となって展開し、ごみ排出量の減量化とリサイクル率の向上を進めます。

・クリーンアップ推進員＊の活動支援

・ごみカレンダー等の配布

・ごみ分別アプリの周知

・家庭ごみ収集運搬業務委託

・ごみ出し困難世帯の支援

関連計画

計画名 計画期間

下松市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画 　平成24年度～令和3年度

下松市一般廃棄物（ごみ）処理実施計画 　　　　毎年度

下松市分別収集計画 　　令和２年度～令和６年度

・ごみ処理施設見学会

・出前講座

・資源ごみ回収報奨金

・し尿収集業務委託

（２）ごみ収集の一層の改善

　自治会やクリーンアップ推進員＊との協力により、適正な分別排出の周知と生活環境の美化を図ります。�

また、ごみ収集業務の民間委託など効率的な収集体制の整備を進めるとともに、高齢者世帯などステー

ションまでのごみ出しが困難な世帯に対する支援方法を検討し、実施していきます。

（３）減量化・資源化の意識啓発

　市民がごみ問題を通して環境への意識、ごみの減量化や資源化への意識を高められるよう、リサイクル

の意義等の啓発のほか、ごみ処理施設見学会や自治会・小学校等での出前講座を実施し、分別精度の向上

等につなげます。

（４）ごみ焼却施設の効率的な運営管理

　恋路クリーンセンターについて、周辺環境に配慮した長期的、計画的な運営が行われるよう、周南地区

衛生施設組合の施設運営に協力します。

（５）最終処分場の整備と適正な運用

　リサイクルセンター「えこぱーく」との連携強化により、リサイクルを推進するとともに、維持管理計

画に基づいて、後畑不燃物埋立処理場の延命化と適正な管理運営が行われるよう、周南東部環境施設組合

の施設運営に協力します。

（６）し尿の収集・処理

　し尿収集量の減少に伴い、収集体制の効率化を進めるとともに、下松市衛生センターについては必要な

修繕の実施による延命化を図ります。

施 策 の 展 開
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２  墓地・斎場の整備・管理

基 本 方 針

　地域に必要な施設である墓地・斎場について、適正かつ計画的な維持管理に努め、市民のニーズに応えて

いきます。整備が決定している新斎場は、その促進とその後の適正管理に努めます。

現況・課題

★切山墓苑などの市営墓地は、現在は返還区画の貸し出しのみで対応しています。

★�市営墓地や納骨堂は、順次補修、改修を行っていますが、長期的な視点による維持管理の検討が必要とな

ります。

★�周南地区衛生施設組合は、平成 30年度に「新斎場整備基本計画」を策定し、旧下松清掃工場跡地への

建設を決定しており、令和７年度の運用開始を目指しています。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度
説　明

年度等 数値

市営墓地台帳調査率
令和
２年度

－ 100%

市営墓地全区画数のうち使用者
の確認調査を行った割合（第二
期市営墓地台帳調査　令和３年
度～）

２　生活環境 ２ 衛生的な環境づくり
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（１）市営墓地の環境整備

　市営墓地の適正な維持管理を図るとともに、墓地需要の長期的動向を見極めながら整備のあり方を検討

します。 

・返還墓地の促進

・墓地台帳の整理

・新斎場の整備促進

（２）新斎場の整備と適正管理

　周南地区衛生施設組合による新斎場の整備を促進し、適正な維持管理が行われるよう、組合と構成市で

協議を進めます。

関連計画

計画名 計画期間

新斎場整備基本計画 　令和元年度～

市営恋路墓地 新斎場完成イメージ図

施 策 の 展 開
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１  環境負荷の低減

基 本 方 針

　地球環境問題への関心を市民が幅広く深められるような啓発等の活動を推進するとともに、環境監視、環

境負荷の低減に向けた主体的行動を市民との協働体制で進めていきます。

現況・課題

★�市民、事業者、行政による下松市地球温暖化対策地域協議会が組織され、小学校への講師派遣による環境

学習などの活動を行っています。また、「下松市地球温暖化対策実行計画」により、庁内のＣＯ２排出量の

削減に取り組んでいます。

★�大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭等の監視体制を運用しているほか、市内の主要事業所と環境保全

協定を締結するなど、環境保全体制を構築しています。

★�生活排水の浄化や河川一斉清掃等、市民による組織的な実践活動が見られ、地域の環境保全に対する認識

の高まりを示しています。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度
説　明

年度等 数値

市役所の温室効果ガス＊

排出量
平成
29年度

3,491
t-CO2

3,456
t-CO2

市役所の事業活動から排出され
る温室効果ガス＊の量（ＣＯ２換
算）

２　生活環境 ３ 地域の環境保全
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２ 

生
活
環
境

主 

な 

事 

業

（１）環境監視体制の確保

　大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭についての監視を継続的に行うとともに、「下松市の環境」の刊行、

普及等を通じ、環境への意識向上を図ります。

・環境調査の実施

・「下松市の環境」の作成

・工場・事業所への適切な要請・指導

・環境保全協定の締結

関連計画

計画名 計画期間

下松市地球温暖化対策実行計画（第４期） 平成30年度～令和4年度

（２）公害発生源への対策

　工場・事業所との環境保全協定を通じ、事業活動で発生する環境負荷の低減を推進します。

（３）意識啓発と保全活動の促進

　下松市地球温暖化対策地域協議会の活動を推進するほか、広報や研修、環境学習、ごみゼロ運動等、多

様な活動により環境意識の向上を図ります。

（４）環境負荷低減方策の推進

　「下松市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」の推進による庁内の温暖化対策や、「下松市地球温暖

化対策実行計画（区域施策編）」の策定を検討し、市域の温暖化対策を推進します。

・地球温暖化対策地域協議会への参画・助成

・環境学習の推進

・ごみゼロ運動

・温暖化対策の推進

施 策 の 展 開
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２  環境美化の推進

基 本 方 針

　美しい環境を守り、創ることは地域や市民の誇りにもつながります。市民や事業者がそれぞれに身近な環

境美化の意識を持ち、行動できるような意識の向上を図り、また環境美化の行動を官民で進めていきます。

現況・課題

★�環境美化の取組は、行政だけでなく地域に根ざした市民の行動による部分が大きく、地域の景観や印象の

向上にも大きく寄与するもので、一層の推進が必要です。

★�自治会など関連する組織団体等の活動を支援しており、「下松市空き缶等のポイ捨て禁止条例」等を踏まえ、

美しいまちづくりに市民・事業所・行政がともに取り組んでいく必要があります。

★�野犬対策として、県が行う捕獲業務に協力し、減少に努めていますが、依然、市民からの出没情報等が寄

せられています。

★�産業廃棄物の不法投棄は、県、市によるパトロール等を進めてきた結果、大規模な投棄は見られなくなっ

ています。

★�緑や水辺など豊かな自然に包まれた下松市でも、自然環境の保全に向けた市民の意識啓発や荒廃抑制への

対応及び関連活動の促進等が必要です。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度
説　明

年度等 数値

不法投棄通報件数
平成
30年度

22件 15件
市民等からの不法投棄の通報件
数

狂犬病予防注射接種率
令和
元年度

85.4% 90.0%
市に登録されている飼犬の狂犬病

予防注射接種率

２　生活環境 ３ 地域の環境保全
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２ 

生
活
環
境

主 

な 

事 
業

（１）環境美化意識の啓発

　ごみのポイ捨て防止をはじめとした身近な環境美化に関する啓発を、広報紙等を通じて継続的に行って

いきます。

・ごみのポイ捨て禁止啓発

・市民参加型の環境美化活動推進

・犬の飼い方教室の開催

・狂犬病予防集合注射の実施

・野犬パトロールの実施

・廃棄物の適正処理に関する啓発

・環境パトロールの実施

・水辺の教室＊

（２）環境美化運動等の展開

　河川の一斉清掃、空き缶・瓶回収、ごみステーション周辺の環境美化など、多様な環境美化活動への市

民の参加を促進します。

（３）動物愛護と狂犬病対策等

　ペットの終生飼養・マナーの向上や狂犬病予防注射の接種率向上を推進します。また、野犬対策として、

県が行う捕獲業務に協力するとともに、むやみなえさやり行為がなくなるよう注意喚起に努めます。

（４）不法投棄対策

　廃棄物の不法投棄防止のため、市内のパトロールや広報による啓発に努めます。

（５）河川環境の保全

　豊かな河川環境を活かした環境学習、ふるさと学習等を通じ、水辺環境を守る意識の醸成を目指します。

末武川河川清掃切戸川親子水辺の教室

施 策 の 展 開
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３ 

都
市
建
設

［ 政　策 ］ ［ 基本施策 ］

１ 計画的な土地利用
１ 土地利用の誘導

２ 市街地の整備

２ 都市基盤の整備・管理

１ 道路網の整備・管理

２ 都市防災

３ 港湾機能の整備

４ 下水道の整備・管理

５ 上水道の整備・管理

３ 居住環境の整備

１ 住宅環境の整備・向上

２ 公共交通の確保と施設の充実

３ 緑地保全・都市緑化

４ 公園の整備・管理

５ 都市景観形成

３  都市建設
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３　都市建設 １ 計画的な土地利用

１  土地利用の誘導

基 本 方 針

　土地利用の基礎情報の整備や基本的方針を明確に持った上で、望ましい都市構造の実現、安全安心で良好

な市街地環境の形成や農林水産業の環境保全、地域の振興等の目的に沿った土地の有効利活用に向けた対策

を計画的に講じていきます。

現況・課題

★下松市の総面積 89.36㎢ のうち、約６割は森林で、その他が農地や市街地等となっています。

★ 都市計画区域＊や農用地区域＊、山口県による「岩徳地域森林計画」等の関連制度により定められた土地利

用方針や規制に従い、農林漁業と調和した都市の健全な発展と秩序ある整備のために、有限の土地の合理

的な利用を図る必要があります。

★ 土地利用や都市構造等の方針を示す「下松市都市計画マスタープラン」の見直しを令和２年度に行ってお

り、同プランに基づく秩序ある市街地の形成等、バランスの取れた土地利用が求められます。

★ 都市の持続的な発展につながる「コンパクト・プラス・ネットワーク」の考え方での都市機能の集約化を

目指す必要があり、法的にその方向性を示す「立地適正化計画」の策定を行うこととしています。

★ 市街化区域＊の適切な開発及び市街化調整区域＊の保全を図りながら、国立公園に指定されている笠戸島や

自然豊かな米川等の多様な地域特性を踏まえた振興策の検討が必要です。

★ 土地利用の基礎情報を明確にする地籍調査を平成 15 年度から実施し、令和元年度末で 14.98㎢を完了

しています。

★ 農地のうち約２割は耕作放棄地のため、活用に向けた対策が必要であり、ほ場整備田等の優良農地につい

ては、継続した耕作が求められます。併せて、山林の保全が求められます。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

地籍調査進捗率 令和
元年度 18.1% 24.0% 地 籍 調 査 実 施 予 定 区 域 面 積

82.55㎢に対する進捗率

市街地開発や住宅環境の整備
施策に対する満足度

令和
元年度 26.6% 30.0% まちづくり市民アンケート
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３ 

都
市
建
設

主 
な 

事 

業

（１）都市計画に基づく規制・誘導

　下松市の特性に応じた適正な土地利用を図るため、用途地域＊の見直しや「立地適正化計画」の策定等

を通じ、適切な規制誘導を進めていきます。

・開発許可申請進達

・建築許可申請進達

・立地適正化計画の策定

・都市施設＊配置の見直しの検討

・県の都市計画との整合、調整  

関連計画

計画名 計画期間

下松市都市計画マスタープラン 平成 23 年度～令和 12 年度

下松農業振興地域整備計画 平成 18 年度～

下松市森林整備計画 平成 29 年度～

下松市米川地域元気生活圏づくり推進方針 平成 30 年度～

下松市米川地区夢プラン 平成 30 年度～

・荒廃農地対策事業

・土地利用動向調査

・中山間地域づくり事業

・地籍調査事業

（２）都市計画マスタープランの推進

　令和２年度に見直しを行った「下松市都市計画マスタープラン」に掲げる将来都市構造や土地利用方針

等に基づき、都市の骨格形成、効果的な都市施設＊の配置等に計画的に取り組みます。

（３）農地・山林における計画的土地利用誘導

　「下松農業振興地域整備計画」における農用地区域＊等の的確な管理運用を通じ、優良農地や山林の保全、

耕作放棄地の有効利用につながる対策等を推進します。

（４）遊休地等への対応

　事業所跡地等の遊休地について、市街地の秩序維持と地域活性化につながる有効活用を促進します。

（５）笠戸島地区の振興に向けた土地利用

　市街化調整区域＊、国立公園という法的制約がある中でも、風光明媚な自然環境や観光資源を活かし、

観光産業等の振興や生活・コミュニティ機能の確保等のために、土地利用に係る制度の柔軟な運用の検討

を進めます。

（６）米川地区の振興に向けた土地利用

　山林や農地の適切な保全に努めるとともに、人の呼び込みや生活環境及び定住条件の向上につながる中

山間地域の活性化方策を地域住民とともに検討し、実践していきます。

（７）地籍調査の推進

　土地利用の基礎的資料となる地籍情報を整備し、地籍の明確化を図るため、有効かつ効果的に地籍調査

を進めます。

施 策 の 展 開
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３　都市建設 １ 計画的な土地利用

２  市街地の整備

基 本 方 針

　人口や産業等の動向により市街地の様相は常に変化しており、それらを適切に誘導し、シンボルラインを

中心軸とした効率的かつ安全で快適な市街地がコンパクトに形成されるよう、各種の規制も含めた効果的な

市街地整備事業の推進を図ります。

現況・課題

★ 市街地の中心軸としてのシンボルラインの形成に向けて、令和元年度に中部土地区画整理事業が完了して

おり、さらに、引き続き魅力ある市街地形成に努める必要があります。

★ 豊井地区では、土地区画整理事業に替わる新たなまちづくりの整備方針を定めた「豊井地区まちづくり整

備計画」に基づき、早期に都市基盤の整備等を行い、良好な市街地形成を進める必要があります。

★ 末武、花岡地区では、商業施設や住宅等の増加により市街地の環境が変貌しており、秩序あるコンパクト

な市街地形成に向けた整備誘導の方策を検討する必要があります。

★ 令和元年度に、中部土地区画整理事業の完了に併せて、せせらぎ町等の住居表示を実施しました。今後も、

未実施地区の住居表示実施を進める必要があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

市街地開発や住宅環境の整備
施策に対する満足度

令和
元年度 26.6% 30.0% まちづくり市民アンケート

住居表示実施率 令和
元年度 49.2% 50.0% 住 居 表 示 実 施 予 定 区 域 面 積

1,909.6ha に対する実施率

中部土地区画整理事業（市道大手線）



91

３ 

都
市
建
設

主 
な 

事 

業

（１）市街化区域＊、用途地域＊の見直し

　都市計画法や「下松市都市計画マスタープラン」に基づき、都市計画区域＊、市街化区域＊の範囲や、

用途地域＊の適切な見直しに努め、開発と保全の調和を図ります。

・都市計画基礎調査

・地域地区＊の検討

・豊井地区まちづくり整備事業

・立地適正化計画の策定

・住居表示整備事業

関連計画

計画名 計画期間

下松市都市計画マスタープラン 平成 23 年度～令和 12 年度

豊井地区まちづくり整備計画 　令和２年度～

（２）的確な規制・誘導方策の検討

　人口動向や住宅等の開発動向に合わせ、良好な市街地が形成されるよう、地区の特性に見合う規制・誘

導手法を検討するとともに、開発行為に対して適切な指導を行います。

（３）シンボルライン周辺の適正な市街化誘導

　下松市のシンボルラインとして、にぎわい、文化、暮らしなどにおいて機能の集積誘導を促進するため、

規制誘導策等の検討に努めます。

（４）豊井地区まちづくり整備事業の推進

　「豊井地区まちづくり整備計画」に沿って、安全で安心な市街地環境が形成されるよう、都市基盤整備

等を推進します。

（５）各地区の市街地環境整備

　「立地適正化計画」により居住誘導区域を定める中で、各地区において生活拠点を形成すべき部分への

必要機能の誘導等を検討します。

（６）住居表示の推進

　住居表示は、豊井地区ではまちづくり整備事業の進展に併せた実施を検討し、その他の市街地について

は実施に向けた検討を進めます。

施 策 の 展 開
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３　都市建設 ２ 都市基盤の整備・管理

１  道路網の整備・管理

基 本 方 針

　広域的及び市内の道路ネットワークについて、安全性、快適性など質的な面も重視した整備・充実を進め

ます。長期的なネットワークのあり方を明確にする中で、効果的・効率的な整備と適正な維持管理を市民と

の協働も含めて推進します。

現況・課題

★ 道路網は、地域の生活や経済の活性化に不可欠な都市基盤であり、改良による機能向上と適切な維持管理

により、災害に強く、安全で快適な環境づくりが求められます。

★ 広域的な幹線道路として、国道や県道の整備が進んでおり、県道下松新南陽線の拡幅事業が始まっていま

すが、引き続き、災害時の緊急輸送道路網の充実、沿岸部の高潮対策や代替道路の新設といった強靱化等

が求められます。

★ 都市計画道路として体系的に位置付けている 29 路線のうち、令和元年度末の改良済延長＊は 34.3㎞（整

備率 55.0％）であり、概成済みを含めた整備率は 85.4％となっています。近年は、大海線の整備が進

んでいます。

★ 身近な生活道路の役割を持つ市道については、引き続き地域の実情に応じた整備、管理が必要です。施設

の老朽化が全国的な問題となっており、橋梁については「下松市橋梁長寿命化修繕計画＊」に基づく補修、

更新を進めています。また、住民の高齢化が進む中でも、

除草、清掃等について地域の協力を得られるような支援等

の継続、拡充が求められます。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

都市計画道路整備率
（概成済みを含む）

令和
元年度 85.4% 88.0% 都市計画決定延長 62.3㎞に対

する整備率

補修済み橋梁数 － － 7 橋 橋梁長寿命化修繕計画＊に基づ
くもの

市道青木線



93

３ 

都
市
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主 

な 
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業

（１）国・県道の整備促進

　県道下松新南陽線の拡幅や、緊急輸送道路である国道 188 号の災害防除及び代替機能を持つ道路（下

松～光間）の整備、広域幹線道路網の一環を成す周南道路の整備検討等、国土強靱化に必要なインフラと

して、国、県への要望を続けていきます。

・国道整備促進

・県道整備促進

・主要市道の整備推進事業

・道路橋りょう改良事業

関連計画

計画名 計画期間

下松市都市計画マスタープラン 平成 23 年度～令和 12 年度

下松市橋梁長寿命化修繕計画＊ 　令和２年度～

（２）主要市道の整備推進

　大海線や豊井恋ヶ浜線をはじめとする主要な市道の計画的整備を推進します。

（３）道路・橋梁の適切な維持・改良

　あらゆる利用者が安全に通行できるよう、適切な市道の維持補修、改良事業等を推進します。また、適

宜点検、調査及び計画策定を行い、効果的な施設の老朽化対策に努めます。

（４）道路体系のあり方検討

　都市計画道路は、優先度等を検討し、都市整備に効果的なネットワーク形成を目指すとともに、長期未

着手路線の廃止を含めたさらなる計画の見直しも進めます。

　また、観光や交流人口の増加につながる新規道路整備の可能性についても、研究します。

（５）市民と進める道づくり

　除草や清掃について自治会等市民の参画、協働による管理等、地域に根ざした道づくりを目指します。

・道路パトロール

・施設点検調査

・道路空間のバリアフリー＊化

・用具貸出、材料支給

県道下松新南陽線

施 策 の 展 開
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３　都市建設 ２ 都市基盤の整備・管理

２  都市防災

基 本 方 針

　異常気象等により増加する洪水や土砂災害、高潮、津波等の自然災害に対して、人命や財産の被害を防ぐ

対策を国や県と連携し計画的に進めます。

現況・課題

★ 異常気象がもたらす集中豪雨等による河川氾濫が全国各地で頻発しており、治水対策は非常に重要な課題

となっています。抜本的な河川改修事業の継続に加え、既存施設の機能を最大限活用する減災対策が求め

られます。

★ 平成 23 年３月に市内の土石流、急傾斜地崩壊、地すべり被害の恐れのある箇所が、土砂災害防止法に基

づく警戒区域及び特別警戒区域に指定されています。今後も監視を強化しつつ、状況に応じた対策を検討

することが求められています。

★大地震時等に滑動崩落の可能性が高い大規模盛土造成地について、安全性の確保が求められています。

★高潮・津波による浸水が想定される区域について、引き続き改良等の対策が求められています。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

準用河川＊整備延長 令和
元年度 744 ｍ 1,104 ｍ 準用河川＊未整備区間のうち整

備計画延長

切戸川 ( 護岸改修 )
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（１）河川の改修整備・維持管理

　切戸川等の県管理の２級河川＊について改修を促進するとともに、宮本川等の準用河川＊の計画的な改

修を推進します。また、河川巡視に基づく浚渫や堰の操作等による適切な維持管理に努めます。

・２級河川＊の改修促進

・準用河川＊の改修事業

・河川巡視及び浚渫

・砂防事業

・急傾斜地崩壊対策事業

・宅地耐震化推進事業

・高潮・津波対策事業

（２）砂防・地すべり・急傾斜地対策の促進

　国、県と一体となり、緊急性の高い箇所から優先的に土砂災害対策事業を促進します。

（３）宅地耐震化の推進

　大地震時等における大規模盛土造成地の滑動崩落による宅地地盤の被害を防止するため、造成宅地の変

動予測調査及び滑動崩落防止対策を推進します。

（４）高潮・津波対策の促進

　県による高潮、津波対策事業を促進します。

時宗地区急傾斜地

施 策 の 展 開
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３　都市建設 ２ 都市基盤の整備・管理

３  港湾機能の整備

基 本 方 針

　地域経済を支える重要な産業基盤である港湾について、その効果を最大限発揮できるよう必要な整備を進

めるとともに、より一層の活用促進に努めます。

現況・課題

★ 県管理の徳山下松港は、地域経済を支える産業基盤として重要な役割を果たしています。平成 23 年に国

際バルク戦略港湾＊、平成 30 年に特定貨物輸入拠点港湾＊に指定され、機能強化に向けた整備が着実に進

められています。

★ 港湾の有効活用に向け、民間企業や県及び関係機関で設置した徳山下松港ポートセールス＊推進協議会に

よる、国内外のＰＲ活動等を継続的に進める必要があります。

★ 施設の老朽化が全国的な問題となっており、港湾施設についても維持管理計画の策定や定期点検診断が法

令等により義務化され、これらに基づく適正な管理が求められています。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

下松港入港船舶総トン数 平成
30 年度

5,868,153
ＧＴ

7,000,000
ＧＴ

下松港に入港する船舶の総トン
数の合計

海上貨物輸送量 平成
30 年度

7,415,000
t

8,000,000
t 下松港の海上貨物輸送量

特定貨物輸入拠点港湾　大水深桟橋工事
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（１）港湾の整備

　「徳山下松港港湾計画」及び国際バルクの育成プログラムに基づく整備について引き続き働きかけを行

い、地域経済の活性化を図るため、産業基盤としての機能強化を促進します。

・港湾事業

・徳山下松港ポートセールス＊

・港湾後背地等の整備促進

・維持管理計画、定期点検診断に基づく維持管理

関連計画

計画名 計画期間

下松市都市計画マスタープラン 平成 23 年度～令和 12 年度

（２）港湾の活用促進

　港湾の産業利用を促進するポートセールス＊の展開、港湾後背地の有効利用等を通じ、港湾環境の充実

を図ります。

（３）港湾施設の維持管理

　護岸等の港湾施設について、維持管理計画や定期点検診断に基づく適正な維持管理を促進し、効果的な

施設の老朽化対策に努めます。

特定貨物輸入拠点港湾　計画地 ( 将来図 )

施 策 の 展 開
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３　都市建設 ２ 都市基盤の整備・管理

４  下水道の整備・管理

基 本 方 針

　衛生的で快適な生活環境、都市環境の実現に向け、汚水整備を概成させるとともに、雨水整備を重点化し

ます。また、既存施設の適切な維持管理と、計画的かつ効率的な改築・更新を進めます。

現況・課題

★ 下水の適切な処理は、安全で快適な暮らしには欠かせないものであり、公共下水道や合併処理浄化槽によ

る適切かつ計画的な対策の継続が必要です。

★ 公共下水道は、都市計画に基づき整備が進み、行政人口に対する普及率は令和元年度末で 88.3％、計画

区域内人口に対しては、94.7％と概成に近づきつつあります。

★ 令和元年度から 10 カ年の「下松市公共下水道事業経営戦略」に基づき、高橋地区を中心に汚水の整備を

進めており、計画区域全域を事業認可区域とし、概成を目指しています。

★ 令和元年度に策定した「下松市公共下水道ストックマネジメント＊計画」に基づき、下水道施設の計画的

な改築、更新、適切な維持管理を進めることが重要です。特に、終末処理場は、老朽化に加え耐震性にも

課題があるため、抜本的な再構築が必要です。

★ 下松駅周辺の地域は雨水と汚水の合流式下水道で整備され、大雨時の未処理下水が課題となっていました

が、処理場内に高速ろ過施設が設置され、効果を発揮しています。

★ 公共下水道計画区域外の区域については、「下松市一般廃棄物処理基本計画（生活排水編）」に基づき、合

併処理浄化槽の普及促進を継続する必要があります。

★ 内水対策として、竹屋川第２ポンプ場及び４号幹線整備の完了により、末武地区の浸水が軽減される見込

みです。豊井・恋ケ浜地区の大谷川排水区についても、大谷川ポンプ場の新設及び雨水幹線整備を計画し

ています。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

下水道人口普及率 令和
元年度 88.3% 90.9% 下水道供用開始公示済人口 / 行

政人口

汚水処理人口普及率 令和
元年度 92.2% 94.7% 下水道処理人口及び合併処理浄

化槽処理人口 / 行政人口

雨水対策整備率 令和
元年度 45.5% 48.0% 雨水対策整備済区域面積 / 雨水

対策整備対象面積
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（１）処理区域の拡大

　「下松市公共下水道事業経営戦略」に基づき、計画区域内の汚水処理概成に向けて整備を進めるとともに、

整備困難地区の解消を図ります。

・管渠布設

・開発計画の指導

・改築更新

・浄化槽設置整備補助

関連計画

計画名 計画期間

下松市公共下水道事業経営戦略 　令和元年度～令和 10 年度

下松市公共下水道ストックマネジメント＊計画 　令和２年度～令和６年度

下松市都市計画マスタープラン 平成 23 年度～令和 12 年度

（２）都市開発関連計画との調整

　住宅団地など各種市街地開発計画等に対し、排水計画の指導を行うなど、効率的な下水道整備を推進し

ます。

（３）下水道施設の維持管理

　終末処理場やポンプ場、管路施設など下水道関連施設について、「下松市公共下水道ストックマネジメ

ント＊計画」に基づき、計画的に運営、改築や更新を進めるとともに、新技術の導入や広域的再構築の検

討等、効率的で安全な維持管理に努めます。

（４）水洗化の促進

　トイレの水洗化を促進するとともに、下水道整備区域内の長期未接続者の調査と接続指導などにより、

公共下水道基盤の有効活用を図ります。

（５）浄化槽の普及促進

　「下松市一般廃棄物処理基本計画（生活排水編）」に基づき、公共下水道事業認可区域外及び認可区域内

の一部地域において、合併処理浄化槽の設置を促進します。

（６）公共下水道事業（雨水）の推進

　浸水対策に有効な雨水系公共下水道として、竹屋川排水区に加え、大谷川排水区の整備を行い、豊井・

恋ケ浜地区の浸水区域解消を図ります。また、内水ハザードマップ＊を作成し、ハード・ソフトの両面か

ら浸水対策に取り組みます。

・雨水幹線整備事業

・内水ハザードマップ＊作成

施 策 の 展 開
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３　都市建設 ２ 都市基盤の整備・管理

５  上水道の整備・管理

基 本 方 針

　都市基盤、生活基盤として不可欠な上水道施設について、常に良質な水を安全かつ安定的に供給し続けら

れるよう、水源から浄水、配水までの各施設の適正な維持管理や更新などに努めます。

現況・課題

★ 上水道は、平成 21 年度に策定した「下松市水道事業基本計画」に基づき事業を進めてきましたが、社会

情勢や経営環境の変化に対応し、将来にわたって安定した事業運営が継続可能となるように、中長期的な

視点に立った経営戦略を策定し、経営の健全化と経営基盤の強化を図る必要があります。

★ 末武川水系温見ダム、末武川ダムを水源とし、予備水源として大海町水源地があります。水道水の安定供

給のため、浄水施設の適正な維持管理、配水管やポンプ所など配水施設の更新による耐震化等を計画的に

進めていく必要があります。

★ 市街化区域＊内における上水道未給水地区は解消しています。引き続き、市街化区域＊外の未給水地区解消

のための配水管及び施設の整備が必要です。

★ 米川地区の一部では簡易水道事業を運営しており、老朽配水管布設替えの結果、令和元年度末の有収率＊

は 93.5％に向上しましたが、浄水施設の計画的な更新を実施し、地域の実情に沿った上水道基盤の確保

の継続が必要です。

★ 水源・水質の保全のため、ダム湖水源流域での水源涵養林の適切な維持管理、市民の水環境保全への意識

向上に向けた取組が必要です。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

配水施設耐震化率 令和
元年度 65.3% 100% 耐震性のある配水池容量 / 全配

水池容量

普及率 令和
元年度 97.9% 98.0% 給水人口 / 行政区域内人口
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（１）配水管等の更新整備

　「下松市水道事業経営戦略」に基づき、老朽配水管を計画的に適正口径による更新などを実施し、上水

道配水環境の充実強化を図ります。

・老朽配水管更新整備

・配水管一般改良整備

・配水管支障移転改良整備

・配水管拡張整備

・浄水場内の配水池増設整備

関連計画

計画名 計画期間

下松市水道事業経営戦略 　令和３年度～令和 17 年度

・未普及地区解消整備

・下谷浄水場整備

・御屋敷山浄水場施設耐震化

・市内各ポンプ所耐震化

・老朽施設改修整備

（２）浄水施設の能力向上

　水道水の安定供給を踏まえ、適切な浄水場施設能力が維持できるよう検討し、実践していきます。

（３）上水道未給水地区への対応

　未給水地区の解消を目指すとともに、開発等による生活環境や水事情の変化、水需要予測等に対応しま

す。

（４）簡易水道施設の維持管理

　米川地区の簡易水道について、施設の老朽化に伴う補修、更新を計画的に行い、安定的な給水を図ります。

（５）水源の保全対策

　ダム上流域の水源涵養林の適正な維持管理を市民の協力のもと推進します。

（６）施設の更新整備

　浄水施設・配水施設の改修、耐震化を計画的に進め、安定供給を図ります。

（７）災害時における飲料水確保

　災害時においても市民の飲料水を確保できるよう、避難所施設に配備する仮設用給水タンクの整備など

を計画的に進めていきます。

・機械・電気計装設備更新

・仮設用給水タンク整備

施 策 の 展 開
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３　都市建設 ３ 居住環境の整備

１  住宅環境の整備・向上

基 本 方 針

　市民が安全、快適な住環境のもとで市内に居住できるよう、市営住宅について計画的な管理や更新整備を

進めるとともに、増加しつつある空き家について、その適切な対策を講じ、地域の居住環境の維持・向上に

努めます。

現況・課題

★ 市営住宅は、令和２年度末で 10 団地 53 棟 629 戸あり、平成 30 年３月に改訂した「下松市営住宅長

寿命化計画＊」を基に建替え、改修等を行っています。

★ 耐用年数を経過した市営住宅は、用途廃止や建替えを計画的に進めており、令和元年度からは、旗岡市営

住宅の建替えに着手しています。用途廃止後の市営住宅については、跡地利用の検討も必要です。

★民間住宅については、耐震診断や耐震改修補助等、安全に安心して生活するための支援も求められます。

★ 人口構造の変化等により空き家が増加しています。「下松市空家等対策計画」を定めており、周辺の生活

環境に悪影響を与える「特定空家等＊」の対策を実施しているほか、所有者に状況を伝える空家巡回サー

ビスも行っています。空き家は、防火、防犯、景観等の環境阻害要因ともなるため、適切な対応策を講じ

ていく必要があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

耐用年数内戸数 令和
元年度 75.9% 95.0% 全管理戸数に占める耐用年数内

戸数の割合

危険空き家除却戸数 － － 30 戸 令和 2 年度より実施。目標値
は令和 2 年度～令和 4 年度
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主 

な 

事 

業

（１）市営住宅の計画的更新整備

　「下松市営住宅長寿命化計画＊」に基づき、市営住宅の建替整備や用途廃止等を実施するとともに、計画

的な改修や補修等による維持管理を行います。

・市営住宅長寿命化＊事業

・旗岡市営住宅建替事業

・土地利用動向調査

・木造住宅耐震化促進事業

関連計画

計画名 計画期間

下松市営住宅長寿命化計画＊ 平成 30 年度～令和 9 年度

旗岡市営住宅建替基本計画 　令和元年度～令和 14 年度

下松市空家等対策計画 　令和３年度～令和 7 年度

・木造住宅耐震改修事業

・空家等対策事業

・危険空き家除却促進事業

（２）市営住宅用途廃止後の対応

　用途廃止後の市営住宅については、跡地利用の検討を行います。

（３）空き家対策の推進

　「下松市空家等対策計画」に基づき、市内の特定空家等＊への対策を行うとともに、空家巡回サービスの

活用や所有者等への情報提供による空き家の適正管理について意識啓発を行います。また、危険空き家除

却促進事業により危険空家の解体に助成を行います。

旗岡市営住宅 A 号棟

施 策 の 展 開
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３　都市建設 ３ 居住環境の整備

２  公共交通の確保と施設の充実

基 本 方 針

　高齢化の進展等により事業者の経営環境が悪化している鉄道やバス等の公共交通は、事業者や行政、市民

が協働して、利便性の向上や維持に向けた取組を実施することにより、将来にわたり持続可能な公共交通と

なるよう、検討・協議を重ね、施策を実施していきます。

現況・課題

★ マイカー社会の浸透による鉄道やバス等の公共交通機関の利用者減少に伴い、運行本数の減少や運賃が割

高になる等、利用者が気軽に利用しにくい状況となっていますが、超高齢社会を迎え、高齢者の運転免許

返納に対応した公共交通手段等の確保の一環として、関係機関等と連携した公共交通機関を利用する取組

を実施・検討しながら、社会全体で公共交通を維持していく必要があります。

★ 高齢化や人口減少は今後も進展することから、公共交通の維持確保と改善を検討するため、平成 28 年に

下松市地域公共交通活性化協議会を発足し、平成 29 年には「下松市地域公共交通網形成計画」を策定し

て、バス路線や運行形態の変更、鉄道やタクシーなども含めた地域全体の持続可能な公共交通について協

議しています。

★ ＪＲ山陽本線の下松駅では、エレベーター設置等の利便性向上に努めており、ＪＲ岩徳線については、利

用促進委員会を設立し、様々な事業の展開により、利便性の向上や利用の促進に努めています。今後も鉄

道利用者減少への対策に継続して取り組むことが必要です。

★ 路線バスは、運転手不足等もあり、人口が減少し利用者が少ない郊外を中心に運行本数の減少や路線見直

しが行われており、高齢者などの交通弱者への対応が喫緊の課題となっています。米川地区では令和元年

10 月より、路線バスに代わり市町村有償旅客運送によるコミュニティバス「米泉号」の運行を開始して

おり、その他の地域でも地域の実情に合った計画的な対策が求められています。

★ 駅や駅前広場、下松タウンセンター等の交通拠点施設における情報提供や交流の場等の多様な機能の充実

を図るとともに、駐車場や駐輪場の確保・整備・利用者への各種啓発等に努めながら、公共交通のさらな

る利用の促進や利便性を向上させる必要があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

駅の 1 日平均乗車人員 平成
30 年度 2,682 人 2,840 人

下松、周防花岡、生野屋、周防
久保各駅の 1 日平均乗車人員
の計

1 便当たりのコミュニティバ
ス利用者数

令和
元年度 1.4 人 1.5 人 コミュニティバス 1 便当たり

の平均乗車人数
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主 
な 

事 

業

（１）公共交通ネットワークの維持・再編と利用促進

　利用者の減少や高齢化の進展といった社会情勢に対応した公共交通体系づくりとその利用促進につい

て、関係機関と協働して推進します。

・地域公共交通網形成計画推進事業

・地域公共交通確保維持改善事業

・生活バス路線維持対策事業

・コミュニティバス運行事業

・交通系ＩＣカード＊導入事業

・鉄道事業者要望

・ＪＲ岩徳線利用促進事業  

関連計画

計画名 計画期間

下松市都市計画マスタープラン 平成 23 年度～令和 12 年度

下松市地域公共交通網形成計画 平成 29 年度～令和 3 年度

・岩国錦帯橋空港利用促進事業

・高齢者バス利用助成

・福祉タクシー助成事業

・移動支援事業

・下松駅北広場駐車場維持管理

・駐輪場維持管理

（２）利用者にやさしい公共交通の検討

　高齢者や障害者を含むすべての市民が利用しやすい移動手段や移動支援策について、現行手段や支援制

度の拡充・整理を行うとともに、新たな技術の活用を組み合わせる等の複合的な検討を行います。

（３）鉄道利用・利便性の向上

　ＪＲ山陽本線、岩徳線及び山陽新幹線の利便性を確保するため、事業者、利用者、その他関係機関と協

力し、鉄道の利用促進及びさらなる利便性向上に向けた要望等を行います。

（４）バス利用・利便性の向上

　事業者や公共交通会議（下松市地域公共交通活性化協議会）における協議により、必要な路線の維持の

ほか、運行ダイヤと接続の改善等の利便性向上等を促進します。また、市民の意見も踏まえて、「米泉号」

の活性化と、地域の実情に沿った新たな公共交通システムの導入等を検討します。

（５）駅・駅周辺での利便性向上と環境整備

　市の玄関口及び公共交通結節点である駅及び駅周辺におけるにぎわいや交流を促進し、拠点機能の向上

に努めます。また、駅や公共施設での駐車場・駐輪場の確保や維持管理とともに、民間による整備促進等

を進め、利便性等の向上に努めます。

施 策 の 展 開
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３　都市建設 ３ 居住環境の整備

３  緑地保全・都市緑化

基 本 方 針

　みどりや水は下松市の重要な資源であり、これを最大限に保全するとともに、市民が有効に活用できるよ

うな環境整備に努めます。また、市民との協働により、身近なところでみどりを増やす活動を推進していき

ます。

現況・課題

★ 豊かなみどりや水の環境保全と活用を図るため、平成９年度に策定し、平成 30 年度に見直した「下松市

みどりの基本計画」において、緑地や公園の配置、緑地の保全及び緑化の目標とそれらを推進するための

施策を定めています。

★ 公園・緑地は「下松市都市計画マスタープラン」に体系的に位置付けており、同プランに基づく計画的・

体系的な保全・整備が求められます。

★ 花壇や街路樹等の質の高いみどりを維持し、良好な都市景観を形成するために、市民や事業者と協働し、

緑化意識の高揚を図る必要があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

水や緑などの自然の豊かさに
対する満足度

令和
元年度 74.7% 80.0% まちづくり市民アンケート

花壇登録団体数 令和
元年度 108 団体 110 団体 花の苗を配付している団体数

下松スポーツ公園（コスモス）笠戸島（河津桜と菜の花）
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（１）計画的な森林環境の維持・保全

　自然環境の保全に向け、地域の実情に応じた植林等の管理や活用のための整備を推進します。

関連計画

計画名 計画期間

下松市都市計画マスタープラン 平成 23 年度～令和 12 年度

下松市みどりの基本計画 　令和元年度～令和 20 年度

下松市森林整備計画 平成 29 年度～

（２）市民に開かれた森づくり

　米泉湖周辺や笠戸島等において、市民に開かれた森林整備を推進します。

（３）効果的な森林の保全・活用

　森林所有者の負担軽減事業を活用した森づくり、都市緑地法等による保全、森林ボランティア＊等の市

民参加による保全に努めます。

（４）緑地の保全・充実

　自然公園区域、市街化調整区域＊の緑地の保全に努めます。また、市街地については、街路樹、公園及

び緑地の整備、管理を行い、その他の公共施設の緑化を推進し、みどりの充実を図ります。

（５）緑化活動の普及と啓発

　市民団体との協働による花と緑に関するイベントの充実や、苗木の植樹等を通じ、緑化意識の醸成を図

ります。

（６）花いっぱいのまちづくり

　みどりを育てる拠点として下松市緑化センターを活用し、花壇の登録制度や下松スポーツ公園の花の広

場など花を身近に楽しめる空間の充実を図るとともに、市民参加による花いっぱいのまちづくりを推進し

ます。

主 
な 
事 

業

・街路・公園・緑地の樹木等の適正管理

・花と緑の祭典

・緑の募金運動

・花壇コンクール

・しだれ桜・河津桜の植樹

・花苗の育成及び配布

施 策 の 展 開
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３　都市建設 ３ 居住環境の整備

４  公園の整備・管理

基 本 方 針

　身近な憩い・遊び・交流等の場である公園や緑地は、安全で快適に利用できるような整備と住民との協働

も含めた維持管理に努めるとともに、利用の促進に努め、また、防災拠点となる公園はその機能の充実整備

を計画的に進めます。

現況・課題

★ 都市公園は、地域住民の憩い、健康、防災等多様な機能と役割を持つ施設です。一部の公園は、施設が老

朽化しており、令和２年度に策定した「下松市公園施設長寿命化計画＊」に基づいた更新等が必要です。

★ 「下松市都市計画マスタープラン」や「下松市みどりの基本計画」において、体系的に公園や緑地を位置

付けて整備に努めており、今後も計画的な整備が求められています。令和元年に、児童遊園等を都市公園

に編入しており、都市施設＊として維持管理するとともに、身近な遊び場、交流場所として有効に活用し

ていくことが必要です。

★ 公園は、災害時の一時避難場所にもなることから、「下松市地域防災計画」に基づき、避難場所や避難路

となる公園や緑地の防災機能の充実や、防災公園＊としての整備が必要です。

★ 長期にわたり未整備のままとなっている都市計画公園については、地域の実情を踏まえて公園配置計画の

見直しが必要です。

★ 地域住民による公園の管理等、身近で親しみのある公園環境づくりに取り組んでおり、公園利用率の向上

に向けた、利用しやすい公園づくりが求められています。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

公園 ･ 緑地の整備施策に対す
る満足度

令和
元年度 29.9% 35.0% まちづくり市民アンケート

市民 1 人当たりの都市公園面
積

令和
元年度 9.4㎡ / 人 9.5㎡ / 人 都市計画区域＊人口 56,045 人

に対する面積
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（１）下松スポーツ公園の充実

　下松スポーツ公園は、スポーツや健康、憩いの場等、多様なニーズへの対応のほか、市の中核的な防災

公園＊として、必要な機能の整備充実を図ります。

関連計画

計画名 計画期間

下松市都市計画マスタープラン 平成 23 年度～令和 12 年度

下松市みどりの基本計画 　令和元年度～令和 20 年度

下松市公園施設長寿命化計画＊ 　令和３年度～令和 12 年度

下松市スポーツ推進計画 　令和元年度～令和 5 年度

主 

な 
事 
業

・公園等の適正な維持管理

・長期未着手公園計画の見直し

・下松スポーツ公園の整備

・公園等の整備

・公園管理の地元委託

（２）都市公園の整備と見直し

　「下松市みどりの基本計画」に基づいて、公園が不足する地域における公園の整備、拡充を図ります。

各地区の防災拠点となる公園については、機能の充実を図ります。また、長期未着手となっている公園の

計画について見直しを進めます。

（３）身近な憩いの場の充実

　各地区の身近な公園等は、子どもの遊び場、子育て世代や高齢者の交流の場として、地元住民と協力し

ながら適切な管理に努めます。

（４）公園の利用促進 

　公園・緑地が身近な地域コミュニティの拠点として活用されるよう、自治会や地域住民への働きかけ等

を行います。

（５）維持管理の充実

　「下松市公園施設長寿命化計画＊」に基づき、管理や計画的な改修を行うとともに、自治会等地元への管

理の委託等、市民の参画・協働による管理を進め、地域に根ざした公園づくりを目指します。

施 策 の 展 開
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３　都市建設 ３ 居住環境の整備

５  都市景観形成

基 本 方 針

　市と市民の財産である良好な都市景観を守り、育て、創造していくため、市民、事業者、行政の連携と協

働による景観まちづくりを推進します。

現況・課題

★ 下松市は景観行政団体＊として、ふるさと下松にふさわしい景観に配慮したまちづくりの実現を推進して

います。

★ 良好な都市景観を形成するためには、個々の建築行為等において周囲のまちなみとの調和等に配慮するこ

とが大切です。

★ 公共施設の整備に際しても、周辺の景観と調和のとれた建物デザインや色彩等に配慮する必要があります。

★ 良好な景観まちづくりの指針となる「下松市景観計画＊」を見直し、令和４年度からの新たな計画を策定

することとしています。また、景観届出制度については、引き続き適切に運用するとともに時代に即した

見直しを行い、事業者等の景観意識の向上を図ります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

良好なまちなみ景観の保全 ･
形成の改善状況

令和
元年度 23.3% 25.0% まちづくり市民アンケート

下松駅南地区 元町西地区 ( 無電柱化 )
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（１）良好な景観づくりへの行動

　「下松市景観計画＊」を見直すとともに、景観ガイドライン＊を改定し、景観形成基準＊に基づき各種届

出の審査を行い、良好な景観づくりに努めます。また、所有者等の景観協定＊による良好なまちなみの形

成を推進します。

関連計画

計画名 計画期間

下松市都市計画マスタープラン 平成 23 年度～令和 12 年度

下松市景観計画＊ 平成 24 年度～令和 3 年度

主 

な 
事 
業

・景観計画＊及び景観ガイドライン＊の改定、周知

・景観協定＊の相談・認可

・景観届審査、指導

（２）景観資源の保全・活用

　市内の優れた景観資源をデータベース化することで、市民と情報共有し、保全や活用策を検討します。

また、「下松市景観計画＊」にある景観重要建造物、景観重要樹木、景観重要公共施設の指定や景観協定＊、

景観まちづくり重点地区等の指定については、必要性の検討を進めます。

（３）景観に配慮した公共施設の整備

　公共施設の整備等においては、周辺の景観との調和に配慮し、質の高い公共景観の形成を図ることで、

良好なまちなみ形成を誘導する役割を果たします。

（４）景観まちづくり体制の充実

　「下松市景観計画＊」に基づき、市民や事業者が主体となった景観まちづくり活動の支援に努めます。

（５）景観まちづくりの意識向上

　市広報や市ホームページ等を通じて市民や事業者の景観に対する意識の向上を図り、自主的な景観まち

づくり活動を推進します。

施 策 の 展 開
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４  産業経済

［ 政　策 ］ ［ 基本施策 ］

１ 農林水産業の振興
１ 農業の振興

２ 林業の振興

３ 水産業の振興

２ 商工業の振興
１ 工業・物流業の振興

２ 商業・サービス業の振興

３ 創業支援と就労環境整備
１ 創業支援と雇用対策

２ 勤労者福祉の充実
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４　産業経済 １ 農林水産業の振興

１  農業の振興

基 本 方 針

　農業の担い手の確保を図りつつ、優良農地の保全、農業生産基盤の整備、農業経営の組織化・集団化、鳥

獣対策等に努めるとともに、地域産品の生産・特産品化等による付加価値向上を図ります。また、地元産農

産物の活用による地産地消＊の拡大を進めます。

現況・課題

★�周南地域農業再生協議会が策定した「水田収益力強化ビジョン」などを活用し、生産性の向上や流通、

担い手づくり、地産地消＊などの取組を進める必要があります。

★�農家数や経営耕地面積は減少を続け、農業者の高齢化や後継者の不在が大きな課題となっているため、

営農条件の良い優良農地の保全や農道等農業生産基盤を整備し、農地の貸出意向把握や営農に関する組織化

の促進、機械の共同利用をはじめ、担い手の確保や育成、支援を行う必要があります。

★�「ＪＡ山口県」に統合した組織力を活かした研修会の実施、直売所における安全安心な農産物提供のほか、

各農家による朝市、インターネット販売など多様な流通・販売形態を通じた販路拡大が見られます。

★�「来巻のにんにく」や「笠戸島のレモン」、「米川のゆず」などの地域団体による栽培が進んでいます。

これら農産物を加工した特産品の開発、知名度の向上への努力が必要とされます。併せて、農業の担い手が

栽培する農産物についても特産品開発の支援が必要です。

★�下松市農業公園は、農業体験を通じて土に親しみ、農業の持つ多様な機能や役割、農業の大切さを学ぶ場、

食育活動や自然体験の拠点としての役割を果たしています。

★�農村地域の過疎化等による荒廃農地の増加により、鳥獣の生息域の拡大や個体数が増加し、農林業に深刻な

影響を与えており、近年は市街地への出没も見られます。「下松市鳥獣被害防止計画」に基づき、防除と

捕獲による被害防止対策を講じ、農林業経営の安定化、生活環境被害防止を図る必要があります。

★�水路や農道等の農業用施設については、適切な維持管理が必要です。また、農業用ため池についても、　　　　　　　　

利用状況に応じ、災害防止の観点からの整備が求められます。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

認定農業者＊数 令和
２年度 9人 10人 農業経営の改善を計画的に進め

ようとする者の数

整備が必要な防災重点農業用
ため池＊の数

令和
２年度 14箇所 7箇所 改修または廃止により減少
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主 
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（１）農業振興計画の見直しと推進

　「下松農業振興地域整備計画」の見直しを行うとともに、「水田収益力強化ビジョン」等に沿った総合的

な農業振興を進める中で、特に優良農地の保全に努めます。

・担い手の確保、育成、支援

・集落営農の組織化支援

・農地の利用促進

・人・農地プランの実質化

・農業公園維持管理

関連計画

計画名 計画期間

下松農業振興地域整備計画 平成１８年度～

下松市鳥獣被害防止計画 　令和２年度～令和４年度

・ 地域米の消費拡大や学校給食における地元農産物の積極的

な活用

・鳥獣防除補助、捕獲

・農道・水路整備、ため池改修

・防災重点農業用ため池*整備事業

施 策 の 展 開

（２）農業の担い手育成と経営規模の拡大促進

　新規就農者をはじめ、兼業農家を含めた多様な人材の確保・育成を促進し、農地の流動化、担い手への

集積を図るとともに、農業経営の規模拡大や農地の効率的利用を図ります。

（３）組織化・集団化の促進

　農機具の共同利用、集落営農の組織化・集団化、農作業の受委託促進による営農体制の強化を図ります。�

（４）特産品や新規産品の充実

　地域団体によるにんにく、レモン、ゆずなど特徴ある地域産品の特産品化に向けて、加工などによる高

付加価値化や販路拡大を図るほか、農業の担い手による特産品開発や６次産業化＊についての支援を行っ

ていきます。

（５）ふれあい型農業・地産地消＊の拡大

　農業公園での体験や学びを通じて、ふれあいと親しみのある地域農業の振興を図ります。また、学校給

食での地元農産物の活用や食育活動を通じ、地産地消＊の拡大に努めます。

（６）鳥獣対策

　鳥獣被害を防止するため、防除柵設置の支援や下松市鳥獣被害対策実施隊による捕獲活動を推進します。

（７）農業用施設の整備と維持管理

　水路や農道等の農業用施設の適切な維持管理に努めます。また、防災重点農業用ため池 *については、

災害防止の観点から必要な整備を行っていきます。
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４　産業経済 １ 農林水産業の振興

２  林業の振興

基 本 方 針

　林業は、産業規模は小さいものの森林の価値は高く、環境保全の意味でも着実な施業や管理、基盤整備や

特用林産物＊も含めた生産振興に努め、また、そのための担い手の育成を図ります。

現況・課題

★�市内の林野面積は、ほぼ横ばいで推移していますが、林業の産業としての規模は小さく、担い手の確保が

困難となっています。

★�林業研究会による間伐、枝打ちなどの現地研修会を継続的に実施し、森林環境の維持に努めています。市

有林では、引き続き計画的施業により、公共建築用材に使用するなどの林業生産活動の推進が望まれます。

★�林業生産基盤として重要な林道は、「下松市森林整備計画」に基づき整備を進めていますが、市有林にお

けるさらなる計画的な林道、作業道の整備が求められます。

★�シイタケ、マイタケ、木炭、竹炭等の特用林産物＊の生産を支援することや、間伐材の有効利用の方向を

見出すことが必要です。

★�森林の保全管理は、国土保全や災害防止の観点からも重要な課題であり、森林環境譲与税＊を用いた森林

経営管理事業や、やまぐち森林づくり県民税＊を活用して、適切な整備に努める必要があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

林道等整備率 令和
元年度 60.0% 65.0% 林道、作業道 30kmに対する

割合

市有林の間伐面積 令和
元年度 3ha 15ha 市有林の人工林1,470ha 中に

対する面積

森林体験学習の回数 令和
元年度 3回 3回
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（１）林業の担い手育成

　下松市林業研究会への支援等を通じ、担い手の育成・確保、経営意欲と技術の向上、森林ボランティア＊

の活用などを進めます。

・森林環境譲与税＊を活用した森林経営管理

・やまぐち森林づくり県民税＊を活用した整備

・森林学習

・椎茸駒うち体験

・ミニ門松づくり体験

関連計画

計画名 計画期間

下松市森林整備計画 平成29年度～

（２）森林の適切な経営や管理と林業活動の支援

　周南森林組合による森林整備事業を支援するとともに、森林の保全に向け、森林経営管理制度の運用等

により、林業の振興と森林管理の両立を図ります。

（３）市有林の計画的な施業と保全

　市有林では、適切な施業方法による良質な木材生産、そのための間伐、枝打ち、下刈り等を計画的に行

います。笠戸高山生活環境保全林等の森林環境保全林や学校林では、適切な保全と整備を進めます。

（４）特用林産物＊の振興

　シイタケ、マイタケ、木炭、竹炭等の特用林産物＊の生産支援により、山林の特性を生かした付加価値

の創出を目指すとともに、これらに係る体験学習等を通じ、森林の重要性を啓発していきます。　

（５）林業生産基盤の整備

　林業生産基盤として、林道、作業道の整備、市有林・民有林の森林整備や維持管理を計画的に進めます。

施 策 の 展 開
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４　産業経済 １ 農林水産業の振興

３  水産業の振興

基 本 方 針

　下松市を特徴づける産業である水産業は、機能を拡充した下松市栽培漁業センターを最大限活用して、種

苗生産、中間育成、養殖、放流等を計画的に推進するとともに、水産物の付加価値向上や水産業の担い手育

成に取り組んでいきます。

現況・課題

★�下松市の漁業経営体は小規模なものが中心で、漁業者の高齢化により減少が進み、新規就業者の確保が大

きな課題となっています。

★�令和２年度に新施設が稼働した下松市栽培漁業センターでは、種苗生産から中間育成、放流、養殖等の機

能が強化され、漁獲の安定的増大に寄与しています。加えて、漁業者から要望があった、アイナメ、ウマ

ヅラハギの新魚種開発や水産業の啓発等への展開を図ることとしています。

★�漁場となる笠戸島周辺への海域に継続して稚魚の放流を行い、併せて漁礁を設置し、水産資源の確保に努

めています。

★�山口県漁協等の関連団体や市内の活動団体との連携により、市内の学校において、魚食普及や漁業振興に

向けた多様な取組を進めています。

★�「笠戸ひらめ」や「笠戸のとらふぐ」などを通して、地域ブランド化に向け事業展開していきます。

★海岸漂着物等地域対策推進事業の活用等により、漁業生産環境保全意識の高揚を図っています。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

漁獲量 平成
30年度 178t 183t 海面漁業生産統計調査

漁業経営体数（個人） 令和
元年度

27
経営体

27
経営体
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（１）沿岸の漁場の整備・保全

　タコやキジハタなどの資源確保のため、たこつぼ産卵施設や魚礁設置などによる漁場造成を継続すると

ともに、整備魚礁の効果把握や実態調査等を推進します。

・タコの産卵施設設置

・キジハタの漁場整備

・海浜清掃

・種苗放流の増大

・漁業近代化資金等利子補給 

・新規就業者定着支援

・魚食普及

・学校給食における地元水産物の積極的な活用

・特産品開発グループ支援

（２）栽培漁業センターの維持と養殖技術の拡充

　下松市栽培漁業センターでは、種苗生産、中間育成及び養殖事業によるつくり育てる漁業を推進すると

ともに、栽培魚種の拡大、生産経費の削減、技術改良、市場開拓と年間を通じた安定供給に取り組みます。

（３）放流事業の展開

　同じ海域である周南市と協調し、放流計画を維持しつつ、漁業資源の拡大のための事業を展開します。

（４）生産組織や漁業者の体制安定強化

　漁業生産組織の経営基盤の強化を支援し、経営安定化を促進するとともに、新規就業の促進など漁業人

材の確保・育成を図ります。

（５）水産物流通体制の強化

　山口県漁協と連携し、水産物流通体制の強化を促進します。

（６）地産地消＊と魚食普及の推進

　魚食普及に向けて、関連民間団体への支援や、学校給食での地元水産物活用、食育活動等を進めます。

（７）水産物の付加価値の向上

　水産物の付加価値を高めるため、笠戸ひらめ等を使用した水産加工品の開発や山口県漁協等と連携し、

笠戸産水産物の地域ブランド化に取り組みます。

（８）漁場環境の保全

　海底清掃や海浜干潟清掃の計画的実施などにより、漁場環境の保全を推進します。

施 策 の 展 開

栽培漁業センター第3生物飼育棟
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４　産業経済 ２ 商工業の振興

１  工業・物流業の進行

基 本 方 針

　「ものづくりのまち下松」の基幹産業である工業の一層の振興に向け、新規企業立地への努力とともに、

既存事業所、特に中小企業の活性化を支援し、企業間交流や連携等により新たな付加価値の創出も促進し

ます。

現況・課題

★�下松市における工業は、「ものづくりのまち」の基幹産業としての役割を果たしています。鉄道車両や船

舶等の輸送関係から鉄鋼、半導体製造に係るハイテク産業まで幅広い産業が集積しており、独自の技術で

注目を集める企業もあります。

★�工業・物流団地を有する周南工流シティー及び下松地場産業団地には、市内外から物流・製造業の事業所

が立地しています。

★�中小企業等の活性化のため、下松商工会議所等と連携して、経営の高度化、安定化、創業、事業承継への

支援等を行っており、それらの継続と促進が必要です。

★�周南地域地場産業振興センターは、企業情報の収集、提供のほか、新技術・新製品開発支援のための研究

や人材養成、企業間の人的交流、情報交換にも活用されています。引き続き、産学官の連携による産業の

高度化、集積を促進する必要があります。

★�地域の活力を維持していくためには「しごと」の創生が必要であり、創業支援や企業誘致を積極的に行い、

多様な業種の立地を目指していますが、新規立地のための土地に限りがあるため、民間所有の遊休地等を

有効活用し、企業立地用地を確保する必要があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

工場等誘致奨励制度を活用し
て誘致した企業数

令和
元年度 １社 １社

新規立地又は事業所等を拡大
した企業数

令和
元年度 １社 １社

製造品出荷額 令和
元年度

3,280
億円

3,300
億円 工業統計調査
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（１）新規企業立地の促進

　優良企業の誘致や既存事業所の拡張に向けて、遊休地の掘り起こしや民間事業者による開発の促進等に

より、用地の確保を図るとともに、進出等の意欲を高めるため、奨励制度等の整備を図り、業種の幅を広

げられるような誘致活動を県の企業立地施策と連携し、展開します。

・企業誘致活動事業

・工場等誘致奨励制度

・工場用地等情報提供事業

・企業訪問

・企業ヒアリング

・企業ガイドブック

・ものづくりアーカイブズ作成事業

・周南地域地場産業振興センターの活動支援

・コンビナート連携事業 

（２）企業間・業種間の交流促進

　企業間の連携・交流により新しい価値の創造を図るため、県や関係機関等と連携し、異業種交流や大手

企業を交えた協議会等の活動を支援します。また、他都市との連携による産業の活性化等についても検討

します。

（３）新技術・新商品開発や産学連携の促進

　周南地域地場産業振興センターの持つノウハウや機能を最大限に活用し、各種制度の充実や、国・県等

の助成制度の活用、産学連携、新たな資金調達方法の活用等を検討し、新技術・新商品の開発を促進し、

商工業振興を図ります。

（４）中小企業の経営高度化・安定化支援

　下松商工会議所との連携を深め、中小企業の経営高度化・安定化、経営基盤強化を支援します。また、

経営指導や各種事業資金制度融資等の支援を推進します。

（５）ものづくりのまちの積極的周知

　市内外に向け、「ものづくりのまち下松」を様々な方法でアピールし、企業や人材の集積につなげます。

（６）物流業の振興

　物流関係企業の商工業との一体となった振興や誘致のため、関連情報の提供や、事業所用地の確保に努

めます。

・周南地域地場産業振興センター中小企業総合支援事業

・産業技術振興表彰制度

・中小企業制度融資

・中小企業相談所

・小規模事業者経営改善資金利子補給

・中小企業育成研究会特別講演会

・地域経済牽引事業の促進に係る固定資産税の

　課税免除制度

施 策 の 展 開
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２  商業・サービス業の振興

基 本 方 針

　主に大規模小売店舗の立地集積により商業都市の様相を深めてきた下松市ですが、望ましい都市構造の形

成や地区間の立地バランス等を考慮し、健全な商業活動が営めるよう誘導するとともに、中小企業者を支援

し活性化へ導きます。

現況・課題

★�下松タウンセンターの整備を契機として商業施設の立地が進み、下松市は県内有数の商業都市となり、大

規模小売店舗の店舗面積割合の大きさが特徴となっています。下松タウンセンターの核店舗は「ゆめタウ

ン下松」となりましたが、市内の商業環境への市民の満足度は総じて高い状況です。

★�下松駅南地区では、市街地再開発事業や都市活力再生拠点整備事業（リジューム計画）により基盤整備は

完了していますが、商店数の減少により、商業集積地としての性格は薄いものになっています。

★�末武地区や花岡地区で商業施設が増加する一方、下松地区等では減少するなど、立地分布に偏りが生じて

いる部分もあります。

★�社会経済状況や商業環境の変化などに柔軟に対応するため、感染症防止対策や新しい事業転換等に取り組

む事業者を、下松商工会議所をはじめとする関係機関と連携し、支援する必要があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

商品販売額 平成
28年度

1,895
億円

1,900
億円

年間商品販売額
（経済センサス活動調査）

４　産業経済 ２ 商工業の振興
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４ 

産
業
経
済

主 
な 
事 
業

（１）下松駅周辺の商業活性化

　商店街や地域住民が取り組む、まちの活性化活動を支援し、住みよい街の形成を目指します。

・中小企業制度融資

・中小企業相談所

・下松タウンセンターの活性化

（２）経営改善への支援

　商業事業者に対し、小規模企業振興基本法に基づく施策展開等により、下松商工会議所等関係機関と連

携し、各種制度融資、顧客管理等の効率化、経営近代化の指導・支援等のソフト事業を展開します。

（３）組織力の強化と組織活動の展開

　商店街組織の活動促進や組織的活動等商業者の振興活動に対する支援を行います。

（４）下松タウンセンターの活性化

　核店舗の「ゆめタウン下松」と地域の商店で構成する「星プラザ」が連携して誘客に取り組み、市内商

業の中心としての機能を充実するため、下松タウンセンターの活性化を支援します。

（５）大規模小売店舗の良好な環境維持

　市内商業の核のひとつである下松タウンセンターの活性化に努めるとともに、関連法制度の適切な運用

等により、大規模商業施設の適切な立地誘導を図り、良好な生活環境及び商業環境の形成を促進します。

（６）サービス業の振興

　多様なサービス業の振興と商業や観光産業との連携に向けた取組を支援します。

星プラザ下松タウンセンター

施 策 の 展 開
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１  創業支援と雇用対策

基 本 方 針

　変動する経済情勢のもとでも、雇用・人材を確保し、産業の継続的発展や新規展開を進められるよう、

雇用対策を強化するとともに、新規創業や女性・高齢者等の雇用拡大についても積極的な支援を講じてい

きます。

現況・課題

★�世界的な感染症の拡大や気候変動等の影響により、地域経済や雇用情勢への影響が懸念されており、今後

の景気や雇用の動向を注視する必要があります。

★�雇用情勢の変動を見極め、産業振興を通じた雇用の創出、関係機関と連携した雇用情報の提供や職業訓練

など、雇用促進への支援策強化が必要です。

★�人口や地域活力の維持のため、子育てや介護との両立などのニーズに対応するため、「働き方改革」を推

進し、多様な働き方を選択できる社会を目指す必要があります。

★様々な事業意欲を実現化し、地域産業の力としていくための創業がしやすい環境を整える必要もあります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

創業件数 令和
元年度 4件 5件 創業支援等事業を利用した創業

数

開業支援資金の活用件数 令和
元年度 4件 5件 市制度融資を利用した件数

求人倍率 令和
元年度 1.37 1.50 ハローワーク集計の年間求人倍

率

４　産業経済 ３ 創業支援と就労環境整備
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４ 

産
業
経
済

主 

な 

事 

業

（１）雇用情報の収集と雇用対策

　県や下松公共職業安定所との連携により、各職業相談窓口を通じて雇用情報、求人情報の収集、提供、

各種施策のＰＲ等を的確に進め、求人と求職のマッチングに努めます。

・求人情報の掲示

・若者サポートステーション＊事業負担金

・ジョブ・カード制度＊の周知　　

・職業訓練情報の周知

・創業支援等事業

関連計画

計画名 計画期間

下松市創業支援等事業計画 平成27年度～令和5年度

（２）職業訓練等の支援

　県や下松公共職業安定所との連携により、県立高等産業技術学校などによる求職者や在職者に対する職

業訓練への利用促進を図ります。

（３）多様な創業・就業の支援

　関係機関との連携及び広域的な連携により、総合的な創業支援体制の充実を図るとともに、既存企業の

事業承継への支援を進め、市内事業所の生産活動の存続を図ります。

（４）女性や高齢者等の雇用促進

　国や県の施策とも連携しつつ、女性や高齢者、障害者等の雇用を促進し、労働力としての有効活用につ

なげます。

・中小企業制度融資

・シルバー人材センター事業

施 策 の 展 開
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２  勤労者福祉の充実

基 本 方 針

　市内産業の担い手である勤労者が、安全かつ意欲的に従事し、生活できるよう、勤労者福祉や職場の安

全対策を進めるほか、社会経済環境の変化に対応した働き方改革を促進します。

現況・課題

★�勤労者の福祉の充実と勤労意欲向上を目的として設置された下松市勤労者総合福祉センターは、市内の勤

労者や地域住民に文化・スポーツの活動の場として親しまれていますが、施設の老朽化が目立ってきてお

り、適正な維持管理が必要です。

★�職場の安全衛生対策は、国や県の施策情報の提供やＰＲにより効果を上げていますが、労働災害の防止、

労働衛生環境の向上のため、その継続が必要です。

★�子育てや介護との両立などのニーズに対応し、人口や地域活力の維持にもつなげるため、「働き方改革」

を推進し、多様な働き方を選択できる社会を目指す必要があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

勤労者総合福祉センター利用
者数

令和
元年度 40,995人 45,000人 年間利用者数

下松市シルバー人材センター
会員数

令和
元年度 480人 500人 年度末会員数

４　産業経済 ３ 創業支援と就労環境整備
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４ 

産
業
経
済

主 

な 

事 

業

（１）勤労者総合福祉センターの有効活用

　下松市勤労者総合福祉センターの施設の維持管理を行いつつ、その効果的運営、勤労者向けの各種講座

や福利厚生事業等の利用を促進します。

・勤労者総合福祉センター管理運営　　　　　　

・労働安全衛生週間の周知

・労働セミナーの周知

・中小企業勤労福祉協議会の活動支援

（２）職場の安全衛生対策の強化促進

　安全週間や労働衛生週間の行事のほか、関係団体による講習や研修等の活用により、労働安全や衛生面

への意識啓発、情報提供を進めます。

（３）働き方改革の推進

　国や県と連携し、テレワーク＊なども含め、多様な働き方の導入への情報提供や働きかけ等を行うとと

もに、企業側にも企業活動と働き方改革の両立を実現できるよう、生産性向上等に関する新たな施策の情

報提供等を行っていきます。

　また、「サテライトオフィス＊」や「ワーケーション＊」等への取組に対応するため、受け皿としての事

業展開を進める事業者への支援を進めます。

施 策 の 展 開
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５  教育文化

［ 政　策 ］ ［ 基本施策 ］

１ 学校教育の充実
１ 小・中学校教育環境の充実

２ 小・中学校教育の推進

２ 社会教育の充実
１ 青少年の健全育成

２ 生涯学習環境の充実

３ 生涯学習の推進

３ 文化振興と文化財保護
１ 文化活動の振興

２ 歴史・伝統の保護と活用
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５　教育文化 １ 学校教育の充実

１  小・中学校教育環境の充実

基 本 方 針

　小・中学校については、計画的な改修等により施設の長寿命化＊を図るとともに、学習環境の向上に努め

ます。また、Society5.0＊時代を生きる子供たちの学びに即した教育機器・備品の整備や学校図書の充実、

さらには食育活動の場としての学校給食の充実を図ります。

現況・課題

★�学校施設については、計画的な大規模改造・長寿命化＊改修や老朽箇所の改修を行うほか、時代の要請に

即した学習環境の改善を図る必要があります。また、児童生徒数が増加している学校においては、増改築

等の検討が必要です。

★�小学校４校に借地（花岡小�5,588㎡、公集小�5,103㎡、下松小�3,905㎡、久保小�1,827㎡）があり、

その解消を図る必要があります。

★�個別最適化された学びを実現するため、児童生徒１人１台端末に対応したＩＣＴ＊環境の整備が必要です。

★�学校図書館は、国が定める標準蔵書数をもとに計画的な蔵書の充実を図っています。図書館と連携し、読

書活動推進のための取組の一層の充実が必要です。

★�小・中学校の両給食センターでは、学校給食衛生管理基準を遵守し、安全安心で美味しい給食を提供して

います。

★�正しい食習慣の習得と健やかな発達のため、栄養教諭を中心とした食育に関する指導を進めています。ま

た、地産地消＊の拡大のため「まるごと！下松給食の日」を実施するなど、「下松市立小、中学校の給食に

おける地産地消推進協議会」による地元食材の活用等を進めています。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

小・中学校トイレ洋式化率 令和
２年度 69.5% 90.0% 小・中学校のトイレにおける洋

式便器の設置割合

小・中学校特別教室空調設置率 令和
２年度 48.2% 100% 空調を設置した特別教室（音楽

室・理科室など）の割合

地場産食材使用割合 令和
元年度 76.3% 78.0% 各学期ごと 1週間で使用した

県産食材の割合
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５ 

教
育
文
化

主 

な 
事 
業

（１）学校施設の整備充実

　「下松市学校施設長寿命化計画＊」に基づき、大規模改造及び長寿命化＊改修を行うとともに、トイレの

洋式化、照明のＬＥＤ化、特別教室の空調設置など、学習環境の整備に努めます。

・学校施設の長寿命化＊

・学習環境の整備充実

・増改築の計画的検討

・学校用地の確保

・学校備品の計画的配備

・ＩＣＴ＊機器の整備

関連計画

計画名 計画期間

下松市学校施設長寿命化計画＊ 　令和２年度～令和31年度

下松市学校ＩＣＴ＊環境整備計画 　令和元年度～令和５年度

下松市学校図書館図書整備計画 　令和３年度～令和７年度

・デジタル教科書＊等の配備

・教材備品の配備

・学校図書館の蔵書の計画的配備

・小・中学校給食センター運営

・食育の推進

・地産地消＊の推進

施 策 の 展 開

（２）児童生徒数増加への対応

　児童生徒数が増加している学校については、増改築等の対応を進めます。

（３）教育機器等の充実

　学習指導要領に沿った教育機器・教育備品の整備を計画的に推進します。特に、ＧＩＧＡスクール構想＊

に基づき整備したＩＣＴ＊環境を効果的に活用できるよう、機器や教材・学習支援ツールの整備を進め

ます。

（４）学校図書館の充実

　「下松市学校図書館図書整備計画」に基づく蔵書の充実、適切な蔵書管理等を計画的に進め、教育活動

への有効活用を図ります。

（５）学校給食の充実

　安全安心で美味しい学校給食を提供できるよう、小・中学校の両給食センターの運営と施設の改修によ

る長寿命化＊に努めます。また、食育と地産地消＊の観点から、地元食材の活用を進めます。
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５　教育文化 １ 学校教育の充実

２  小・中学校教育の推進

基 本 方 針

　長年積み上げてきた「下松教育」の実績の上に立って、さらに学力と個性、心と体の健全な育成に向けた

学校教育活動を推進するとともに、家庭・地域との連携を一層強化し、安全安心に配慮しつつ、質の高い学

校運営体制の整備に努めます。

現況・課題

★�「ふるさとに誇りをもち、たくましく未来を切り拓く、心豊かな児童生徒」の育成に向け、学校と家庭・

地域が連携・協働して児童生徒の成長を支えるコミュニティ・スクール＊の充実に努め、地域とともにあ

る信頼される学校づくりを目指しています。

★�「下松教育の指針」に基づいた教育活動により、下松市教育研究所をはじめ、各小中学校の学力向上担当

教員を中心とした組織的な研究や、「キラリくだまつ授業づくり」を活用した授業改善により、学力向上

に努めています。

★�ＩＣＴ＊を活用した教育活動の充実を図るため、教員のＩＣＴ＊活用能力の向上に資する研修を計画的に実

施することが必要です。

★�特別支援教育として、障害のある児童生徒一人一人の障害の特性や教育的ニーズに応じた相談・支援体制

の充実を図るとともに、関係機関と連携し、自立と社会参加に向けた主体的な取組を支援しています。

★�国際交流教育として、国際理解や語学力の向上のため、外国語指導助手（ＡＬＴ）を配置しており、広い

視野を持った次世代育成等に努めています。

★�いじめや不登校などに対応するため、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の専門家と

連携し、相談・支援体制の充実を図っています。また、下松市セミナーハウスに、学校へ行きにくい児童

生徒が元気に登校できるように支援する教室である「希望の星ラウンジ＊」を開設しています。

★�学校事務の共同実施により、事務処理体制の整備や学校事務の効率化・平準化・適正化を図り、教員が教

育活動に専念できる事務処理等の体制づくりに努めています。

★�教職員のキャリアステージに応じた人材育成に計画的・継続的に取り組むとともに、学校支援人材の配置

を充実させ、教職員の働き方改革を推進することが必要です。

★�経済的な理由で学校の給食費など、就学に必要な経費の負担が困難な保護者に対する就学援助費交付事業

や進学のための奨学金制度は、継続的な実施が必要です。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

地域や社会をよくするために
何をすべきかを考えることが
ある児童生徒の割合

令和
元年度

小学校 57.0% 60%以上
全国学力・学習状況調査

中学校 37.0% 70%以上

自分はすすんで気持ちのよい
あいさつができていると思う
児童生徒の割合

令和
元年度

小学校 83.6% 小 ･中学校
85％以上

「心豊かな子どもを育てる推進
事業」に係るアンケート中学校 79.9%
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（１）地域とともにある信頼される学校づくりの推進

　保護者や地域の人々の学校運営への参画を促すなど、コミュニティ・スクール＊の充実に努め、学校と

家庭・地域が連携・協働して児童生徒の成長を支えます。また、地域の特色を生かしたふるさと教育を推

進するとともに、交通安全・防犯・自然災害・感染症等に対応した安全安心な学校づくりに努めます。

・コミュニティ・スクール＊推進
・ＣＳコーディネーター＊の配置
・地域連携推進教育指導員の配置
・学校評価の活用による学校運営の改善
・通学路安全プログラム＊の実施
・学校ガードボランティア＊の活用促進
・幼保小中連携教育の充実
・学習指導実践研究推進
・学力向上プランの改善充実
・特別支援教育教員補助員の配置
・ＩＣＴ＊教育推進
・小・中学校ＡＬＴ派遣
・道徳教育実践研究推進

関連計画

計画名 計画期間

下松教育の指針 　毎年度

・心豊かな子供を育てる推進事業
・あいさつ運動の全市的展開
・希望の星ラウンジ＊の活用
・ふれあいラウンジ＊や心の教室相談員の活用
・スクールソーシャルワーカーの派遣
・学校保健会による研修の充実
・人材育成総合推進事業
・教育研究所の機能強化
・教育研究所教育指導員の配置
・学校支援人材の配置
・学校事務の共同実施の充実
・就学援助費交付
・奨学金制度

（２）確かな学力と個性を育む教育の充実

　主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善を通して、自ら学び、考え、判断する力の育成に努

めるとともに、個性や創造性を伸ばし、学ぶ力を育てる学習活動を推進します。また、ＩＣＴ＊の活用など、

社会や時代の新たな要請に対応する教育の充実を図るとともに、特別支援教育の充実にも取り組みます。

（３）豊かな心と健やかな体を育む教育の充実

　生命を大切にし、人権を尊重する心など「生きる力」の核となる豊かな人間性を培うとともに、生涯に

わたって自己実現を図れるような資質能力や態度を育成します。また、体力の向上と健康の保持増進を図

る健康教育を推進します。

（４）組織的・機動的な学校づくりの推進

　学校の総合力の向上に向けた組織的な学校運営の実現と危機管理体制の充実を図るため、教職員の人材

育成に努めるとともに、学校業務の見直しや部活動の適切な運営等、働き方改革を推進し、教職員がそれ

ぞれの役割に応じて学校運営に参画する校内体制の整備と強化に努めます。

（５）就学の援助

　経済的な理由で学校の給食費など、就学に必要な経費の負担が困難な保護者に対する就学援助費交付事

業を継続します。また、高等学校や大学等への就学支援として、奨学金制度を実施します。

施 策 の 展 開
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５　教育文化 ２ 社会教育の充実

１  青少年の健全育成

基 本 方 針

　健全な青少年の育成を地域ぐるみで行うため、学校・家庭・地域の連携を強化した各種の取組や団体活動

の支援、図書館活動や情報提供、相談活動等を通して、学びの場の創出や居場所づくり等、健全育成への実

践を続けていきます。

現況・課題

★�青少年を取り巻く社会環境の変化を踏まえながら、諸問題の解決のため、学校・家庭・地域が連携した地

域ぐるみで子どもを育てる体制づくり、環境づくりが重要になっています。

★�全小学校区に「放課後子ども教室」が開設されており、今後、地域の参画による運営を進めていく必要が

あります。

★�地域が子育てを大切にする社会になる取組として、「地域未来塾＊」、「子育て広場＊」、「家庭教育支援チー

ム＊」が始まっています。

★�青少年に多様な活動の機会と場を提供するため、青少年育成団体への支援及び連携を継続的に行っていく

必要があります。

★�図書館では、読書通帳の活用、学校と連携して実施する「星ふるまちの図書館教育」や「図書館サービスハ

ンドブック」による読書支援等を通じ、子どもの読書意欲の向上と学びのサポートに効果をあげています。

★�青少年を取り巻く地域の環境改善に「青少年を守る店＊」運動等が役立っていますが、近年は、スマートフォ

ン、ＳＮＳ＊等に起因するトラブルも指摘され、非行や被害防止への取組も含め、その方法を検討する必

要があります。

★「�地域で子どもを育てよう」をテーマに、情報誌「ねぇ」を発行しています。

★�社会教育指導員による電話相談「ヤングテレホンくだまつ」は、青少年のほか、その保護者も対象として

いますが、多様化、複雑化する相談内容に応じた的確な対応が求められています。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

地域未来塾＊参加者数 令和
元年度 295人 500人 年間延べ参加者数

青少年育成協議会加盟団体数 令和
２年度 25団体 30団体 市内青少年育成団体の加盟数

絵本のあるくらし応援パック
配布数

令和
元年度 600個 600個 絵本のあるくらし応援パックの

年間配布数

星ふるまちの図書館教育受講
者数

令和
元年度 500人 500人 星ふるまちの図書館教育年間受

講者数
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（１）地域ぐるみでの青少年活動の推進

　学校・家庭・地域が連携し、地域ぐるみの人間的なふれあいを軸に、「放課後子ども教室」、「地域未来塾＊」、

「子育て広場＊」、「家庭教育支援チーム＊」等の取組により、青少年の健全育成環境づくりを行います。また、

「中学生ボランティア＊」の推進等を通じて、青少年の主体性を育てていきます。

・放課後子ども教室

・地域未来塾＊

・子育て広場＊

・家庭教育支援チーム＊

・中学生ボランティア＊育成

・青少年育成協議会の活動支援

・子ども会育成連絡協議会の活動支援

・親子読書推進事業

　（絵本のあるくらし応援パックの配布）

関連計画

計画名 計画期間

下松市第２期子ども・子育て支援事業計画
（くだまつ星の子プラン） 　令和２年度～令和６年度

・星ふるまちの図書館教育

・図書館サービスハンドブック事業

・おはなし会

・こども環境クリーンアップ活動

・青少年を守る店＊運動

・情報誌「ねぇ」発行

・青少年相談事業「ヤングテレホンくだまつ」

（２）青少年育成団体の活動支援

　下松市青少年育成協議会を中心に、青少年育成団体への活動支援を行うとともに、連携を強化し、青少

年の実践的な体験活動の機会の充実を図ります。

（３）子どもの読書活動の促進

　絵本のあるくらし応援パックの配布やおはなし会の実施により、乳幼児期からの図書館利用促進と読書

啓発を図るとともに、小中学校への図書館教育や読書支援を通して、子ども達が本に親しみながら、心豊

かに成長できる環境整備を図ります。

（４）青少年を取り巻く環境改善活動の推進

　青少年を取り巻く環境の変化に対応しながら、関係団体との連携及び商店主等の協力のもと、「青少年

を守る店＊」運動や「こども環境クリーンアップ活動」等の青少年の非行や被害防止活動を展開します。

（５）青少年育成の啓発・情報提供

　広報啓発活動を通じ、青少年の健全育成への市民理解を促進するとともに、時代に即した内容と情報提

供の方法について検討し、実践していきます。

（６）青少年相談の充実

　電話相談「ヤングテレホンくだまつ」について、より一層の周知に努めるとともに、青少年に関する様々

な悩みや相談に対し、適切な助言や情報提供を行うため、相談員の研修、専門機関との連携などの充実を

図ります。

施 策 の 展 開
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５　教育文化 ２ 社会教育の充実

２  生涯学習環境の充実

基 本 方 針

　市民の生涯学習意欲やニーズに応える場や機会を充実させるため、公民館施設の維持管理・更新や市民参

加も含めた運営改善、図書館におけるソフト面も含めた内容及び利用利便の充実を図ります。

現況・課題

★�下松中央公民館と下松市立図書館の複合施設である「ほしらんどくだまつ」は、生涯学習の中核施設であ

ると同時に、市民交流拠点としての機能の発揮が求められます。

★�公民館は、地域に根ざした学習や実践的活動の場となっています。

★�一部の公民館において、地域住民により組織された団体を指定管理者として運営していますが、公民館の

管理・運営に関しては、指定管理者制度＊の導入やコミュニティーセンター＊への移行も含めて、幅広い視

点から検討する必要があります。

★�花岡公民館講堂、米川公民館及び末武公民館については、「下松市公民館施設整備計画」に基づき、順次

建替えを進めています。

★�移動図書館「あおぞら号」は、市周辺部や幼稚園、保育園、小学校、児童の家、高齢者福祉施設等を巡回し、

読書に親しむ機会を提供しています。

★�図書館では、「下松市郷土資料・文化遺産デジタルアーカイブ＊」で市の歴史をインターネット公開し、市

内外の人に利用されていますが、下松の魅力・まちの資源を発信するツールとして、さらに効果的な利活

用法を検討する必要があります。

★�電子図書館は令和２年10月末から運用を開始し、周知と利用促進を図るとともに、サービスの充実に努

めています。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

下松市郷土資料・文化遺産デ
ジタルアーカイブ＊アクセス
件数

令和
元年度

240,000
件

300,000
件

デジタルアーカイブ＊年間アク
セス件数

電子図書館利用点数 ー ー 6,000点 電子図書年間貸出点数
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（１）公民館の充実

　公民館が生涯学習と交流の場としての役割を発揮するとともに、地域の特性を活かした活動拠点となる

よう努めます。また、施設のあり方、地域の住民による指定管理者制度＊導入も含めた管理運営方法の検

討を進めます。

・公民館施設整備

・郷土資料・文化遺産デジタルアーカイブ＊事業

・古地図散歩でまちの魅力発見事業

・くだまつ情報コーナー運営

関連計画

計画名 計画期間

下松市公民館施設整備計画 平成30年度～令和5年度

下松市社会教育施設等長寿命化計画＊ 　令和３年度～令和12年度

・くだまつ再発見コーナー運営

・移動図書館運営

・電子図書館運営

（２）公民館の施設整備

　「下松市公民館施設整備計画」及び「下松市社会教育施設等長寿命化計画＊」に沿って、施設の建替え

や改修を計画的に進め、施設の安全性や利便性を確保します。

（３）図書館の充実

　図書館が、暮らしや調査研究に役立つ地域の情報拠点となるよう、蔵書の充実を図るとともに、来館の

きっかけにつながる行事開催や情報発信を行い、利用促進に努めます。また、「下松市郷土資料・文化遺

産デジタルアーカイブ＊」掲載資料の充実や、古地図散歩でまちの魅力発見事業の実施により、郷土の歴

史を気軽に学ぶことができる環境整備を進めます。

（４）移動図書館の充実

　市周辺部や幼稚園、保育園、小学校、児童の家、高齢者福祉施設等を移動図書館「あおぞら号」で巡回

し、きめ細かい図書館サービスを実施します。また、学校や園への巡回では、子ども達の図書館利用のきっ

かけづくりをします。

（５）電子図書館の充実

　インターネットを通して電子書籍の貸出を行う電子図書館サービスの実施により、時間や距離の制約、

外出自粛状況下、災害時等に関係なく、いつでもどこでも読書を楽しむことができる環境整備を進めます。

また、子ども達の学習効果や読書意欲の向上、活字離れを防ぐ一助となるよう、利用促進に努めます。

施 策 の 展 開
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５　教育文化 ２ 社会教育の充実

３  生涯学習の推進

基 本 方 針

　いつでも、どこでも、誰もがそれぞれの興味や関心に応じて主体的に学ぶことができるよう、学習機会の

充実に努めるとともに、情報提供や指導人材の発掘・育成・活用などの支援により、市民一人一人が生涯学

習を通じて生きがいを持てる社会の実現を目指します。

現況・課題

★�市民一人一人が、生きがいをもって活躍できる社会実現のため、いつでも、どこでも、誰もが気軽に参加

できる学びの場が必要となっています。

★�生涯学習の推進には、主体的な学習グループの育成、学習ニーズの的確な把握、現代的課題への対応、指

導者の発掘・育成など、多様な取組が必要です。

★�公民館講座を掲載した「生涯学習とくとく情報」を発行していますが、インターネットの活用も含め、学

習情報の提供の充実が課題です。

★�公民館による様々な講座開設のほか、「出前講座」、「after ５in くだまつ」など、学習の場を提供しており、

「出前講座」では市民講師の登録、活用を図っています。

★�親子のきずなや人と人とのつながりを大切にする社会や、笑顔が輝く人づくり・地域づくりを目指した取

組を進めています。

★�「成人式」は、新成人を中心に組織された実行委員会により企画・運営されています。

★�「童謡フェスタ」の開催等について見直しを行う必要があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

生涯学習機会の充実施策に
対する満足度

令和
元年度 13.6% 20.0% まちづくり市民アンケート

「出前講座」講師登録数 令和
２年度

30
人・団体

40
人・団体 市民講師登録数

「出前講座」受講者数 令和
元年度 1,840人 2,500人 年間延べ受講者数
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（１）生涯学習機会の充実

　個人の多様化する学習ニーズを的確に把握し、公民館講座をはじめとした各種講座の開催など、各世代

が気軽に、主体的に学習活動できるよう学習機会の充実を図ります。

・公民館講座

・生涯学習支援事業「出前講座」

・星のまちカレッジ after5in くだまつ

・高等教育機関との連携講座

・親子の日フェスタ

・笑顔の写真コンテスト

・成人式

・市民憲章普及啓発活動の推進

（２）生涯学習活動支援の充実

　生涯学習に関する情報をインターネット上で発信するなど、情報提供の充実、活用の促進を図ります。

（３）生涯学習による人づくり・地域づくり

　地域の人材、生涯学習活動の経験者が、知識や技能を学習活動や地域活動に還元できる仕組みや支援体

制を確立するとともに、各種講座やイベント等の開催を通して、人と人とのつながりや地域づくりにつな

がる取組を進めていきます。

（４）市民憲章の普及啓発

　下松市民憲章推進協議会を中心に、まちづくりのための行動目標を示した市民憲章の普及啓発活動を推

進します。

親子の日フェスタ

施 策 の 展 開
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５　教育文化 ３ 文化振興と文化財保護

１  文化活動の振興

基 本 方 針

　市民文化の向上に向けた各種の文化活動は、行政主導から文化団体の主導、協働での推進へと発展させ、「ス

ターピアくだまつ」を中心拠点として、文化行事の充実、芸術文化に触れる場の充実等に取り組みます。特に、

下松市の特徴である吹奏楽のまちづくりを積極的に進めます。

現況・課題

★�市民の文化活動は、下松市文化協会を中心に活発に行われています。市民が優れた芸術文化に触れる機会

の拡充や、優れた芸術文化活動が表彰・顕彰される仕組みづくりが必要です。

★文化活動団体の主体的運営の促進や市民参加の拡大などが求められます。

★魅力ある文化行事を開催するため、企画段階から市民参加などの取組を進める必要があります。

★�下松吹奏楽協会を中心とした「吹奏楽のつどい」や技術講習会などの活動を通して、吹奏楽によるまちづ

くりを継続的に進めています。

★�下松市文化会館「スターピアくだまつ」は大規模改修を行いましたが、今後も文化活動の拠点として活用

するため、施設や設備の保守・改修等を計画的に進める必要があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

市民文化祭参加者数 令和
元年度 3,600人 4,000人 年間延べ参加者数

下松吹奏楽協会会員数 令和
元年度

188
人・団体

210
人・団体 会員数

文化会館利用者数 令和
元年度

163,100
人

190,000
人 年間延べ利用者数



141

５ 

教
育
文
化

主 

な 

事 

業

（１）文化活動の支援

　下松市文化協会をはじめとした文化団体の主体的な活動を支援することにより、芸術文化に親しむ人を

増やし、同時に、活躍する個人・団体の育成に取り組んでいきます。また、優れた芸術文化活動の表彰・

顕彰により市民文化の向上を図ります。

・文化協会の活動支援

・全国大会出場激励金交付

・芸術文化表彰

・市民美術展覧会

関連計画

計画名 計画期間

下松市社会教育施設等長寿命化計画＊ 令和３年度～令和１２年度

・市民文化祭

・吹奏楽協会の活動支援

・文化会館管理運営

（２）文化行事の開催・充実

　市民美術展覧会等の文化行事の充実を図るとともに、文化芸術の鑑賞及び発表機会の拡充に努めます。

また、これら行事の活性化や市民参加促進の方策を市民協働で検討し、進めていきます。

（３）吹奏楽のまちづくり

　下松吹奏楽協会を中心に市民と演奏者が協働し、吹奏楽によるまちづくりを推進します。

（４）「スターピアくだまつ」の活用促進

　下松市文化会館「スターピアくだまつ」が、各種芸術文化公演や市民の文化活動の発表の場等の拠点と

して、有効に活用されるよう努めるとともに、「下松市社会教育施設等長寿命化計画＊」に沿って、必要な

保守や改修を順次進めていきます。

市民美術展覧会 吹奏楽のつどい

施 策 の 展 開
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５　教育文化 ３ 文化振興と文化財保護

２  歴史・伝統の保護と活用

基 本 方 針

　文化財等を適切に保護していくとともに、「ふるさと下松」の歴史・文化を伝える各種資料を収集し、そ

の活用方策を多様に検討し、市民の関心を高め、誇りの醸成にもつなげます。

現況・課題

★�下松市文化財審議会の意見を伺いながら、文化財の指定、保存、管理を進めるとともに、所有者や保存団

体との連携や情報共有など、支援体制の確立が必要となります。また、保護だけでなく、活用の視点での

検討や実践も求められます。

★�平成28年に郷土資料展示収蔵施設「島の学び舎」が開館し、市内の歴史、民俗、文化財等に関する資料

を保存・展示していますが、その内容の充実と来館者の増加への取組が課題です。

★「ふるさと下松」の歴史を次世代に正しく伝えるため、その研究と保存への取組が必要となります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

島の学び舎来館者数 令和
元年度 1,159人 2,000人 年間延べ来館者数
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５ 

教
育
文
化

主 

な 

事 

業

（１）文化財の保護と活用

　下松市文化財審議会の意見を伺いながら、文化財の指定や指定文化財の適切な保存、管理を進めるとと

もに、県指定無形民俗文化財である切山歌舞伎の活動支援にも努めます。同時に、保全と両立する活用の

方策を検討し、市民の文化財への関心向上を図ります。

・文化財の指定

・文化財保護事業

・埋蔵文化財の調査 ・保護事業

・切山歌舞伎の活動支援

・島の学び舎管理運営

・くだまつふるさと広場

・市史編さん準備事業

施 策 の 展 開

（２）歴史・民俗資料の展示・収蔵による活用

　市民が郷土の歴史、民俗、文化財等を学習し、理解を深めることができるよう、「島の学び舎」でさら

なる資料収集を進めるとともに、企画展や社会科見学等による来館者の増加に努めます。また、ほしらん

どくだまつ内の「くだまつふるさと広場」では、市民ボランティアと協働し、企画展示による情報発信を

行います。

（３）市史編さん準備事業の推進

　市史編さんに向けて、「ふるさと下松」の歴史的発展について資料を収集・整理し、その成果の取りま

とめを行います。

文化財の保護
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６  市民協働

［ 政　策 ］ ［ 基本施策 ］

１ 協働体制の確立
１ 市民と行政の情報共有化

２ 協働による地域活動の推進

３ 民間活力を活用した協働

２ にぎわい創出と魅力発信

１ 観光拠点の充実

２ 観光産業の振興

３ スポーツ環境の充実

４ スポーツの推進

５ 多文化共生＊と国際交流

６ 移住・定住の促進

３ 人権の尊重
１ 人権の尊重

２ 男女共同参画の推進
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１  市民と行政の情報共有化

基 本 方 針

　協働のまちづくりの基礎となる市民と行政の情報共有化のため、情報弱者にも配慮しつつ様々な媒体によ

る情報提供のほか、双方向の情報伝達機能を強化するとともに、情報公開制度の運用、個人情報保護にも万

全を期していきます。

現況・課題

★�市ホームページを活用して、市政情報の提供のほか、申請書等のダウンロード、電子申請サービスを提供

しています。

★�情報発信における基礎的な媒体としてホームページを位置づけ、市民がまちづくりに関心が持てるような、

分かりやすい構成に改良する必要があります。

★�市ホームページにGoogle が提供する翻訳サービスを実装しています。また、外国人だけでなく、あらゆ

る人が理解しやすく、平易でわかりやすい日本語表現を用いるとともに、情報弱者である高齢者や障害者

にも配慮した情報伝達に取り組みます。

★�広報「潮騒」、ホームページやＳＮＳ＊のほか、チラシやポスターなども活用し、あらゆる世代が市政情報

に触れる機会を増やしていく必要があります。

★�市民と行政の協働によるまちづくりの浸透には、そのきっかけとして、情報の公開や提供により、説明責

任を果たすことが重要です。

★�各種広聴機会が、市民意見や意向把握の場として有効に機能しており、市民参加や行政との交流による協

働の環境づくりのため、引き続き活用が求められます。

★�ホームページの活用による提言受付や広報・広聴活動、パブリックコメント＊など、多様な情報共有、市

民参加の機会拡大が必要です。

★�令和２年からツイッター＊を開始し、市政情報の提供への活用のほか、市民ご意見箱などに加えて広聴機

会の拡大を図っています。

★�平成11年度に保存基準等も含めた文書管理システムを確立するとともに、「下松市情報公開条例」を制定、

施行しています。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

市ホームページ閲覧数 令和
元年度

45,383
件 /月

50,000
件 /月 市ホームページの月間閲覧件数

くだまる公式ツイッター＊の
フォロワー数

令和
元年度 200件 2,700件

６　市民協働 １ 協働体制の確立
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市
民
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働
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な 
事 
業

（１）広報の充実

　広報紙「潮騒」や、ホームページ、ＳＮＳ＊などを活用し、バランスのとれたきめ細かい情報を提供します。

・ パブリシティ（新聞・テレビ・ラジオなど）

を活用した情報発信

・広報紙の発行

・声の広報の作成

・ホームページの充実

・くだまるツイッター＊の活用

・市長の Facebook の活用

・パブリックコメント＊

・市長へのたより

・市民ご意見箱

・情報公開制度の運用

施 策 の 展 開

（２）多様なメディアによる広報・情報発信

　ＳＮＳ＊の活用により、双方向の情報伝達機能強化を進めるほか、新技術、新システムを見極めながら

導入・活用していきます。

　また、地元ケーブルテレビやＦＭ局等メディアとの協働により、新たな情報発信にも努めます。

（３）広聴・対話行政の充実

　各種の広聴機会を活用した対話行政の充実を図り、市民ニーズの的確な把握と行政施策への反映に努め

ます。

（４）行政への市民参加の推進

　審議会、パブリックコメント＊の活用等により、行政の計画策定や施策運営等への市民参加機会の拡大

を図ります。

（５）情報公開の推進

　�「下松市情報公開条例」の的確な運用を図るとともに、各種媒体や広報手段を活用し、制度の認知度を

高め、行政情報を積極的に公開・提供します。
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２  協働による地域活動の推進

基 本 方 針

　まちづくりにおける「協働」の体制を強力なものにしていくため、自治会を中心に市民活動団体や人材の

育成に力を注ぎ、その活動拠点となる公民館や集会所等のコミュニティ施設の市民による管理も含めた充実

と有効活用に努めます。

現況・課題

★�自主的なまちづくり活動の活性化等、市民のまちづくりへの関心や実践の意識が高く、これらの需要を的

確に把握することが必要です。

★�市民と行政が役割を分担し、市民ができる部分は自ら行動して解決するという協働の意識、姿勢を高める

ことが重要です。これから市民活動を始めようとする市民のきっかけづくり、市民活動団体の組織強化や

団体間の連携及び情報交流の促進等に努めています。

★�市内には自治会、婦人会、子ども会等のコミュニティ組織があり、市民参加によるまちづくりの主体とし

て、活発に活動しています。

★�市内に約270の単位自治会があり、地区自治会連合会がそれらを包括しています。自治会によっては集

合住宅や流入出世帯が多いことから、地域住民の自治意識を醸成することが課題となっています。

★�単位自治会と地区自治会連合会の密接な協力により、組織体制の強化と自治会未加入世帯の解消を図る必

要があります。また、多くの単位自治会長が毎年交替する中、リーダーとなる人材の育成が必要です。

★�自治会は、まちづくりの主体としての役割を明確に位置づけ、住民の参加意識を一層高めることが重要

です。一部の自治会では自ら課題解決に取り組む活動が見られ、そうした活動を支援することが求めら

れます。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

地域担当職員配置数 令和
２年度 0人 6人 地域担当職員に任用される職員

数

６　市民協働 １ 協働体制の確立
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６ 

市
民
協
働

主 

な 

事 

業

（１）地域力を養う人材・組織の育成

　自治会をはじめ、ボランティア等の市民団体・グループ等の活動の促進を図ります。また、自治会長研

修会の実施や団体間連携の活性化等を通じ、リーダー等の人材育成に努め、特に女性や若年層の参画を促

進します。

・自治会活動助成

・自治会連合会活動支援

・市民活動団体登録制度

・市民活動保険

・地域担当職員制度＊

・東陽コミュニティーセンター管理運営

・地区集会所建設等助成

・駅南市民交流センター管理運営

（２）自治会活動の促進

　自治会活動の多様性、地域性、先駆性等の特性を地域の課題解決に活かせるよう、情報提供や啓発等、

効果的な支援に努めます。また、自治会組織の強化に向け、未加入世帯の解消策などについて市自治会連

合会とともに多角的に検討します。

（３）コミュニティ拠点施設の活用促進

　地域による公民館や集会所の運営の活性化を支援するとともに、指定管理による公民館のコミュニ

ティーセンター＊化を検討します。下松市駅南市民交流センターは、駅前の好立地を活かし、市民の多彩

な交流活動に資する活用方法を検討します。

（４）地区活動拠点施設の整備

　地区活動の拠点となる集会所等の建築や修繕に対する助成を通して、地域のまちづくり活動の拠点機能

の充実を図ります。

（５）住民との協働による地域づくり

　地域と市との協働によるまちづくりを推進するため、地域担当職員制度＊を活用するなどして、地域の

課題を住民と共有し、地域づくりについて助言・提案していきます。

施 策 の 展 開
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６　市民協働 １ 協働体制の確立

３  民間活力を活用した協働

基 本 方 針

　市民、民間事業者や高等教育機関等が、それぞれの長所をまちづくりに活かす協働体制づくりに向け、様々

な働きかけを行い、関係機関との連携によるまちづくりの実践につなげていきます。

現況・課題

★�まちづくりには、市民との協働だけでなく、民間事業者や高等教育機関などと連携し、知恵と力を出し

合う体制づくりが重要となります。

★�産・官・学の連携の取組として、高等教育機関等との協働の取組を通して、地域内に若者を定着させる

ことにより、人口増加や地域活力の向上につなげていく必要があります。

★�これまでに包括連携協定＊を締結した民間事業者や高等教育機関等とのさらなる連携を模索し、地域課

題の解決を図る必要があります。

★�ＳＤＧｓ＊の目標達成に向けた取組など、様々なステークホルダー＊に対して、市の施策との相関性を共

有し、協働のきっかけづくりを進める必要があります。また、その財源として、企業版ふるさと納税＊

の活用も検討する必要があります。

★�人と人との出会い、交流は人口の定着や増加につながることが期待され、市内外での団体、組織による

様々な交流の機会を創出していくことが重要となります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

民間事業者との連携による事
業件数

令和
元年度 11件 17件 民間事業者との連携事業件数

（累計）

高等教育機関等との連携事業
件数

令和
元年度 2件／年 4件／年 高等教育機関等との 1年当た

りの連携事業件数



151

６ 

市
民
協
働

主 

な 

事 

業

（１）官民連携によるまちづくり

　地域と市との協働によるまちづくりに向け、包括連携協定＊の締結による、民間事業者等にも積極的な

地域貢献や協働体制への参画を促していきます。また、連携による地域課題の解決を通して、人材育成や

雇用の創出、地域の活性化につなげていきます。

・民間企業との包括連携協定＊

・大学等との連携による産業振興・雇用創出

・ＰＢＬ＊（課題解決型プロジェクト学習）の活用

・婚活事業の支援

・企業版ふるさと納税＊の活用

（２）高等教育機関等との協働促進

　周南地域や県内の大学等と連携し、地域課題解決のプロジェクトを推進することにより、学生の地域活

動への関心を高め、参加を促すとともに、卒業後の地域内への定着を促進します。

（３）交流イベントの促進

　下松商工会議所、周南青年会議所等の団体や民間事業者、NPO法人等と連携し、市民交流イベント等

を積極的に展開していきます。

施 策 の 展 開

徳山大学との連携によるゆず味噌づくり体験会下松デンタルアカデミー専門学校
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６　市民協働 ２ にぎわい創出と魅力発信

１  観光拠点の充実

基 本 方 針

　観光を重要な産業と捉え、笠戸島の各観光関連施設を中心に、市内の魅力ある資源をコンテンツ＊として

活用し、拠点機能の充実を図ります。

現況・課題

★�観光は、人の交流やふれあいを通じて地域に活気をもたらす重要な産業であり、既存資源やその良さを活

かした拠点形成・充実が必要です。それらを踏まえて、平成30年３月に「下松市観光振興ビジョン」を

策定しました。

★�笠戸島は下松市の有力な観光資源であり、「みなとオアシスくだまつ☆笠戸島」への登録もあり、拠点と

しての集客力を高める必要があります。

★�平成 28年度に国民宿舎大城がグランドオープンし、令和２年には下松市栽培漁業センターの増築、「笠

戸島家族旅行村整備計画」策定及び笠戸島ハイツ跡地活用事業を進める中で、それら観光拠点施設の有効

な活用や有機的連携を進める必要があります。

★�笠戸島に植樹している河津桜（約580本）を河津桜まつり等、春の観光資源として活用し、これを目的

に多くの観光客が訪れています。今後、さらに外史公園等にも河津桜を植樹し、名所とすることを目指し

ています。

★�米泉湖周辺でのハイキング等のレジャー機能や、旧山陽道の宿場町である花岡地区の歴史的遺産が残る町

並みなど、市内各地域の環境や個性を活かした観光施策が求められます。

★�観光振興は、市民及び商工業者との協働が重要であり、民間主導による施策を展開するため、下松市観光

協会の事務局を下松商工会議所に設置し、産官民の連携体制を強化することとしています。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

国民宿舎大城利用者数 令和
元年度

167,554
人

180,000
人 指定管理者報告数値

笠戸島家族旅行村利用者数 令和
元年度

39,772
人

70,000
人 指定管理者報告数値

栽培漁業センター利用者数 令和２年
９月末

13,907
人

20,000
人 指定管理者報告数値
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（１）笠戸島の観光拠点としての機能充実

　国民宿舎大城や笠戸島家族旅行村、下松市栽培漁業センター、海上プロムナード、島の学び舎等の観光

関連施設の連携を強化し、一体的な魅力向上を図るため、利便性の向上を進めるとともに、笠戸島家族旅

行村の再整備や笠戸島ハイツ跡地活用事業により、着地型観光＊を造成できる観光拠点の機能充実を進め

ます。

　また、笠戸島自体をブランド化できるよう、河津桜、ハイキングコース、笠戸ひらめ等の自然や特産品

を活用した観光コンテンツ＊の磨き上げを進めます。

・観光振興ビジョン推進事業

・国民宿舎大城管理運営

・笠戸島家族旅行村管理運営

・笠戸島家族旅行村整備計画の策定

・海上プロムナード管理

・栽培漁業センター観光案内業務

・笠戸島観光環境整備

・ハイキングコースマップの更新・増刷

・おいでませ山口観光キャンペーン

・周南広域（光・下松・周南）観光連携

・観光客受入体制の整備

関連計画

計画名 計画期間

下松市観光振興ビジョン 平成３０年度～令和４年度

国民宿舎事業経営戦略 　令和３年度～

（２）米泉湖周辺の観光拠点機能整備

　下松市観光協会や地元住民の活動等を通じ、広域的な憩いの場としての機能の向上を促進します。

（３）花岡の歴史的町並み環境整備

　市民有志や団体との連携により、宿場町の歴史的資源の保存・紹介、旧山陽道の町並み整備等、観光的

価値を高める方策を検討します。

大城温泉

施 策 の 展 開

ひらめ�き�パーク笠戸島タッチングプール
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６　市民協働 ２ にぎわい創出と魅力発信

２  観光産業の振興

基 本 方 針

　民間主導による産官民連携体制と市民のおもてなしの心により、特産品を活かした観光商品づくりやイベ

ント等の集客コンテンツ＊の充実、観光情報発信等を計画的に進め、観光振興ビジョンで示した方向の具体

化を図ります。

現況・課題

★�平成30年３月に策定した「下松市観光振興ビジョン」では、笠戸島を中心とした魅力づくり、観光振興

の核となる組織づくり、市内外への情報発信を重点戦略としており、各種産業との連携強化のもとで推進

することとしています。

★�観光の核となる組織である下松市観光協会と下松商工会議所を中心とした産官民の連携による、「観光を

産業として盛り上げる体制の確立」が求められます。

★�国民宿舎大城や笠戸島家族旅行村、下松市栽培漁業センター、旧笠戸島ハイツ等の施設を連携活用し、幅

広い産業への展開につなげる取組を民間主導の体制のもとで進めることが課題です。

★�「笠戸ひらめ」や「来巻にんにく」のほか、「笠戸レモン」や「米川ゆず」などを素材とし、加工も含め

た特産品として付加価値を高め、販売を拡大する方策の検討、実践が求められます。また、本市の特徴で

ある「ものづくり」を観光コンテンツ＊として活用するため、事業者との連携体制の強化も必要です。

★�下松市観光協会及び下松商工会議所などによる民間主導の観光振興への取組や、周南広域観光連携推進協

議会による３市が連携した活動の展開が重要となります。

★�外国人モニターツアーなどを実施し、インバウンド＊に対する課題の抽出を行っていますが、今後、山口

県国際観光推進協議会と連携し、「下松市観光振興ビジョン」に基づき、取組を進める必要があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

笠戸島地区観光客数 令和
元年度

205,195
人 350,000人 山口県観光客動態調査

米川地区観光客数 令和
元年度 17,760人 25,000人 山口県観光客動態調査

花岡地区観光客数 令和
元年度 37,120人 40,000人 山口県観光客動態調査

市全体観光客数 令和
元年度

815,070
人

1,000,000
人 山口県観光客動態調査
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（１）観光振興ビジョンの推進

　「下松市観光振興ビジョン」を適切に見直しつつ、観光を産業として民間主導で育てられるよう、核と

なる組織である下松市観光協会及び下松商工会議所を中心に、観光関係者同士の連携体制強化の取組を進

めます。

・観光振興ビジョン推進事業

・農業公園との連携

・観光協会、商工会議所との連携・支援

・観光案内所の設置

・インバウンド＊推進事業  

・観光情報発信の強化及び多言語化

・観光看板及びパンフレット等作成

　（外国語表記や外国語対応）

関連計画

計画名 計画期間

下松市観光振興ビジョン 平成３０年度～令和４年度

（２）観光商品づくり

　ひらめ等の海産物やレモン、ゆず、ニンニク等、下松ならではの魅力的な産品を活用し、６次産業化＊

による付加価値の高い特産品・観光商品の開発と販売体制の確立を図ります。

（３）集客コンテンツ＊の充実

　「ものづくり」や「星ふるまち」の伝説などを観光につなげる連携体制を構築し、集客のための特色あ

るイベントやプログラムなど観光コンテンツ＊として活用の充実を進めます。

（４）観光情報発信の強化

　下松市観光協会と連携し、市民や市外観光客などそれぞれのニーズに合わせ、パンフレットやポスター

の作成、ホームページ及びＳＮＳ＊等を活用した情報発信のデジタル化を進め、ＰＲ活動強化を図ります。

また、玄関口となる下松駅周辺に観光案内所を設置し、市内循環に繋がる情報発信を行うなど、鉄道駅や

下松サービスエリアなども、情報発信の場として有効に活用していきます。

（５）観光振興体制の充実

　下松市観光協会と下松商工会議所を観光の核となる組織として、民間主導で市内事業者等と産官民一体

となった観光振興施策を展開するとともに、全国各地から観光誘客を図り、まちのにぎわいの創出を図る

ため、くだまつクルーズ振興協議会と連携しクルーズ客船の誘致に努めます。また、周南市、光市との周

南広域観光連携推進協議会による広域的な誘客への取組を進めます。

（６）国際化に対応した観光受入体制の整備促進

　外国文化に対応した魅力の感じ方等を把握し、それに対応した観光の取組などの充実を図ります。

（７）観光ホスピタリティ＊の向上

　市民それぞれが「くだまつ愛」に裏付けられた誇りとおもてなしの心を持って、あいさつや簡単な案内

などを行えるよう、気運の醸成に努めます。

施 策 の 展 開
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６　市民協働 ２ にぎわい創出と魅力発信

３  スポーツ環境の充実

基 本 方 針

　スポーツ関係団体の運営支援や組織力強化支援に取り組むとともに、スポーツ施設の充実を図り、良好な

スポーツ環境を提供します。

現況・課題

★�生涯スポーツ活動による心豊かな生活の実現を目指し、「する」、「観る」、「支える」を基本方針とする「下

松市スポーツ推進計画」を策定しています。

★�競技力の向上を図るため、下松市スポーツ協会や下松市スポーツ少年団等が中心となり、指導者育成や競

技団体間の連携促進などに取り組んでおり、市は助成金の交付等により、これらの活動を支えています。

★�健康増進や生きがいづくり等を目的として、下松市スポーツ推進委員協議会を中心に地域のスポーツ振興

を推進しています。

★体育施設を運営する指定管理者と連携して、効率的な維持管理や計画的な改修等に努めています。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

スポーツ少年団登録者数
（団員）

令和
２年度 463人 450人 令和２年度一次登録時点

スポーツ少年団登録者数
（指導者・役員・スタッフ）

令和
２年度 146人 150人 令和２年度一次登録時点

体育施設利用者数
（温水プール・スポーツ公園
ゲートボール場を除く）

令和
元年度

157,237
人

170,000
人

スポーツ公園ゲートボール場
は、令和 2年度から利用者管
理開始

体育施設利用者数
（温水プール）

令和
元年度

117,720
人

120,000
人

浴室、トレーニング室その他附
属施設の利用者数を含む
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（１）スポーツ組織の育成・支援

　下松市スポーツ協会、下松市スポーツ少年団等のスポーツ関連団体の主体的な活動を支援するとともに、

情報提供、指導者育成支援等による活動環境の向上に努めます。

・総合型地域スポーツクラブ＊運営支援

・スポーツ協会の活動支援

・スポーツ少年団の活動支援

・スポーツ推進委員協議会の活動支援

・体育施設整備

・体育施設運営

関連計画

計画名 計画期間

下松市スポーツ推進計画 　令和元年度～令和５年度

下松市体育施設長寿命化計画＊ 　令和３年度～令和２８年度

（２）スポーツ指導者の育成・確保

　スポーツ推進委員の資質向上と各組織の体制強化等を図るため、指導者研修や実技講習会等の充実に取

り組むとともに、活動内容の周知等による新たな人材の確保を推進します。

（３）スポーツ施設の整備・運営

　市民のニーズ把握に努めつつ、費用対効果等を検討し、効率的、効果的なスポーツ施設の整備・運営を

推進します。

スポーツ少年団

施 策 の 展 開
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６　市民協働 ２ にぎわい創出と魅力発信

４  スポーツの推進

基 本 方 針

　スポーツの振興を通じた地域の活性化を推進するとともに、競技スポーツやパラリンピックスポーツ、気

軽に親しむことができるレクリエーションスポーツ等、幅広いスポーツの普及に取り組みます。また、子ど

も達がスポーツに取り組む機会の創出に努めます。

現況・課題

★�「下松市スポーツ推進計画」で「わがまちスポーツ」と位置付けているバドミントン、ハンドボールを中

心に、企業や競技団体等と連携し、次世代アスリートの育成と地域の活性化に取り組んでいます。

★�健康志向等を背景に、競技スポーツのみならず、老若男女を問わず楽しめるウオーキングやレクリエーショ

ンスポーツなど、幅広いスポーツへの関心が高まっていることから、スポーツ推進委員等と連携し、スポー

ツに関する情報提供や指導者育成、体験の場の確保に取り組んでいます。

★�スポーツフェスティバルやレクフェスタなどのスポーツイベントを開催し、多様なスポーツを体験する機

会を提供しています。

★�ベトナムホストタウン＊事業をはじめ、東京2020オリンピック・パラリンピックに関連した事業に取り

組み、新たな交流の創出やスポーツに対する機運向上を推進しています。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

スポーツフェスティバル参加
者数

令和
元年度 1,000人 1,500人

延べ来場者数（令和 2年度は
新型コロナウイルス感染症＊の
影響による縮小開催のため、令
和元年度を現況値とする）

スポーツボランティアバンク＊
登録者数

令和
２年度

18人・
3団体

50人・
5団体 4月1日時点

スポーツフェスティバル (令和2年 ) 下松駅伝競走大会
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（１）競技スポーツの振興

　企業やスポーツ組織、競技団体等と連携し、トップアスリートとの交流機会の創出等による次世代アス

リートの育成に取り組むとともに、スポーツを通じた地域の活性化を推進します。

・全国大会等出場激励金

・スポーツ活動表彰制度

・短期スポーツ教室

・水泳教室

・健康ウオーキング

・スポーツフェスティバル

・駅伝競走大会

・レクフェスタ

・トップアスリート交流

・レクリエーションスポーツ器具の整備、貸出

・スポーツボランティアバンク＊

・体育施設の貸出（体育授業、部活動等）

関連計画

計画名 計画期間

下松市スポーツ推進計画 　令和元年度～令和５年度

（２）スポーツの普及

　市民の生きがいづくりと健康・体力づくりを推進するため、健康福祉部門やスポーツ推進委員等の地域

のスポーツリーダーと連携し、市民がスポーツに親しむ機会の創出とスポーツの普及に努めます。

（３）スポーツイベントの充実

　企業やスポーツボランティア等、幅広い関係者との連携を図り、市民ニーズに沿ったイベント開催を推

進します。また、わがまちスポーツであるバドミントンやハンドボールのトップリーグ誘致など、トップ

アスリートの参加する大会開催に取り組みます。

（４）子どものスポーツ推進

　イベントの開催や部活動、スポーツ少年団等を通じた、子どものスポーツへの取組を推進し、運動能力

や体力の向上を図ります。

（５）スポーツと観光の融合

　トップアスリートとの交流イベントその他スポーツイベントの開催にあたっては、観光との融合（スポー

ツツーリズム）を検討し、交流人口の拡大や地域経済への波及効果の創出に努めます。

（６）東京 2020 オリンピック・パラリンピックレガシーの継承と発展

　東京2020オリンピック・パラリンピックにより創出した新たな交流やスポーツに対する関心等の継

続と発展に取り組むとともに、これらのレガシーを観光など多方面に波及させるよう努めます。

施 策 の 展 開
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６　市民協働 ２ にぎわい創出と魅力発信

５  多文化共生*と国際交流

基 本 方 針

　国際化が進む中で、市民の国際感覚を高めるための人材の育成や実効性ある国際交流の推進を図るととも

に、外国人住民も暮らしやすい多文化共生＊社会の実現に向けた取組を進めます。

現況・課題

★�グローバル化の進展とともに、市民が広い視野や国際的な感覚を持って、異文化交流を図るなど、国際理

解や国際交流の取組を進める必要があります。

★�外国人住民は、近年、微増傾向にあることから、外国人住民に対する教育支援の充実や日本語教育の推進

をはじめ、地域における適応や防災対策など、外国人住民を含めた市民全体が安心して暮らすことができ

る多文化共生＊社会の構築が求められています。

★�具体的な多文化共生＊のための施策として、インターネットを通じた多言語による市の紹介や生活情報の

提供を行っています。

★�ベトナム国を相手国としたホストタウン＊登録を契機に、東京2020オリンピック・パラリンピックのレ

ガシーを後世に引き継いでいく必要があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

他地域や世界の人々との交流
活動施策に対する満足度

令和
元年度 6.7% 10.0% まちづくり市民アンケート

商工まつり出店（ベトナムコーヒー）



161
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市
民
協
働

主 

な 

事 

業

（１）国際交流の推進

　グローバル社会の中で国際感覚豊かな市民を育成するため、外国人との交流機会の充実や国際理解の促

進等による実効性のある国際交流を推進し、国際化に対する意識や相互理解を図りつつ、市民の国際感覚

の醸成に努めます。

・外国語版観光パンフレットの作成

・観光情報発信の多言語化

・外国人文化共有のための研修

・インターネットや多言語アプリ等の活用

・英語環境向上推進事業

・ホストタウン＊事業

関連計画

計画名 計画期間

くだまつ国際化推進ビジョン 平成16年度～

（２）多文化共生＊の推進

　外国人住民を生活者として捉え、多言語による情報提供や日本語の学習支援等のコミュニケーション支

援、日常生活の支援等を図りながら、地域社会の一員として外国人住民が安心して暮らしやすい社会の実

現に努めます。

（３）ホストタウン＊事業を契機とした新たな交流の推進

　東京2020オリンピック・パラリンピック終了後もスポーツ交流のみに限らず、産業や観光など幅広

い視点でこれまでの成果を活かし、市民、民間事業者、行政などが一体となって新たな交流の推進に努め

ます。

ホストタウンイベント

施 策 の 展 開
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６　市民協働 ２ にぎわい創出と魅力発信

６  移住・定住の促進

基 本 方 針

　人材の定着・還流を図るために、多様なツールや地域資源を活用した戦略的な情報・魅力発信を行うこと

で、「くだまつ」の知名度を向上させるとともに、移住希望者を発掘し、スムーズに移住できるように、移

住に関する情報発信の強化、支援制度の充実に取り組みます。

現況・課題

★�人口減少の波の克服、地方創生に向け、市の特徴を活かしつつ、市の魅力を市内外に周知、浸透させ、人

の呼び込みや定着につなげる戦略的なシティプロモーション＊が必要となります。

★�特産品や産業、景観など、下松の良さを多くの人に伝え、下松に関心を持つ人を増やすために、下松なら

ではの地域資源の魅力発信をさらに強化していく必要があります。

★�人口減少と少子高齢化社会が進展する中、本市の人口は微増傾向にありますが、若者の流出は続いている

ことから、市民の郷土愛を醸成し、定住・還流を促進する必要があります。

★�リモートワークなどの働き方の急速な変革により、地方への移住に関心が高まる中、的確な情報発信、仕

事と住まいを結び付けた移住促進施策の充実が求められます。

★�下松市の人口動態では、特に若い女性の流出が顕著であるため、定住を促進するための新たな取組が求め

られます。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

ふるさと納税＊受入額 令和
元年度

499
万円／年

1,000
万円／年 ふるさと納税＊年間受入額

ふるさとサポーター＊の
登録者数

令和
元年度 187人 250人 ふるさとサポーター＊に登録し

た人数

ふるさと納税返礼品
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６ 

市
民
協
働

主 

な 

事 

業

（１）シティプロモーション＊の推進

　下松ならではの地域資源を下松市公式マスコットキャラクター「くだまる」などの多様な手法により発

信し、知名度の向上を図りつつ、移住・定住へのきっかけづくりになるよう努めるとともに、交流人口・

関係人口の拡大を図ります。

・シティプロモーション＊事業

・キャラクター活用事業

・ふるさとサポーター＊制度

・ふるさと納税＊推進事業

・移住就業支援事業

（２）移住希望者の発掘と支援

　移住希望者に対して、移住希望者と地域をつなぐ「ふるさと回帰支援センター」と連携した積極的な情

報発信・情報提供を行うとともに、民間事業者との協働により、本市の実情に応じた起業支援を行います。

　また、空き家を利活用した空き家バンクなどの創設により、移住・定住を促進します。

（３）下松応援団の充実

　ふるさとサポーター＊とともに下松の魅力を市外へ発信することにより、移住・定住者や関係人口の増

加につなげていきます。また、ふるさと納税＊を活用し、魅力発信と地域活性化を図りつつ、下松を応援

する人材（下松ファン）を増やしていきます。

（４）人口流出の抑制

　大都市圏への人口流出が進む中、特に著しい若い女性の人口流出を抑制するため、産官民の連携による

就職先の確保や定住に向けた創意工夫に努めます。

シティプロモーション下松市公式マスコットキャラクターくだまる

施 策 の 展 開
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６　市民協働 ３ 人権の尊重

１  人権の尊重

基 本 方 針

　人権の尊重は社会における不変のテーマであり、正しい情報提供や相談等の環境づくりに努め、学校教育、

社会教育等の場での人権意識を高める教育・学習活動を推進します。

現況・課題

★�人と人とが関わり合う上での配慮、人権尊重の視点は、時代を問わず大切なテーマの一つであるとともに、

社会情勢の変化等による新たな課題への対応も必要とされています。

★�「山口県人権推進指針」に基づき、人権関係施策を推進し、人権相談、人権研修等を実施しているほか、

あらゆる施策を人権尊重の視点からとらえ推進しています。

★�福祉の視点や学校教育、社会教育の視点を踏まえつつ、引き続き人権に関わる交流、学びなど多様な機会

を確保し、誰もが自然に人権に配慮できる地域社会を形成する必要があります。

★�人権の視点を尊重した行政を推進するため、市民参加による人権のまちづくりを推進する必要があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

人権啓発に関する講演会等の
参加者数

令和
元年度 2,048人 2,300人 人権啓発に関する講演会等への

延べ参加者数

人権に関する相談機会の数 令和
２年度 25回 25回 特設人権相談所等の人権相談会

実施数
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（１）人権尊重の環境づくり

　「山口県人権推進指針」に基づき、社会情勢等による新たな課題も含めた人権に関する課題について、

情報提供等により市民への啓発に努めるとともに、相談しやすい環境づくりに努め、人権推進意識のさら

なる醸成を図ります。

・人権の花運動

・人権ふれあいフェスティバル参加

・各種団体研修会参加

・人権に関する相談業務

・学校人権教育研修会の開催

・「人権」を考えるつどい

・人権教育講座

・人権教育教材の貸出

（２）学校における人権学習の推進

　「山口県人権推進指針」及び山口県人権教育推進資料を踏まえ、人権尊重の意識を高め、児童生徒一人

一人を大切にする教育を組織的・計画的に推進します。

（３）社会教育における人権学習の推進

　「山口県人権推進指針」及び山口県人権教育推進資料を踏まえ、下松市人権教育推進委員との連携等に

より、職場を含めた地域社会における人権学習機会の充実を図ります。

人権の花運動

施 策 の 展 開
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２  男女共同参画の推進

基 本 方 針

　性別に関わりなく社会に参画し、活躍できる環境づくりや意識の高揚のための各種施策を推進するととも

に、男女間の暴力根絶や防災分野等も含め、安全安心に暮らせる社会づくりに取り組んでいきます。

現況・課題

★�男女共同参画社会の実現に向け、平成30年度に「第５次下松市男女共同参画プラン」を策定しました。

その中で、３つの基本目標を掲げ、施策の方向性を示しています。

★�少子高齢化の進行等の社会情勢に対応するためにも、すべての人が互いに人権を尊重し、性別に関わりな

く、個性と能力を発揮できる、多様性に富んだ豊かで安全安心な男女共同参画社会の実現に向け、家庭、

職場、地域社会など多様な分野において男女共同参画をより一層推進する必要があり、幅広い取組が求め

られています。

★�就労の場における女性の活躍については、女性活躍推進法に基づき、「第５次下松市男女共同参画プラン」

において「下松市女性活躍推進計画」を策定しており、これに沿った取組をする必要があります。

★�男女間の暴力等については「第５次下松市男女共同参画プラン」において「下松市ＤＶ＊対策基本計画」

を策定しており、関係機関との連携・協力や、相談・支援体制のより一層の充実が必要です。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

審議会等委員の女性割合 令和
２年度 26.1% 30.0% 地方自治法や市の要綱で定めら

れた審議会等委員の女性割合

社会全体において男女の地位
が平等と感じる人の割合

平成
29年度 17.8% 増加

させる
下松市男女共同参画に関する市
民意識調査

６　市民協働 ３ 人権の尊重
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市
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主 

な 

事 

業

（１）男女が共に活躍できる地域社会づくり

　「下松市男女共同参画プラン」及び「下松市女性活躍推進計画」に沿って、男女共同参画社会の実現に向け、

あらゆる分野での政策や方針決定過程への女性の参画促進、男女が自らの希望で仕事と生活や地域活動を

両立できる環境の整備、就労の場での女性活躍推進を図るとともに、国際理解及び交流を通じた男女共同

参画の推進を図ります。

・女性活躍推進研修会開催

・女性参画機会の拡充

・男女共同参画プランの推進事業

・家庭生活への男性の参加促進

・多様な保育ニーズへの対応

・ワーク・ライフ・バランス＊の促進

・人権相談

・男女共同参画研修会開催

・女性団体活動の支援

・ＤＶ＊防止講座開催

・ＤＶ＊相談

・介護予防・生活支援サービス事業の推進（再掲）

関連計画

計画名 計画期間

第５次下松市男女共同参画プラン 　令和元年度～令和５年度

下松市女性活躍推進計画 　令和元年度～令和５年度

下松市ＤＶ＊対策基本計画 　令和元年度～令和５年度

（２）男女共同参画社会づくりに向けた意識の改革

　男女共同参画の妨げとなる社会制度や慣行の見直しにつながるよう、意識改革や人権尊重意識の高揚に

向けた啓発、男女共同参画の視点にたった教育・学習を推進するとともに、女性があらゆる分野に参画し、

能力が発揮できるよう学習機会の提供・充実を図ります。

（３）男女が健康で安全安心に暮らせる社会づくり

　配偶者等からの暴力（ＤＶ＊）や性犯罪、ストーカー行為、各種ハラスメント＊等の根絶を目指して、

暴力を許さない気運の醸成やきめ細かな相談対応に努めるとともに、年齢や性別にかかわらず、困難を抱

える人もあらゆる人が安心して自立した生き方ができるよう、生涯を通じた健康支援や多様な生き方を認

め合う意識の醸成、環境の整備や支援、防災分野における男女共同参画の推進に取り組みます。

施 策 の 展 開
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７  行政管理

［ 政　策 ］ ［ 基本施策 ］

１ 効率的な行財政運営
１ 行政情報化の推進

２ 公共施設の総合管理

３ 健全で効率的な行財政運営
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７　行政管理 １ 効率的な行財政運営

１  行政情報化の推進

基 本 方 針

　日々進化する情報通信技術を行政運営にも的確に取り込み、行政現場だけでなく市民も使いやすい効率的

な情報ネットワーク環境の整備、その有効活用に取り組む一方、個人情報の保護など情報セキュリティに万

全を期しています。

現況・課題

★�ＩＣＴ＊（情報通信技術）の進化、ＡＩ＊（人工知能）やＩｏＴ（Internet�of�Things（モノのインターネッ

ト））等のデジタル化が進んだ社会像として、情報社会を超えた「Society5.0＊」が提唱される中で、行

政運営においてもその有効な活用により、事務の簡素化や人件費等の削減、住民サービスの向上を進める

必要があります。

★�自治体クラウド＊の運用により行政事務の効率化、経費削減及びシステムの非常時に備えたデータの二重

化を図っていますが、庁内各種システムの活用と併せ、情報ネットワーク基盤を一層強化、高度化してい

くことが求められます。

★�平成 31年４月から、個人番号カード（マイナンバーカード＊）を利用した証明書類のコンビニ交付サー

ビスを開始していますが、市民の行政サービス利用の様々な場面で、ＩＣＴ＊を活用した一層の利便性向

上を進めることが必要です。

★�個人情報保護法、下松市個人情報保護条例、下松市情報セキュリティポリシーに基づき、個人情報をはじ

め市が保有する情報資産の安全対策と適正管理への継続的な取組が必要です。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

庁内ネットワーク無線化設置
割合 ー ー 100% 本庁舎と各出張所への設置割合
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（１）情報ネットワーク環境の充実

　市内、公共施設間等のネットワーク環境の充実に引き続き取り組むとともに、自治体クラウド＊の有効

活用、さらにはネットワーク環境の無線化の検討なども含め、デジタル強靱化社会の基盤を強化し、情報

処理や交流の円滑化、高度化を推進します。

・自治体クラウド＊の活用

・庁内外情報システム維持管理

・マイナンバーカード＊の活用

（２）ＩＣＴ＊による行政効率化の推進

　デジタル技術の進化を見極めつつ、リモート会議やビッグデータ＊の活用をはじめ、ＡＩ＊の活用も含

めた行政事務の簡素化、効率化、コストの削減につながる変革に取り組んでいきます。

（３）市民サービス向上へのＩＣＴ＊活用

　個人番号カード（マイナンバーカード＊）の普及、保険証としての使用、証明書類のコンビニ交付サー

ビス等での活用促進、各種申請・届出等における市ホームページの活用など、行政手続きの効率化を図る

とともに、あらゆる人が利用しやすい形で、ＩＣＴ＊活用による市民サービス向上を進めます。

（４）個人情報の適正管理

　変化する情報環境に対応し、常に万全の情報セキュリティの確保を図り、個人情報保護の重要性につい

ての意識啓発等に努めます。

施 策 の 展 開
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７　行政管理 １ 効率的な行財政運営

２  公共施設の総合管理

基 本 方 針

　公共施設の総合的マネジメント体制を強化し、整備や運営管理の最大限の効率化を目指すとともに、民間

活力を有効に活用した運営管理方法の検討、導入にも努めます。

現況・課題

★�平成29年３月に「下松市公共施設等総合管理計画」を策定し、公共施設等全体を横断的に整理するとと

もに、中長期的な視点でマネジメントを進めることとしています。

★�公共施設のマネジメントの方針としては、人口減少社会を見据え、財政負担の軽減・平準化に努めること

で、次世代に継承可能な取組を進めることが求められます。

★�公共施設の指定管理者制度＊は、随時その効用を検証し、指定管理者の適正な選定、対象施設の追加検討

などが必要です。さらに、多様な民間活力導入手法による効率化も検討する必要があります。

★�新耐震基準を満たしていない施設について、市民が安全で安心して使えるよう、長寿命化＊や建替えに合

わせた耐震化を進める必要があります。

★�公共施設や道路等においては、バリアフリー＊化を積極的に進めていますが、さらにニーズに合わせた整

備に努め、福祉的環境基盤を充実させる必要があります。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

公共施設の集約化・複合化 ー ー 1件以上

今後の人口減少を考慮して、施
設総量（公共施設（建物）の市
民一人当たり延床面積）の縮減
を行う

ネーミングライツ＊導入件数 令和
元年度 0施設 3施設 ネーミングライツ＊を導入した

施設の数
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（１）公共施設の総合的マネジメント

　「下松市公共施設等総合管理計画」及び個別施設計画を適宜見直しつつ、耐震化も踏まえ、公共施設全

体の状況を横断的に把握し、維持管理や大規模改修等を計画的・効果的に進め、経費削減や安全安心な施

設の提供に努めます。

・横断的な施設更新・統廃合・長寿命化＊の検討・推進

・多様なコスト縮減手法の検討・導入

・固定資産台帳の運用

・指定管理者制度＊の運用

・ネーミングライツ＊の導入

関連計画

計画名 計画期間

下松市公共施設等総合管理計画 平成29年度～令和28年度

（２）指定管理者制度＊の適切な活用

　指定管理者制度＊は、随時その効用を検証し、指定管理者の適正な選定、対象施設の追加検討等を行い、

効果的な活用を図ります。

（３）民間活力の導入

　公共施設の管理運営については、ＰＰＰ＊・ＰＦＩ＊等の民間活力導入手法も比較検討し、最適な方法

を見いだして財政負担の軽減・平準化を図ります。また、施設の長期的、継続的な運営基盤を確立すると

ともに、施設の魅力向上による市民サービスの向上を図ることを目的に、ネーミングライツ＊の導入を推

進します。

（４）公共施設等のバリアフリー＊化

　道路や公共施設、公営住宅等でのバリアフリー＊化について、ニーズに合わせた整備を推進します。

施 策 の 展 開
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７　行政管理 １ 効率的な行財政運営

３  健全で効率的な行財政運営

基 本 方 針

　経営的視点に基づく行政運営の効率化、効果的な運営を常に追求し、地方創生の観点からの施策も積極的

に導入するとともに、財政の健全化かつ安定的な運営のため、財源の確保や財政構造の見直しに基づく的確

な事業選択等に努めます。

現況・課題

★�様々な行政課題や市民ニーズに対応できる市民にわかりやすい組織体制の構築、効率的な行政運営が実行

できるよう組織・機構の見直しを進めていく必要があります。

★�「下松市人材育成基本方針」に沿って「自己啓発」「職場研修」「職場外研修」を三つの柱として、人材育

成に努めています。また、平成28年度から本格運用をしている人事評価制度も人材育成のために有効に

活用していきます。

★�下松市が参加している広域行政の一部事務組合がごみ処理などのそれぞれの分野において、効率化を目指

した共同処理を行っています。さらに、地方分権の推進による国や県からの権限移譲に対応するため、自

治体の範囲を超えて広域的に共通する課題が増加しており、周辺自治体との事務の共同化等について適宜

検討する必要があります。

★�新型コロナウイルス感染症＊の拡大や今後予想される人口減少社会の到来、少子高齢化の進展など、社会

経済情勢が大きく変化する中、行財政運営には、多様化する行政需要に対して柔軟かつ迅速に対応できる

行財政基盤の確立が求められています。

★�市税収入は、経済の先行き不透明感等から不安定な状況にあり、引き続き、収納率の維持・向上を図る必

要があります。また、自主財源の確保、国や県等の補助制度や起債制度の有効活用、使用料などの適正化

や財産の利活用などに取り組む必要があります。

★�健全財政を概ね確保しているものの財政の健全化指標である実質公債費比率＊や将来負担比率＊が上昇傾

向にあります。事業別予算の実施などにより、さらなる行財政改革・行政のスリム化を進め、財政の健全

性維持を図り、自主・自立の行財政運営を堅持することが重要です。

目 標 指 標

指標名
現況値 目標値

令和７年度 説　明
年度等 数値

実質公債費比率＊ 令和
元年度 3.0% 7.0%

以下

一般会計等が負担する元利償還
金等の標準財政規模に対する比
率

将来負担比率＊ 令和
元年度 28.8% 40.0%

以下

一般会計等が将来負担すべき実
質的な負債の標準財政規模に対
する比率

財政構造の見直し指針に基づ
く財源不足額

令和
２年度

4.5
億円 ０円

収支均衡のとれた歳出・歳入構
造改革を進め、令和 5年度当
初予算での構造的な財源不足額
の解消を目指す
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（１）効率的な行政運営の推進

　計画的・効率的な行政運営を行うため、組織・機構の見直しを含め、行政運営体制の改善を推進します。

また、施策事業のＰＤＣＡ＊を機能させるため、事業評価制度＊の運用に取り組みます。

・行財政改革の推進
・事業評価制度＊の運用
・人事評価制度の運用拡大
・業務の共同処理・研究
・口座振替制度の推進（広報・ＰＲ）
・新たな収納方法の検討、導入

関連計画

計画名 計画期間

下松市財政構造の見直し指針 　令和元年度～令和４年度

第２期下松市まち・ひと・しごと創生総合戦略＊ 　令和２年度～令和６年度

第５次下松市行財政改革推進計画 　令和元年度～令和３年度

下松市人材育成基本方針 平成31年度～

（２）職員の資質向上

　「下松市人材育成基本方針」に基づき、研修や自己啓発促進による職員資質の向上を進めるとともに、

人事評価制度の運用拡大とその有効な活用、コンプライアンス＊強化や働き方改革への取組なども積極的

に進めます。

（３）効率的な広域行政連携の推進

　現行の広域行政事務の適正な運営と、効率的・合理的運営に向けた改善を図るとともに、さらに行政の

効率化、経費削減の観点から、必要に応じて周辺自治体との多様な分野における広域連携の検討、業務の

共同処理の研究等を進めます。

（４）公正かつ適正な課税・徴収

　公正かつ適正な課税・徴収を行い、税負担の公平性の確保に留意しつつ、持続可能な行財政運営の基盤

となる市税収入の確保を図ります。また、税務申告等の手続きの簡素化やインターネットを活用した納税

環境の整備・充実を進めます。

（５）安定的な財政運営

　自主・自立の行財政運営を基本に、財政構造の見直し指針に基づき、事務事業の見直しや財源確保など、

行政改革としての取組及び財政改革の取組を進めることで、構造的な財源不足の縮減・解消、財政基盤の

強化を図り、持続可能な行財政運営を堅持します。

（６）自主財源の確保等

　使用料や手数料等における受益と負担の適正化、市有財産の利活用方針の策定、ふるさと納税＊制度の

活用等により、自主財源の確保、資産・債務改革の推進を図ります。

・差押・インターネット公売等による滞納処分の強化
・使用料等の見直し
・市有財産利活用方針の策定
・部局別予算枠配分方式の実施
・補助制度・起債制度の選択と活用

施 策 の 展 開
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１  策定体制図

市 長 議 会 

総合計画審議会 

議案 
（基本構想） 

諮問 

答申 

審議 

参画 

参画 

 議決 

市民アンケート 
中高生アンケート 
パブリックコメント 
市長と地域の井戸端会議 
市民提言 

事務局
（企画政策課）  

（ワーキングチーム）（策定部会） 

各課 

総合計画
策定委員会 

市 民 

答申書手交式 下松市総合計画審議会
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２  策定経緯

年　月　日 事　　項

令和元年 7 月 23 日 公募型プロポーザル方式による業者選定プレゼンテーションの実施

7 月 30 日 アルファ社会科学株式会社と業務委託契約

10 月 17 日 第 1 回総合計画策定委員会

11 月 5 日～ 11 月 18 日 まちづくり市民アンケート及び中学生・高校生アンケートの実施

令和 2 年 1 月 31 日 第２回総合計画策定委員会

3 月　　　　まちづくり市民アンケート結果報告書の公表

3 月 18 日 第３回総合計画策定委員会

5 月 18 日 第１回総合計画審議会（書面審議・諮問）

5 月 21 日 第４回総合計画策定委員会

6 月 15 日～ 7 月 6 日 基本構想（案）に関するパブリックコメント実施

7 月 30 日 第２回総合計画審議会

9 月 14 日～ 9 月 28 日 基本構想審査特別委員会による審議（計 3 回開催）

9 月 25 日 第３回総合計画審議会

10 月 5 日 基本構想の議決

10 月 21 日 第 5 回総合計画策定委員会

11 月 12 日 第 4 回総合計画審議会

11 月 13 日～ 12 月 4 日 前期基本計画（案）に関するパブリックコメント実施

12 月 15 日 第 6 回総合計画策定委員会

12 月 23 日 第 5 回総合計画審議会

12 月 25 日 答申書手交式
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３  下松市総合計画審議会委員名簿

№ 氏　名 分野 所属等 役職

1 市川　正紀 健康福祉 下松市社会福祉協議会 会長

2 伊藤　信弘 健康福祉 下松市民生児童委員協議会 会長

3 藤田　萬喜子 健康福祉 下松市更生保護女性会 会長

4 六反　弘道 健康福祉 シニアクラブ下松 会長

5 伊藤　三奈 健康福祉 山口県保育協会下松支部 副支部長

6 宮本　正樹 健康福祉 一般社団法人下松医師会（～ R2.5.14） 会長

7 山下　弘巳 健康福祉 一般社団法人下松医師会（R2.5.15 ～） 会長

8 手嶋　康代 健康福祉 下松市保健推進員連絡協議会 会長

9 清木　健一 生活環境 下松市快適環境づくり推進協議会 会長

10 原田　美保子 生活環境 下松消費者連絡会 会長

11 近藤　政司 産業経済 下松市農業委員会 農業委員

12 安野　政行 産業経済 下松商工会議所 専務理事

13 藤田　典敬 教育文化 下松市コミュニティ・スクール推進協議会 会長

14 田中　結花里 教育文化 下松市小中学校 PTA 連合会・母親委員会 代表

15 古田　尊子 教育文化 下松市連合婦人会 会長

16 福永　學 教育文化 下松市文化協会 会長

17 田中　豊 市民協働 下松市自治会連合会 会長

18 河野　利男 市民協働 下松市自治会連合会 副会長

19 林　孝昭 市民協働 下松市自治会連合会 副会長

20 設樂　健治 市民協働 下松市スポーツ協会 理事長

21 三池　孝道 市民協働 下松市観光協会 理事

22 藤田　素子 市民協働 エフエム周南株式会社 取締役局長

23 〇宮脇　敏哉 市民協働 徳山大学 教授

24 小島　玉江 公募

25 原　卓也 公募

26 武居　桜子 公募

▶ 任期：令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

○会長 （敬称略）
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４  下松市総合計画審議会条例
下松市総合計画審議会条例

[ 昭和 42 年 3 月 28 日条例第 14 号 ]

　　（設置及び所掌事項）

第 １条　市長の諮問に応じ、下松市総合計画の策定に関し必要な調査及び審議を行なわせるため、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づき、下松市総合計画審議会（以下「審

議会」という。）を置く。

　　（組織）

第２条　審議会は、委員３０人以内で組織する。

２　委員は、次の各号に掲げる者のうちから、市長が任命する。

　(1)　公共的団体等を代表する者

　(2)　学識経験を有する者

　(3)　公募による者

　(4)　その他市長が必要と認める者

　　（委員）

第 ３条　委員の任期は、下松市総合計画の策定が終了する日までとする。ただし、委員が任命されたときの

要件を欠くにいたったときは、その委員は、委員の職を失うものとする。

２　委員に欠員が生じたときは、補充することができる。

　　（会長）

第４条　審議会に会長を置き、委員の互選によって定める。

２　会長の任期は、委員の任期による。

３　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

４　 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指定する委員がその職務を代理す

る。

　　（部会）

第５条　審議会に必要に応じて部会を設置することができる。

２　部会に属すべき委員は、会長が指名する。

３　部会に部会長を置き、当該部会に属する委員の互選によって定める。

４　部会に関し必要な事項は、審議会が定める。

　　（会議）

第６条　審議会は、会長が招集し、会長が会議の議長となる。

２　審議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。

３　審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

　　（庶務）

第７条　審議会の庶務は、企画財政部において処理する。

　　（その他）

第８条　この条例に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、別に市長が定める。
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５  下松市総合計画（案）について（諮問）
下 松 企 第 ８１号

令和２年５月１８日

下松市総合計画審議会　

　会長　宮　脇　敏　哉　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下松市長　國　井　益　雄　　

下松市総合計画（案）について（諮問）

　下松市総合計画（案）を策定するにあたり、下松市総合計画審議会条例第１条の規定に基づき、貴審議会

の意見を求めます。

下松市総合計画審議会へ諮問
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６  下松市総合計画（案）について（答申）
令和２年１２月２５日

下松市長　國　井　益　雄　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下松市総合計画審議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　宮　脇　敏　哉

下松市総合計画（案）について（答申）

　令和２年５月１８日付け下松企第８１号で諮問のありました下松市総合計画（案）について、当審議会で

慎重に審議した結果、本計画は、公共福祉の向上に寄与するものと認め、市政運営の基本的な指針として妥

当であるとの結論を得ましたので、その旨答申いたします。　

　なお、計画の推進にあたっては、下記の意見に留意されるよう要望いたします。

記

１ 　新型コロナウイルス感染症の影響による厳しい財政見通しを踏まえ、選択と集中の観点で健全な行財政

運営に努めていただきたい。

　 　また、計画の進行にあたっては、目標指標等の達成に向けて、事業評価などを実施し、適宜、施策の見

直しを行っていただきたい。

２ 　激甚化する自然災害や目まぐるしく変化する社会環境の中、誰もが「安全安心」に暮らすことができる

よう、市民生活に直結する防災対策をはじめ感染症対策、福祉・教育施策やインフラ整備等を重点的に取

り組んでいただきたい。

３ 　市民参加と協働による「オール下松」のまちづくりの前提として、次代を担う人材育成、様々な媒体を

活用した行政情報の共有、「市長と地域の井戸端会議」のような市民の意見に耳を傾ける機会を強化して

いただきたい。

４ 　少子高齢化による人口減少、ＩＣＴやＡＩなどの技術革新、グローバル化や多文化共生の進展等の時代

環境を先読みするとともに、地方創生による地域力や産業力の活性化に向けた新たな事業にも積極的に取

り組んでいただきたい。

５ 　文化、観光、スポーツ等を融合した施策の展開により、下松固有の地域資源を発掘し有効活用すること

で、さらに「下松の魅力」に磨きをかけ、未来につながるまちづくりに取り組んでいただきたい。

６ 　下松市の目指す将来都市像「都市と自然のバランスのとれた住みよさ日本一の星ふるまち」を市民が実

感でき、「住みたい」「住んで良かった」とふるさとに誇りと愛着（くだまつ愛）を持てる市政の推進に努

めていただきたい。
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参
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　分野・政策・基本施策

指　標　名 年度等 数値

1　健康福祉

1　健康づくりと保健・医療の充実

1　健康づくりの推進

健康寿命
（日常生活動作が自立している期間の平均） 平成30年度 男性79.47歳

女性83.98歳 延伸する 県健康増進課

健康状態が「よい」と回答した人の割合 平成29年度 55.9% 60.0% 健康づくりに関する県民意識調査「よい」「まあよい」と
答えた人の割合

2　地域医療の充実

休日の救急医療体制の提供 整備済 維持

3　医療保険の安定運営

国民健康保険特定健康診査受診率 令和元年度 33.1% 60.0%

2　多様な福祉の充実

1　福祉意識の醸成と環境づくり

令和元年度ヘルプマークの交付者数 30人 150人 ヘルプマークの延べ交付者数

地域活動への参加状況 令和2年度 81.1% 90.0% 地域福祉計画・市民アンケート

2　人材の育成と団体の活動支援

手話奉仕員養成講座の受講修了者数 令和元年度 6人 10人 手話奉仕員養成講座の受講修了者数

介護支援ボランティアポイント制度登録者数 令和元年度 178人 209人 制度登録者の実人数

3　包括的な相談・支援体制の構築

医療的ケア児支援コーディネーターの配置者数 令和元年度 3人 8人 医療的ケア児支援コーディネーターの配置人数

認知症サポーター数 令和元年度 5,370人 7,000人 認知症サポーター養成講座修了者数の累計

高齢者等見守り活動に関する協定締結事業者数 令和元年度 38事業所 55事業所 協定締結事業者数

4　自分らしく生き生きと暮らせる体制づくり

「通いの場」の数 令和元年度 74箇所 91箇所 月1回以上体操や趣味活動等を行い、介護予防に資する「通
いの場」の数

介護予防・生活支援サービス利用者数
（訪問型サービス） 令和元年度 2,001人 2,060人 予防給付型、生活維持型実績値の合計（延べ人数）

令和元年度介護予防・生活支援サービス利用者数
（通所型サービス） 4,986人 5,135人 予防給付型、生活維持型実績値の合計（延べ人数）

5　災害に備えた避難支援体制づくり

令和元年度避難行動要支援者避難支援プラン（個別計画）
作成件数 391件 500件 災害時等に避難する際に支援が必要な人に関する個別計画

作成件数

3　子育て環境の充実

1　妊娠・出産の支援の充実

不妊治療費の助成件数 令和元年度 257件 265件

2　子育て支援の充実

子ども医療費助成制度の拡充 令和2年8月 小学校卒業まで
（中学生は入院のみ）

中学校卒業まで 対象範囲の拡充

3　保育・幼児教育の充実

待機児童数 令和2年3月 58人 0人

幼稚園の認定こども園への移行 令和2年3月 1園 3園

4　ひとり親家庭福祉の充実

高等職業訓練促進給付金等支給対象者数 令和元年度 3人 5人

2　生活環境

1　生活の安全性確保

1　防災・減災対策の強化

認定自主防災組織数 令和元年度 31組織 50組織

くだまつ防災メール登録者数 令和元年度 4,560人 7,500人

2　消防・救急体制の充実

消火栓等の充足率 令和元年度 94.0% 100% 国が定める充足率

住宅用火災警報器設置率 令和元年度 80.6% 90.0% 毎年調査する設置率

消防団装備品の充実 令和元年度 36.7% 70.0% 国が定める装備品の充実

明目標値 説　　（令和7年度）

現況値

７  目標指標一覧
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　分野・政策・基本施策

指　標　名 年度等 数値
明目標値 説　　（令和7年度）

現況値

3　防犯・交通安全対策

犯罪発生件数 令和元年12月末 213件 170件 刑法犯の発生件数

通学路の危険箇所対策数 令和元年度 34箇所 52箇所

人身事故発生件数

通学路安全プログラムで危険とされた箇所のうち、
ハード対策を実施する箇所数

令和元年12月末 138件 95件 人身交通事故の発生件数

防犯ボランティア登録者数 令和元年度 1,048人 1,200人 防犯ボランティアに登録している市民の数

4　市民相談・消費者相談の充実

消費者教育・啓発の講座等への参加者人数 平成29年～令和元年
の平均 700人 1,200人 消費者教育や啓発講座・イベント等への延べ参加人数

2　衛生的な環境づくり

1　廃棄物の適正処理とリサイクル

生活系ごみ排出量 平成30年度 671ｇ/人/日 660ｇ/人/日 家庭から排出される1日1人当たりのごみ排出量

リサイクル率 平成30年度 26.7% 31.2% 一般廃棄物のうち資源化された割合

2　墓地・斎場の整備・管理

市営墓地台帳調査率 令和2年度 - 100% 市営墓地全区画数のうち使用者の確認調査を行った割合
（第二期市営墓地台帳調査　令和3年度～）

3　地域の環境保全

1　環境負荷の低減

市役所の温室効果ガス排出量 平成29年度 3,491t-CO2 3,456t-CO2

2　環境美化の推進

市役所の事業活動から排出される温室効果ガスの量
（CO2換算）

不法投棄通報件数 平成30年度 22件 15件 市民等からの不法投棄の通報件数

狂犬病予防注射接種率 令和元年度 85.4% 90.0% 市に登録されている飼犬の狂犬病予防注射接種率

3　都市建設

1　計画的な土地利用

1　土地利用の誘導

地籍調査進捗率 令和元年度 18.1% 24.0% 地籍調査実施予定区域面積82.55㎢に対する進捗率

市街地開発や住宅環境の整備施策に対する満足度 令和元年度 26.6% 30.0% まちづくり市民アンケート

2　市街地の整備

市街地開発や住宅環境の整備施策に対する満足度 令和元年度 26.6% 30.0% まちづくり市民アンケート

住居表示実施率 令和元年度 49.2% 50.0% 住居表示実施予定区域面積1,909.6haに対する実施率

2　都市基盤の整備・管理

1　道路網の整備・管理

都市計画道路整備率（概成済みを含む） 令和元年度 85.4% 88.0% 都市計画決定延長62.3㎞に対する整備率

補修済み橋梁数 - - 7橋 橋梁長寿命化修繕計画に基づくもの

2　都市防災

準用河川整備延長 令和元年度 744ｍ 1,104ｍ 準用河川未整備区間のうち整備計画延長

3　港湾機能の整備

下松港入港船舶総トン数 平成30年度 5,868,153GT 7,000,000GT 下松港に入港する船舶の総トン数の合計

海上貨物輸送量 平成30年度 7,415,000t 8,000,000t 下松港の海上貨物輸送量

4　下水道の整備・管理

下水道人口普及率 令和元年度 88.3% 90.9% 下水道供用開始公示済人口/行政人口

汚水処理人口普及率 令和元年度 92.2% 94.7% 下水道処理人口及び合併処理浄化槽処理人口/行政人口

雨水対策整備率 令和元年度 45.5% 48.0% 雨水対策整備済区域面積/雨水対策整備対象面積

5　上水道の整備・管理

配水施設耐震化率 令和元年度 65.3% 100% 耐震性のある配水池容量/全配水池容量

普及率 令和元年度 97.9% 98.0% 給水人口/行政区域内人口
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参
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資
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　分野・政策・基本施策

指　標　名 年度等 数値
明目標値 説　　（令和7年度）

現況値

3　防犯・交通安全対策

犯罪発生件数 令和元年12月末 213件 170件 刑法犯の発生件数

通学路の危険箇所対策数 令和元年度 34箇所 52箇所

人身事故発生件数

通学路安全プログラムで危険とされた箇所のうち、
ハード対策を実施する箇所数

令和元年12月末 138件 95件 人身交通事故の発生件数

防犯ボランティア登録者数 令和元年度 1,048人 1,200人 防犯ボランティアに登録している市民の数

4　市民相談・消費者相談の充実

消費者教育・啓発の講座等への参加者人数 平成29年～令和元年
の平均 700人 1,200人 消費者教育や啓発講座・イベント等への延べ参加人数

2　衛生的な環境づくり

1　廃棄物の適正処理とリサイクル

生活系ごみ排出量 平成30年度 671ｇ/人/日 660ｇ/人/日 家庭から排出される1日1人当たりのごみ排出量

リサイクル率 平成30年度 26.7% 31.2% 一般廃棄物のうち資源化された割合

2　墓地・斎場の整備・管理

市営墓地台帳調査率 令和2年度 - 100% 市営墓地全区画数のうち使用者の確認調査を行った割合
（第二期市営墓地台帳調査　令和3年度～）

3　地域の環境保全

1　環境負荷の低減

市役所の温室効果ガス排出量 平成29年度 3,491t-CO2 3,456t-CO2

2　環境美化の推進

市役所の事業活動から排出される温室効果ガスの量
（CO2換算）

不法投棄通報件数 平成30年度 22件 15件 市民等からの不法投棄の通報件数

狂犬病予防注射接種率 令和元年度 85.4% 90.0% 市に登録されている飼犬の狂犬病予防注射接種率

3　都市建設

1　計画的な土地利用

1　土地利用の誘導

地籍調査進捗率 令和元年度 18.1% 24.0% 地籍調査実施予定区域面積82.55㎢に対する進捗率

市街地開発や住宅環境の整備施策に対する満足度 令和元年度 26.6% 30.0% まちづくり市民アンケート

2　市街地の整備

市街地開発や住宅環境の整備施策に対する満足度 令和元年度 26.6% 30.0% まちづくり市民アンケート

住居表示実施率 令和元年度 49.2% 50.0% 住居表示実施予定区域面積1,909.6haに対する実施率

2　都市基盤の整備・管理

1　道路網の整備・管理

都市計画道路整備率（概成済みを含む） 令和元年度 85.4% 88.0% 都市計画決定延長62.3㎞に対する整備率

補修済み橋梁数 - - 7橋 橋梁長寿命化修繕計画に基づくもの

2　都市防災

準用河川整備延長 令和元年度 744ｍ 1,104ｍ 準用河川未整備区間のうち整備計画延長

3　港湾機能の整備

下松港入港船舶総トン数 平成30年度 5,868,153GT 7,000,000GT 下松港に入港する船舶の総トン数の合計

海上貨物輸送量 平成30年度 7,415,000t 8,000,000t 下松港の海上貨物輸送量

4　下水道の整備・管理

下水道人口普及率 令和元年度 88.3% 90.9% 下水道供用開始公示済人口/行政人口

汚水処理人口普及率 令和元年度 92.2% 94.7% 下水道処理人口及び合併処理浄化槽処理人口/行政人口

雨水対策整備率 令和元年度 45.5% 48.0% 雨水対策整備済区域面積/雨水対策整備対象面積

5　上水道の整備・管理

配水施設耐震化率 令和元年度 65.3% 100% 耐震性のある配水池容量/全配水池容量

普及率 令和元年度 97.9% 98.0% 給水人口/行政区域内人口

指　標　名

　分野・政策・基本施策

年度等 数値
明目標値 説　　（令和7年度）

現況値

3　居住環境の整備

1　住宅環境の整備・向上

耐用年数内戸数 令和元年度 75.9% 95.0% 全管理戸数に占める耐用年数内戸数の割合

危険空き家除却戸数 - - 30戸 令和2年度より実施。目標値は令和2年度～令和4年度

2　公共交通の確保と施設の充実

駅の1日平均乗車人員 平成30年度 2,682人 2,840人

1便当たりのコミュニティバス利用者数

下松、周防花岡、生野屋、周防久保各駅の1日平均乗車人員
の計

令和元年度 1.4人 1.5人

3　緑地保全・都市緑化

コミュニティバス1便当たりの平均乗車人数

水や緑などの自然の豊かさに対する満足度 令和元年度 74.7% 80.0% まちづくり市民アンケート

花壇登録団体数 令和元年度 108団体 110団体 花の苗を配付している団体数

4　公園の整備・管理

公園・緑地の整備施策に対する満足度 令和元年度 29.9% 35.0% まちづくり市民アンケート

市民1人当たりの都市公園面積 令和元年度 9.4㎡/人 9.5㎡/人 都市計画区域人口56,045人に対する面積

5　都市景観形成

良好なまちなみ景観の保全・形成の改善状況 令和元年度 23.3% 25.0% まちづくり市民アンケート

1　農林水産業の振興

4　産業経済

1　農業の振興

認定農業者数 令和２年度 9人 10人 農業経営の改善を計画的に進めようとする者の数

整備が必要な防災重点農業用ため池の数 令和２年度 14箇所 7箇所 改修または廃止により減少

2　林業の振興

林道等整備率 令和元年度 60.0% 65.0% 林道、作業道30㎞に対する割合

市有林の間伐面積 令和元年度 3ha 15ha 市有林の人工林1,470ha中に対する面積

森林体験学習の回数 令和元年度 3回 3回

3　水産業の振興

漁獲量 平成30年度 178t 183t 海面漁業生産統計調査

漁業経営体数（個人） 令和元年度 27経営体 27経営体

2　商工業の振興

1　工業・物流業の振興

工場等誘致奨励制度を活用して誘致した企業数 令和元年度 1社 1社

新規立地又は事業所等を拡大した企業数 令和元年度 1社 1社

製造品出荷額 令和元年度 3,280億円 3,300億円 工業統計調査

2　商業・サービス業の振興

商品販売額 平成28年度 1,895億円 1,900億円 年間商品販売額（経済センサス活動調査）

3　創業支援と就労環境整備

1　創業支援と雇用対策

創業件数 令和元年度 4件 5件 創業支援等事業を利用した創業数

開業支援資金の活用件数 令和元年度 4件 5件 市制度融資を利用した件数

求人倍率 令和元年度 1.37 1.50 ハローワーク集計の年間求人倍率

2　勤労者福祉の充実

勤労者総合福祉センター利用者数 令和元年度 40,995人 45,000人 年間利用者数

下松市シルバー人材センター会員数 令和元年度 480人 500人 年度末会員数
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　分野・政策・基本施策

指　標　名 年度等 数値
明目標値 説　　（令和7年度）

現況値

1　学校教育の充実

5　教育文化

1　小・中学校教育環境の充実

小・中学校トイレ洋式化率 令和2年度 69.5% 90.0% 小・中学校のトイレにおける洋式便器の設置割合

小・中学校特別教室空調設置率 令和2年度 48.2% 100% 空調を設置した特別教室（音楽室・理科室など）の割合

地場産食材使用割合 令和元年度 76.3% 78.0% 各学期ごと1週間で使用した県産食材の割合

2　小・中学校教育の推進

小学校57.0％ 60％以上

中学校37.0％ 70％以上

小学校83.6％

中学校79.9％

2　社会教育の充実

1　青少年の健全育成

地域未来塾参加者数 令和元年度 295人 500人 年間延べ参加者数

青少年育成協議会加盟団体数 令和2年度 25団体 30団体 市内青少年育成団体の加盟数

絵本のあるくらし応援パック配布数 令和元年度 600個 600個 絵本のあるくらし応援パックの年間配布数

星ふるまちの図書館教育受講者数 令和元年度 500人 500人 星ふるまちの図書館教育年間受講者数

2　生涯学習環境の充実

令和元年度下松市郷土資料・文化遺産デジタルアーカイブ
アクセス件数 240,000件 300,000件 デジタルアーカイブ年間アクセス件数

電子図書館利用点数 - - 6,000点 電子図書年間貸出点数

3　生涯学習の推進

生涯学習機会の充実施策に対する満足度 令和元年度 13.6% 20.0% まちづくり市民アンケート

「出前講座」講師登録数 令和2年度 30人・団体 40人・団体 市民講師登録数

「出前講座」受講者数 令和元年度 1,840人 2,500人 年間延べ受講者数

3　文化振興と文化財保護

1　文化活動の振興

市民文化祭参加者数 令和元年度 3,600人 4,000人 年間延べ参加者数

下松吹奏楽協会会員数 令和元年度 188人・団体 210人・団体 会員数

文化会館利用者数 令和元年度 163,100人 190,000人 年間延べ利用者数

2　歴史・伝統の保護と活用

島の学び舎来館者数 令和元年度 1,159人 2,000人 年間延べ来館者数

1　協働体制の確立

6　市民協働

1　市民と行政の情報共有化

市ホームページ閲覧数 令和元年度 45,383件/月 50,000件/月 市ホームページの月間閲覧件数

くだまる公式ツイッターのフォロワー数 令和元年度 200件 2,700件

2　協働による地域活動の推進

地域担当職員配置数 令和2年度 0人 6人 地域担当職員に任用される職員数

3　民間活力を活用した協働

民間事業者との連携による事業件数 令和元年度 11件 17件 民間事業者との連携事業件数（累計）

高等教育機関等との連携事業件数 令和元年度 2件/年 4件/年 高等教育機関等との1年当たりの連携事業件数

自分はすすんで気持ちのよいあいさつができている
と思う児童生徒の割合 令和元年度 小・中学校

85％以上 「心豊かな子どもを育てる推進事業」に係るアンケート

地域や社会をよくするために何をすべきかを考える
ことがある児童生徒の割合 令和元年度 全国学力・学習状況調査
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　分野・政策・基本施策

指　標　名 年度等 数値
明目標値 説　　（令和7年度）

現況値

2　にぎわい創出と魅力発信

1　観光拠点の充実

国民宿舎大城利用者数 令和元年度 167,554人 180,000人 指定管理者報告数値

笠戸島家族旅行村利用者数 令和元年度 39,772人 70,000人 指定管理者報告数値

栽培漁業センター利用者数 令和2年9月末 13,907人 20,000人 指定管理者報告数値

2　観光産業の振興

笠戸島地区観光客数 令和元年度 205,195人 350,000人 山口県観光客動態調査

米川地区観光客数 令和元年度 17,760人 25,000人 山口県観光客動態調査

花岡地区観光客数 令和元年度 37,120人 40,000人 山口県観光客動態調査

市全体観光客数 令和元年度 815,070人 1,000,000人 山口県観光客動態調査

3　スポーツ環境の充実

令和2年度スポーツ少年団登録者数（団員） 463人 450人 令和2年度一次登録時点

令和2年度 146人スポーツ少年団登録者数
（指導者・役員・スタッフ） 150人 令和2年度一次登録時点

令和元年度体育施設利用者数
（温水プール・スポーツ公園ゲートボール場を除く） 157,237人 170,000人

体育施設利用者数（温水プール）

スポーツ公園ゲートボール場は、令和2年度から利用者管理
開始

令和元年度 117,720人 120,000人 浴室、トレーニング室その他附属施設の利用者数を含む

4　スポーツの推進

スポーツフェスティバル参加者数 令和元年度 1,000人 1,500人 延べ来場者数（令和2年度は新型コロナウイルス感染症の
影響による縮小開催のため、令和元年度を現況値とする）

スポーツボランティアバンク登録者数 令和2年度 18人・3団体 50人・5団体 4月1日時点

5　多文化共生と国際交流

他地域や世界の人々との交流活動施策に対する
満足度 令和元年度 6.7% 10.0% まちづくり市民アンケート

6　移住・定住の促進

ふるさと納税受入額 令和元年度 499万円/年 1,000万円/年 ふるさと納税年間受入額

ふるさとサポーターの登録者数 令和元年度 187人 250人 ふるさとサポーターに登録した人数

3　人権の尊重

1　人権の尊重

人権啓発に関する講演会等の参加者数 令和元年度 2,048人 2,300人 人権啓発に関する講演会等への延べ参加者数

人権に関する相談機会の数 令和2年度 25回 25回 特設人権相談所等の人権相談会実施数

2　男女共同参画の推進

審議会等委員の女性割合 令和2年度 26.1% 30.0% 地方自治法や市の要綱で定められた審議会等委員の女性割合

平成29年度社会全体において男女の地位が平等と感じる人の
割合 17.8% 増加させる 下松市男女共同参画に関する市民意識調査

7　行政管理

1　効率的な行財政運営

1　行政情報化の推進

庁内ネットワーク無線化設置割合 - - 100% 本庁舎と各出張所への設置割合

2　公共施設の総合管理

公共施設の集約化・複合化 - - 1件以上 今後の人口減少を考慮して、施設総量（公共施設（建物）の
市民一人当たり延床面積）の縮減を行う

令和元年度ネーミングライツ導入件数 0施設 3施設

3　健全で効率的な行財政運営

ネーミングライツを導入した施設の数

実質公債費比率 令和元年度 3.0% 7.0％以下

将来負担比率

一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模に対する
比率

令和元年度 28.8% 40.0％以下 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に
対する比率

財政構造の見直し指針に基づく財源不足額 令和2年度 4.5億円 0円 収支均衡のとれた歳出・歳入構造改革を進め、令和5年度
当初予算での構造的な財源不足額の解消を目指す
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開始 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 終了
年度 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 年度

健康福祉
平成

第２次下松市健康増進計画（健康くだまつ21） 29年度

健康福祉
令和

第２次くだまつ食育推進計画 元年度

下松市自殺対策計画 健康福祉
令和
2年度

健康福祉
平成

下松市新型インフルエンザ等対策行動計画 26年度

健康福祉
下松市国民健康保険第２期データヘルス計画
（下松市国民健康保険第３期特定健康診査等実施計画）

平成
30年度

健康福祉
令和
3年度

下松市地域福祉計画
（第４次ふくしプランくだまつ）

健康福祉
令和

第４次下松市障害者計画

3年度

健康福祉

下松市老人福祉計画・介護保険事業計画
（第７次くだまつ高齢者プラン）

令和

第６期下松市障害福祉計画・第２期下松市障害児福祉計画

3年度

健康福祉
令和

下松市再犯防止推進計画

3年度

健康福祉
令和

下松市保健福祉施設個別整備計画

2年度

健康福祉
令和
2年度

健康福祉
教育文化

令和

下松市成年後見制度利用促進計画

2年度

健康福祉
令和

下松市第２期子ども・子育て支援事業計画
（くだまつ星の子プラン）

3年度

下松市地域防災計画
健康福祉
生活環境

令和
3年度

下松市災害備蓄計画
健康福祉
生活環境

平成
27年度

下松市国土強靱化地域計画 生活環境
令和
3年度

生活環境第11次下松市交通安全計画
令和
3年度

生活環境
平成

下松市通学路安全プログラム 27年度

生活環境
平成

下松市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画 24年度

生活環境下松市一般廃棄物（ごみ）処理実施計画 毎年度

下松市分別収集計画 生活環境
令和
2年度

新斎場整備基本計画 生活環境
令和
元年度

下松市地球温暖化対策実行計画（第４期） 生活環境
平成
30年度

都市建設
平成

下松市都市計画マスタープラン

下松農業振興地域整備計画

23年度

都市建設
産業経済

平成
18年度

下松市森林整備計画
都市建設
産業経済

平成
29年度

下松市米川地域元気生活圏づくり推進方針 都市建設
平成
30年度

下松市米川地区夢プラン 都市建設
平成
30年度

豊井地区まちづくり整備計画 都市建設
令和

下松市橋梁長寿命化修繕計画

2年度

都市建設
令和

下松市公共下水道事業経営戦略

2年度

都市建設
令和
元年度

都市建設下松市公共下水道ストックマネジメント計画
令和

下松市水道事業経営戦略

2年度

都市建設
令和
3年度

令和

計画期間（年度）

17年度

計　画　名
関連
分野

８  関連計画一覧
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参
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資
料開始 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 終了

年度 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 年度

計画期間（年度）
計　画　名

関連
分野

下松市営住宅長寿命化計画 都市建設
平成

旗岡市営住宅建替基本計画

30年度

都市建設
令和
元年度

令和
14年度

下松市空家等対策計画 都市建設
令和
3年度

下松市地域公共交通網形成計画 都市建設
平成
29年度

都市建設下松市みどりの基本計画
令和
元年度

令和

下松市公園施設長寿命化計画

20年度

都市建設
令和
3年度

都市建設
下松市スポーツ推進計画 市民協働

令和
元年度

下松市景観計画 都市建設
平成
24年度

下松市鳥獣被害防止計画 産業経済
令和

下松市創業支援等事業計画

2年度

産業経済
平成

下松市学校施設長寿命化計画

27年度

教育文化
令和
2年度

令和

下松市学校ＩＣＴ環境整備計画

31年度

教育文化
令和
元年度

下松市学校図書館図書整備計画 教育文化
令和

下松教育の指針

3年度

教育文化 毎年度

下松市公民館施設整備計画 教育文化
平成
30年度

下松市社会教育施設等長寿命化計画 教育文化
令和
3年度

下松市観光振興ビジョン 市民協働
平成
30年度

国民宿舎事業経営戦略 市民協働
令和
3年度

下松市体育施設長寿命化計画 市民協働
令和 令和
3年度 28年度

市民協働
平成

くだまつ国際化推進ビジョン 16年度

第５次下松市男女共同参画プラン 市民協働
令和
元年度

下松市女性活躍推進計画 市民協働
令和
元年度

下松市ＤＶ対策基本計画 市民協働
令和
元年度

下松市公共施設等総合管理計画 行政管理
平成 令和
29年度 28年度

行政管理下松市財政構造の見直し指針
令和
元年度

行政管理
令和

第５次下松市行財政改革推進計画

2年度

行政管理

第２期下松市まち・ひと・しごと創生総合戦略

令和
元年度

下松市人材育成基本方針 行政管理
令和
元年度

※前期基本計画における基本施策掲載順

※計画の中には、計画期間が定まっていないものがある
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９  用語解説
（本文中で「＊」印を付した用語の解説を示しています。（五十音順）） 

用語 解 説 
【英字】 

Ａ ＡＩ 

Ｃ ＣＳコーディネー
ター

「Artificial Intelligence（人工知能）」の略。学習・推論・判断といった人間の
持つ知的な作業ができるコンピュータシステム。 

Ｄ ＤＶ 

コミュニティ・スクールの取組の円滑な運営に資するため、市内小中学校で、
地域関係者や関係団体との連絡調整等の業務に従事する市雇用の会計年度任用
職員のこと。

Ｇ ＧＩＧＡスクール
構想 

「Domestic Violence」の略。配偶者や恋人など親密な関係にある、またはあった
者から振るわれる暴力のこと。 

Ｉ ＩＣＴ 

Ｐ 

1 人 1 台端末と高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備することにより、
多様な子供たちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化され、資質・能力
が一層確実に育成できる教育ＩＣＴ環境を実現させる構想。これまでの教育実践
とのベストミックスを図ることにより、教師・児童生徒の力を最大限に引き出す。
ＧＩＧＡとは、「Global and Innovation Gateway for All」の略。 

ＰＢＬ 

「Information and Communication Technology（情報通信技術）」の略。
コンピュータやネットワークに関連する情報通信技術であり、諸分野における
技術・産業・設備・サービス等の総称。 

ＰＤＣＡ 

「Project Based Learning」の略。企業等と教育機関が連携して取り組む課題
解決型の教育プログラムのこと。 

ＰＦＩ 

Plan( 計画 )・Do（実行）・Check（評価）・Action（改善）を繰り返すことに
よって、事業等の管理を継続的に改善していく手法。 

ＰＰＰ 

「Private Finance Initiative」の略。公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間
の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う手法。 

Ｓ ＳＤＧｓ 

「Public Private Partnership」の略。公民が連携して公共サービスの提供を
行う仕組み全般を指す。ＰＦＩは、ＰＰＰの代表的な手法の一つ。 

ＳＮＳ 

「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略。
2015 年 9 月に国連サミットで採択された、2030 年までに持続可能でより
良い世界を目指す国際社会共通の目標。 

Society5.0 

「Social Networking Service」の略。人と人との社会的なつながりを維持・促
進する会員制のオンラインサービスのこと。 

【あ行】 
あ 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシス
テムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会。
狩猟社会（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工業社会（Society3.0）、情報
社会（Society4.0）に続く、目指すべき新たな社会。

あいサポート運動 

い 一次救急 

様々な障害の特性を理解して、障害のある方が困っていることに対して、
ちょっとした手助けや心くばりなどを実践することで、誰もが暮らしやすい地域
社会をつくる運動。 

インバウンド

初期救急ともいう。一次から三次の救急指定のうち、入院の必要がなく帰宅可能
な軽症患者に対して行う救急医療である。 

お 温室効果ガス 

主に日本の観光業界において、「外国人の日本旅行（訪日旅行）」あるいは「訪日外
国人観光客」などの意味で用いられる。 
大気圏にあって、地表から放射された赤外線の一部を吸収することにより温室
効果をもたらす気体の総称。対流圏オゾン、二酸化炭素、メタンなどが該当す
る。 

用語 解 説 
【か行】 

か 介護支援ボランテ
ィアポイント制度 
改良済延長 

市内の介護施設などでボランティア活動をした場合、その活動に応じたポイン
トがつき、たまったポイントを換金できる制度。

学校ガードボラン
ティア

概ね道路構造令等に適合する条件を満たした道路延長で、現在の基準としては
幅員４ｍ以上に拡幅改良した場合等があげられる。 

家庭教育支援チーム

通学路及び小中学校周辺のパトロールなどを行い、登下校時における児童生徒
の安全確保及び地域や学校周辺の防犯活動に寄与するボランティアのこと。 

き 希望の星ラウンジ 

地域での子育てや家庭教育を応援するため、子育て経験者や教育活動に携わる
者、子育て支援の専門家等が一つになって支援活動を行う組織。孤独な子育て
や児童虐待等を防ぐ活動に取り組むチームや不登校児童・生徒・保護者を支援
するチーム等がある。 

救急救命士 

「下松市教育支援センター」の通称。学校へ行きにくい児童生徒が、様々な経
験を通して、集団生活への適応力と自立心を高めることができる支援教室。 

橋梁長寿命化修繕
計画 

急病やけが人が発生した場所から医療機関に搬送するまでの間に、傷病者を観
察し必要な処置を施すプレホスピタルケア（病院前救護）を担う医療国家資格。 

く クリーンアップ推
進員

橋梁の老朽化に対応し、点検による損傷把握、予防的な修繕を計画的に進め、
橋梁の長寿命化と修繕にかかる費用の縮減を図りつつ、道路ネットワークの安
全性と信頼性を確保するための計画。 

け 

地域住民へごみの分別方法の助言を行うとともに、ごみステーションの美化活
動やごみの減量化・資源化に協力する者。

景観ガイドライン 良好な都市景観の形成を目的とした、建築物などの形態や色彩等を規制、誘導
するための指針。 

景観行政団体 

景観協定 

景観法に基づき良好な景観形成のための具体的な施策を実施していく自治体。
景観行政団体は景観計画を策定することができる。 

景観計画 

景観法に基づく制度の一つで、景観計画区域内の一定の区域で、土地所有者等
の全員の合意により締結される良好な景観の形成に関する協定で、景観行政団
体の認可を受けたもの。 
より良い景観形成を実現するためのルール等を定めた景観まちづくりを進める
ための基本的な計画。 

景観形成基準 

経常収支比率 

景観計画で、届出が必要な行為に対し、位置、高さ、形態意匠、色彩及び緑化
といった行為の制限の基準を定めたもの。 

こ 交通系ＩＣカード 

自由に使える収入（経常一般財源）に対し、人件費、扶助費、公債費等毎年度
ほぼ義務的にかかる額の割合。財政構造の弾力性を示し、数値が高いほど財政
構造の硬直化が進んでいることを示す。 

高等職業訓練促進
給付金 

交通機関の乗車券や定期券として利用できるＩＣカード（IC チップ（情報の記
録や演算をするための集積回路）を埋め込んだカード）。 

国際バルク戦略港湾

専門的な資格取得を支援するため、母子家庭の母又は父子家庭の父が一定期間
以上、養成機関で修業する場合に、その期間の生活の負担軽減を目的に支給さ
れるもの。 

国土強靱化計画 

国際競争力の増強を目的とした国の成長戦略の一環として指定された港湾。穀
物、石炭、鉄鉱石がバルク貨物の対象となり、港湾機能を集中的に整備、強化
する。 

子育て支援センター

国土強靱化基本法に基づき、大規模災害が発生した場合でも、人命を守り、経
済社会への被害が致命的にならず、迅速に回復する「強さとしなやかさ」を備
えた国土を構築することを目的とした計画。 
公共施設や保育所等の地域の身近な場所で、子育て中の親子の交流・育児相談
等を行う施設。 

子育て世代包括支
援センター 

妊娠期から子育て期にわたるまでの様々なニーズに対して総合的相談支援をす
るワンストップ拠点施設。 
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（本文中で「＊」印を付した用語の解説を示しています。（五十音順）） 

用語 解 説 
【英字】 

Ａ ＡＩ 

Ｃ ＣＳコーディネー
ター

「Artificial Intelligence（人工知能）」の略。学習・推論・判断といった人間の
持つ知的な作業ができるコンピュータシステム。 

Ｄ ＤＶ 

コミュニティ・スクールの取組の円滑な運営に資するため、市内小中学校で、
地域関係者や関係団体との連絡調整等の業務に従事する市雇用の会計年度任用
職員のこと。

Ｇ ＧＩＧＡスクール
構想 

「Domestic Violence」の略。配偶者や恋人など親密な関係にある、またはあった
者から振るわれる暴力のこと。 

Ｉ ＩＣＴ 

Ｐ 

1 人 1 台端末と高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備することにより、
多様な子供たちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化され、資質・能力
が一層確実に育成できる教育ＩＣＴ環境を実現させる構想。これまでの教育実践
とのベストミックスを図ることにより、教師・児童生徒の力を最大限に引き出す。
ＧＩＧＡとは、「Global and Innovation Gateway for All」の略。 

ＰＢＬ 

「Information and Communication Technology（情報通信技術）」の略。
コンピュータやネットワークに関連する情報通信技術であり、諸分野における
技術・産業・設備・サービス等の総称。 

ＰＤＣＡ 

「Project Based Learning」の略。企業等と教育機関が連携して取り組む課題
解決型の教育プログラムのこと。 

ＰＦＩ 

Plan( 計画 )・Do（実行）・Check（評価）・Action（改善）を繰り返すことに
よって、事業等の管理を継続的に改善していく手法。 

ＰＰＰ 

「Private Finance Initiative」の略。公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間
の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う手法。 

Ｓ ＳＤＧｓ 

「Public Private Partnership」の略。公民が連携して公共サービスの提供を
行う仕組み全般を指す。ＰＦＩは、ＰＰＰの代表的な手法の一つ。 

ＳＮＳ 

「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略。
2015 年 9 月に国連サミットで採択された、2030 年までに持続可能でより
良い世界を目指す国際社会共通の目標。 

Society5.0 

「Social Networking Service」の略。人と人との社会的なつながりを維持・促
進する会員制のオンラインサービスのこと。 

【あ行】 
あ 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシス
テムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会。
狩猟社会（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工業社会（Society3.0）、情報
社会（Society4.0）に続く、目指すべき新たな社会。

あいサポート運動 

い 一次救急 

様々な障害の特性を理解して、障害のある方が困っていることに対して、
ちょっとした手助けや心くばりなどを実践することで、誰もが暮らしやすい地域
社会をつくる運動。 

インバウンド

初期救急ともいう。一次から三次の救急指定のうち、入院の必要がなく帰宅可能
な軽症患者に対して行う救急医療である。 

お 温室効果ガス 

主に日本の観光業界において、「外国人の日本旅行（訪日旅行）」あるいは「訪日外
国人観光客」などの意味で用いられる。 
大気圏にあって、地表から放射された赤外線の一部を吸収することにより温室
効果をもたらす気体の総称。対流圏オゾン、二酸化炭素、メタンなどが該当す
る。 

用語 解 説 
【か行】 

か 介護支援ボランテ
ィアポイント制度 
改良済延長 

市内の介護施設などでボランティア活動をした場合、その活動に応じたポイン
トがつき、たまったポイントを換金できる制度。

学校ガードボラン
ティア

概ね道路構造令等に適合する条件を満たした道路延長で、現在の基準としては
幅員４ｍ以上に拡幅改良した場合等があげられる。 

家庭教育支援チーム

通学路及び小中学校周辺のパトロールなどを行い、登下校時における児童生徒
の安全確保及び地域や学校周辺の防犯活動に寄与するボランティアのこと。 

き 希望の星ラウンジ 

地域での子育てや家庭教育を応援するため、子育て経験者や教育活動に携わる
者、子育て支援の専門家等が一つになって支援活動を行う組織。孤独な子育て
や児童虐待等を防ぐ活動に取り組むチームや不登校児童・生徒・保護者を支援
するチーム等がある。 

救急救命士 

「下松市教育支援センター」の通称。学校へ行きにくい児童生徒が、様々な経
験を通して、集団生活への適応力と自立心を高めることができる支援教室。 

橋梁長寿命化修繕
計画 

急病やけが人が発生した場所から医療機関に搬送するまでの間に、傷病者を観
察し必要な処置を施すプレホスピタルケア（病院前救護）を担う医療国家資格。 

く クリーンアップ推
進員

橋梁の老朽化に対応し、点検による損傷把握、予防的な修繕を計画的に進め、
橋梁の長寿命化と修繕にかかる費用の縮減を図りつつ、道路ネットワークの安
全性と信頼性を確保するための計画。 

け 

地域住民へごみの分別方法の助言を行うとともに、ごみステーションの美化活
動やごみの減量化・資源化に協力する者。

景観ガイドライン 良好な都市景観の形成を目的とした、建築物などの形態や色彩等を規制、誘導
するための指針。 

景観行政団体 

景観協定 

景観法に基づき良好な景観形成のための具体的な施策を実施していく自治体。
景観行政団体は景観計画を策定することができる。 

景観計画 

景観法に基づく制度の一つで、景観計画区域内の一定の区域で、土地所有者等
の全員の合意により締結される良好な景観の形成に関する協定で、景観行政団
体の認可を受けたもの。 
より良い景観形成を実現するためのルール等を定めた景観まちづくりを進める
ための基本的な計画。 

景観形成基準 

経常収支比率 

景観計画で、届出が必要な行為に対し、位置、高さ、形態意匠、色彩及び緑化
といった行為の制限の基準を定めたもの。 

こ 交通系ＩＣカード 

自由に使える収入（経常一般財源）に対し、人件費、扶助費、公債費等毎年度
ほぼ義務的にかかる額の割合。財政構造の弾力性を示し、数値が高いほど財政
構造の硬直化が進んでいることを示す。 

高等職業訓練促進
給付金 

交通機関の乗車券や定期券として利用できるＩＣカード（IC チップ（情報の記
録や演算をするための集積回路）を埋め込んだカード）。 

国際バルク戦略港湾

専門的な資格取得を支援するため、母子家庭の母又は父子家庭の父が一定期間
以上、養成機関で修業する場合に、その期間の生活の負担軽減を目的に支給さ
れるもの。 

国土強靱化計画 

国際競争力の増強を目的とした国の成長戦略の一環として指定された港湾。穀
物、石炭、鉄鉱石がバルク貨物の対象となり、港湾機能を集中的に整備、強化
する。 

子育て支援センター

国土強靱化基本法に基づき、大規模災害が発生した場合でも、人命を守り、経
済社会への被害が致命的にならず、迅速に回復する「強さとしなやかさ」を備
えた国土を構築することを目的とした計画。 
公共施設や保育所等の地域の身近な場所で、子育て中の親子の交流・育児相談
等を行う施設。 

子育て世代包括支
援センター 

妊娠期から子育て期にわたるまでの様々なニーズに対して総合的相談支援をす
るワンストップ拠点施設。 
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用語 解 説 
こ 子育て広場 

子ども家庭総合支
援拠点 

市内中学校を会場とし、乳幼児とその親が集まり、打ち解けた雰囲気の中で交
流する場を提供する事業。孤独な子育ての不安の軽減を図る。また、中学生が
乳児とふれあう機会として、命の大切さを学ぶ場ともなっている。 
子どもとその家庭及び妊娠中の人等からの悩みや困りごと等の相談に応じ、必
要な支援を行う。 

コミュニティ・
スクール

コミュニティーセ
ンター

学校と保護者や地域住民が知恵を出し合い、学校運営に意見を反映させること
で、協働で子どもたちの成長を支え「地域とともにある学校づくり」を進める
仕組み。 

コンテンツ

地域住民が自主的・主体的なまちづくり活動を推進するための多目的施設。各
地域のコミュニティ活動や生涯学習、情報発信の拠点として利用されるもの。 

コンプライアンス

「コンテンツ」は内容、中身。「観光コンテンツ」としては、施設や景観等のほ
か、「自然」「食」「文化」「歴史」等を活用した体験など観光の目的となる様々
な対象が含まれる。 
「法令遵守」と訳され、企業や組織・個人がルールや社会的規範を守って行動
すること全般を指す。 

【さ行】 
さ 財政力指数 

サテライトオフィス

地方公共団体の財政力の強弱を示すもの。1 以上の場合は、財政力が強く財政
運営の自主性が高いことを示し、1 未満の場合は、1 に近いほど財政力が強く
財源に余裕があることを示す過去３年間の平均値。 

し ジェネリック医薬品

企業本社や、官公庁・団体の本庁舎・本部から離れた所に設置された勤務者が
遠隔勤務をできるよう通信設備を整えたオフィスのこと。または郊外に立地す
る企業や学校などの団体が、都心に設置した小規模のオフィスのこと。 

市街化区域 

厚生労働省が新薬と同等と認めた医薬品。新薬の特許満了後に、有効成分、用
法、用量、効能及び効果が同じ医薬品として新たに申請され、製造・販売され
る安価な医薬品のこと。 
都市計画区域のうち、既に市街地を形成している区域及び計画的に市街化を図
るべき区域。 

市街化調整区域 都市計画区域のうち、当面、市街化を抑制すべき区域。 
事業評価制度 

自治体クラウド 

市が実施する公共事業に関し、事業着手前から完了後までの各段階において、
事業の必要性や効果等を客観的に評価し公表することにより、公共事業の効率
性及び実施過程の透明性の向上を図るもの。 

実質公債費比率 

地方公共団体が情報システムを各庁舎で保有・管理することに代えて、外部の
データセンターで保有・管理し、通信回線を介して利用できるようにする仕組
み。複数自治体が情報システムの共同化、集約化を図ることで大きな効率化と
なる。 

シティプロモーシ
ョン

毎年度の経常的な収入に対し、実質的な公債費相当額（借入金の返済額）の割
合の過去３年間の平均値。数値が低いほど良好。 

指定管理者制度 

地域再生、観光振興、住民協働など様々な概念が含まれ、地域住民の愛着度の
形成、地域の売り込みや知名度の向上、自らの地域のイメージを高め経営資源
の獲得を目指す活動等、多方面にわたる能動的な活動といえる。 
地方公共団体が所管する公の施設について、管理・運営を民間事業者を含む法
人その他団体に委託できる制度。 

指定避難所及び指
定緊急避難場所 

住宅用火災警報器 

指定避難所は、災害の危険性があり避難した住民等が、必要な期間滞在するた
めの施設。指定緊急避難場所は、津波、洪水等、災害による危険が切迫した状
況において、住民等が緊急に避難する場所として位置付けたもの。 

準用河川 

消防法により個人の住宅に設置が義務づけられた警報器。火災の際煙や熱を感
知して音声やブザー音で警報する。 
一級河川及び二級河川以外の「法定外河川」のうち、市町村長が指定し管理す
る河川のこと。 
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用語 解 説 
こ 子育て広場 

子ども家庭総合支
援拠点 

市内中学校を会場とし、乳幼児とその親が集まり、打ち解けた雰囲気の中で交
流する場を提供する事業。孤独な子育ての不安の軽減を図る。また、中学生が
乳児とふれあう機会として、命の大切さを学ぶ場ともなっている。 
子どもとその家庭及び妊娠中の人等からの悩みや困りごと等の相談に応じ、必
要な支援を行う。 

コミュニティ・
スクール

コミュニティーセ
ンター

学校と保護者や地域住民が知恵を出し合い、学校運営に意見を反映させること
で、協働で子どもたちの成長を支え「地域とともにある学校づくり」を進める
仕組み。 

コンテンツ

地域住民が自主的・主体的なまちづくり活動を推進するための多目的施設。各
地域のコミュニティ活動や生涯学習、情報発信の拠点として利用されるもの。 

コンプライアンス

「コンテンツ」は内容、中身。「観光コンテンツ」としては、施設や景観等のほ
か、「自然」「食」「文化」「歴史」等を活用した体験など観光の目的となる様々
な対象が含まれる。 
「法令遵守」と訳され、企業や組織・個人がルールや社会的規範を守って行動
すること全般を指す。 

【さ行】 
さ 財政力指数 

サテライトオフィス

地方公共団体の財政力の強弱を示すもの。1 以上の場合は、財政力が強く財政
運営の自主性が高いことを示し、1 未満の場合は、1 に近いほど財政力が強く
財源に余裕があることを示す過去３年間の平均値。 

し ジェネリック医薬品

企業本社や、官公庁・団体の本庁舎・本部から離れた所に設置された勤務者が
遠隔勤務をできるよう通信設備を整えたオフィスのこと。または郊外に立地す
る企業や学校などの団体が、都心に設置した小規模のオフィスのこと。 

市街化区域 

厚生労働省が新薬と同等と認めた医薬品。新薬の特許満了後に、有効成分、用
法、用量、効能及び効果が同じ医薬品として新たに申請され、製造・販売され
る安価な医薬品のこと。 
都市計画区域のうち、既に市街地を形成している区域及び計画的に市街化を図
るべき区域。 

市街化調整区域 都市計画区域のうち、当面、市街化を抑制すべき区域。 
事業評価制度 

自治体クラウド 

市が実施する公共事業に関し、事業着手前から完了後までの各段階において、
事業の必要性や効果等を客観的に評価し公表することにより、公共事業の効率
性及び実施過程の透明性の向上を図るもの。 

実質公債費比率 

地方公共団体が情報システムを各庁舎で保有・管理することに代えて、外部の
データセンターで保有・管理し、通信回線を介して利用できるようにする仕組
み。複数自治体が情報システムの共同化、集約化を図ることで大きな効率化と
なる。 

シティプロモーシ
ョン

毎年度の経常的な収入に対し、実質的な公債費相当額（借入金の返済額）の割
合の過去３年間の平均値。数値が低いほど良好。 

指定管理者制度 

地域再生、観光振興、住民協働など様々な概念が含まれ、地域住民の愛着度の
形成、地域の売り込みや知名度の向上、自らの地域のイメージを高め経営資源
の獲得を目指す活動等、多方面にわたる能動的な活動といえる。 
地方公共団体が所管する公の施設について、管理・運営を民間事業者を含む法
人その他団体に委託できる制度。 

指定避難所及び指
定緊急避難場所 

住宅用火災警報器 

指定避難所は、災害の危険性があり避難した住民等が、必要な期間滞在するた
めの施設。指定緊急避難場所は、津波、洪水等、災害による危険が切迫した状
況において、住民等が緊急に避難する場所として位置付けたもの。 

準用河川 

消防法により個人の住宅に設置が義務づけられた警報器。火災の際煙や熱を感
知して音声やブザー音で警報する。 
一級河川及び二級河川以外の「法定外河川」のうち、市町村長が指定し管理す
る河川のこと。 

用語 解 説 
し 将来負担比率 将来負担すべき負債（借入金の残高等）の標準財政規模を基本とした額に対する

比率で、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示すもの。 
ジョブ・カード制度

自立支援教育訓練
給付金 

個人のキャリアアップや、多様な人材の円滑な就職等を促進することを目的と
して、ジョブ・カードを「生涯を通じたキャリア・プランニング」及び「職業
能力証明」のツールとして、求職活動、職業能力開発等の各場面で活用する制
度。 

新型コロナウイル
ス感染症
（COVID-19）

母子家庭の母又は父子家庭の父の主体的な能力開発の取組みを支援するもの
で、対象教育訓練を受講し、修了した場合にその経費の 60％が支給されるもの。 

森林環境譲与税 

2019 年 12 月より、中国武漢市から報告が始まった新型コロナウイルスによる
感染症。正式名称は、WHO（世界保健機関）により「SARS-CoV-2」と名付け
られ、このウイルスによる疾患名は「COVID-19（Coronavirus Disease 2019）」
とされた。 

森林ボランティア 

国内に住所を有する個人に対して課税される森林環境税（国税）の税収の全額
が森林環境譲与税として都道府県・市区町村へ譲与される。各地域の実情に応
じて森林整備及びその促進に関する事業を幅広く弾力的に実施するための財源
として活用される。 

す 垂直避難 

自主的に森林づくり（森林整備）に参加し、行動する市民または市民グループ
の一員。その活動を通して、市民参加の森林づくりの輪を広げていく役割を担
う。 

災害時に屋内の安全な場所に留まり、主に建物の上階等に避難すること。 
ステークホルダー 企業等の組織が活動を行うことで影響を受ける利害関係者。 

公共インフラ等の施設の状況を客観的に把握、評価し、長期的な施設の状態を
予測しながら、持続可能なものとなるよう施設を計画的かつ効率的に管理する
こと。 

ストックマネジメ
ント

スポーツボランテ
ィアバンク

せ 青少年を守る店 

「下松市スポーツ推進計画」に掲げる「する」、「観る」、「支える」という三つの柱の
取組のひとつ。イベントや大会主催者の協力者としてボランティア登録する
仕組み。 

そ ゾーン 30 

書店やビデオレンタル店、娯楽施設、スーパー・コンビニ等に対して、青少年
に有害な社会環境改善に向けての協力を依頼する取組。協力店には目印として
ステッカーを掲示してもらう。

総合型地域スポー
ツクラブ

生活道路を含む区域（ゾーン）で、最高速度「時速 30 ㎞」の速度規制を実施する
とともに、その他の安全対策を組み合わせ、ゾーン内の自動車の走行速度や通り
抜けを抑制するもの。 

【た行】 

幅広い世代の人々が、各自の興味・関心・競技レベルに合わせて様々なスポー
ツに触れる機会を提供する地域密着型のスポーツクラブ。

た 多文化共生 

ち 地域担当職員制度 

国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的違いを認め合い、対等な関係を
築こうとしながら、地域社会の構成員として共に生きていくこと。 

地域地区 

職員を地域の担当者として派遣し、住民と共に地域の課題解決を図る制度のこ
と。担当者は、地域と行政の架け橋となり、地域が主体的にまちづくりを進め
ることができるよう支援する。 

地域包括ケアシス
テム

都市計画法で定められた土地の区分。都市計画区域内の土地をどのような用途
でどの程度利用すべきか等、合理的な利用を目的とする。 
在宅高齢者に対し、住まいや医療、介護、予防、生活支援等を一体的に提供する
仕組み。 

地域未来塾 

ち 地産地消 

学習塾に通っていない市内の中学生を対象に、地域住民（退職教員等）の協力に
より公民館などで学習支援を実施する事業。 
地域で生産された食用の農林水産物を、その生産地域において消費するという
取組。 
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用語 解 説 
着地型観光 観光客の受け入れ先が地元ならではのプログラムを企画し、参加者が現地集合、

現地解散する新しい観光の形態。 
中学生ボランティア

長寿命化 

参加を希望する中学生が、地域等の行事でボランティア活動を行う事業。活動
を通して、多くの人とふれあい、地域の担い手として活躍することで、自己有
用感を高める機会となっている。 
公共施設やインフラ等の耐久性を向上させ、改築までの期間（寿命）を伸ばす
意味で使われる。 

長寿命化計画 

つ ツイッター

各種インフラの維持管理・更新等を着実に推進するための中長期的な取組の方
向性を明らかにする計画。 

通学路安全プログ
ラム

ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の１つ。「ツイート」と呼
ばれる機能を使って、140 字以内のメッセージ（つぶやき）を発信できる。 

て デジタルアーカイブ

児童・生徒の交通事故や犯罪からの安全を確保するために策定したもので、緊
急合同点検、定期的な合同点検を行うとともに、対策実施後の効果把握も行い、
対策の改善・充実を行うもの。 

デジタル教科書 

博物館・美術館・公文書館や図書館の収蔵品を始め有形・無形の文化資源（文
化資材・文化的財）等をデジタル化して記録保存を行うこと。 

テレワーク

「紙の教科書の内容の全部をそのまま記録した電磁的記録である教材」とされ、
学校教育法等の一部改正（2019 年４月１日施行）で制度化された。 

と 特定空家等 

「tele = 離れた所」と「work = 働く」の二つの言葉を組み合わせた造語。
「離れたところで働く」という意味。 

特定貨物輸入拠点
港湾 

空家等のうち、放置することが不適切な状態にある建物（敷地を含む）。倒壊等
著しく保安上危険となる恐れ、衛生上有害となる恐れ、景観を損なっている状
態などがこれに当たる。 

特用林産物 

穀物、石炭、鉄鉱石といった資源を海外から集中して輸入するための拠点港湾
で、港湾法に基づき国土交通大臣が指定する。徳山下松港は平成30年に西日本
初の指定となった。 

都市計画区域 

森林や原野から得られる産物のうち一般木材を除いたものの総称。代表的なも
のとして、しいたけ、えのきだけ、ぶなしめじ等のきのこ類、樹実類及び山菜
類といった食用物、うるしや木ろう等の伝統工芸品の原材料、竹材、桐材とい
った非食用物などがある。 

都市施設 

都市計画を策定すべき区域として、実質上一体の都市として整備、開発及び保
全する必要がある区域。 
良好な都市環境を確保し、住民の利便性の向上を図るために整備が必要な道路
や公園、下水道等の施設。 

【な行】 
な ながらパトロール 

に ２級河川 

犬の散歩をしながらやジョギングをしながらなど、日常生活に合わせて行う無
理のない防犯パトロール。 

認知症サポーター 

一級水系以外の水系のうち公共の利害に重要な関係がある河川で、河川法による
管理を行う必要があり、都道府県知事が指定（区間を限定）した河川。 

認定こども園 

地域の認知症患者やその家族を温かく見守り支援する応援者。認知症サポータ
ー養成講座の受講・修了により、その証としてオレンジリングが付与される。 

認定農業者 
幼稚園と保育園の両方の良さを併せ持ち、教育・保育を一体的に行う施設。 

ね ネーミングライツ

農業経営基盤強化促進法に基づき、自主的に農業経営改善計画を作成し、市町
村等からの認定を受けた農業者。地域農業の担い手として、農地利用・資金・
税制面等の支援を受けることができる。 
公共施設等に名称を付与する権利（命名権）及びこれに付帯する諸権利等（パ
ートナーメリット）をいう。一般的な呼称としての名称であり、公共での正式
な施設名を変更するものではない。 

用語 解 説 
の 農用地区域 

【は行】 

「農業振興地域の整備に関する法律」に基づき指定された農業振興地域（今後
も長期にわたり農業を振興する地域）の中で、特に今後とも長期間にわたり農
業上の利用を図るべき地域として指定した区域。 

は ハザードマップ

パブリックコメント

発生が予測される自然災害について、その被害の及ぶ範囲、被害の程度、避難
場所等を表した地図。災害予測図。 

ハラスメント

行政機関が計画や規制等の策定・改廃等を行う際に原案を公表し、広く意見を
求め、それを考慮して決定する制度。 

バリアフリー 
相手の意に反する行為によって不快な感情を抱かせること。「嫌がらせ」を指す。 

ひ ビッグデータ 
障害者等が社会生活していく上での障壁（バリア）となるものを除去すること。 

病児・病後児保育
事業 

従来のデータベース管理システムなどでは記録や保管、解析が難しいような巨
大なデータ群。明確な定義があるわけではない。 

ふ ファミリーサポー
トセンター

病中又は病気の回復期であって、医療機関での入院治療をする必要はないが安
静の確保が必要であり、集団保育が困難な児童の保育を行い、保護者の子育て
と就労を支援する事業。 
地域で、育児の援助を受けたい人と行いたい人が会員となり、相互に育児を助
け合う会員組織。 

福祉避難所 

ふるさとサポーター

災害発生時、高齢者や障害者、妊産婦、乳幼児等、一般の避難所で生活するこ
とが難しいと判断され、何らかの特別な配慮を要する人が利用する避難所。 

ふるさと納税 

下松市外に居住し、下松市を応援してくれる人を登録する制度。市のPRや情報
発信などにより下松市の発展を後押ししてもらう。 

ふれあいラウンジ 

自分が貢献したいと思う任意の都道府県・市区町村への特定寄附金。現在の居
住地に関係なく寄附することができる。使い道の指定が可能であったり、金額
に応じて特典がある場合もある。 

へ 

「下松市カウンセリングルーム」の通称。市内小中学生、その保護者などを対
象に、カウンセラーが相談に乗る場。 

ヘルプカード、
ヘルプマーク

ほ 

障害などを抱えた人が外出先などで困ったときに、周囲の人に手助けを求める
カードやマーク。

包括連携協定 

防災公園 

地域が抱える社会課題に対して、自治体と民間企業等が双方の強みを生かして
協力し、特定の分野に限ることなく、市民生活の幅広い分野において取組を進
める連携のこと。 

防災ラジオ 

地震や火災等の災害が発生した場合に、住民の生命、財産を守るため、地域防
災計画に位置付けられた避難地、避難路等として機能する都市公園等。 

防災重点農業用
ため池

決壊時に周辺区域に被害を及ぼす恐れがある農業用ため池。「防災重点農業用
ため池に係る防災工事等の推進に関する特別借地法」により指定。

ポートセールス 

災害時に屋内にいても、市からの緊急情報を聞くことができる防災ラジオ。電
源が自動的に入り、避難勧告等の緊急情報が最大音量で流れる。 

ホストタウン

貿易貨物の集積、寄港船舶の誘致を目的に、港湾の管理者等が関連企業等に自
らの港湾のメリットを説明する、港湾振興の活動。 

ホスピタリティ

東京2020オリンピック・パラリンピックに向け、スポーツ立国、グローバル
化推進、地域活性化、観光振興に資する観点から、参加国・地域との人的・経
済的・文化的な経済交流を図る自治体のこと。 

【ま行】 

一般に「おもてなし」と解されるが、接客・接遇の場面だけでなく、人と人、
人とモノ、人と社会、人と自然等の関わりにおいて具現化されるものであると
されている。 

ま マイナンバーカード 国内で住民登録するすべての人にそれぞれ12 桁の番号を割り振る制度。社会
保障や税、災害対策等の幅広い分野での効果が期待される。 
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用語 解 説 
着地型観光 観光客の受け入れ先が地元ならではのプログラムを企画し、参加者が現地集合、

現地解散する新しい観光の形態。 
中学生ボランティア

長寿命化 

参加を希望する中学生が、地域等の行事でボランティア活動を行う事業。活動
を通して、多くの人とふれあい、地域の担い手として活躍することで、自己有
用感を高める機会となっている。 
公共施設やインフラ等の耐久性を向上させ、改築までの期間（寿命）を伸ばす
意味で使われる。 

長寿命化計画 

つ ツイッター

各種インフラの維持管理・更新等を着実に推進するための中長期的な取組の方
向性を明らかにする計画。 

通学路安全プログ
ラム

ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の１つ。「ツイート」と呼
ばれる機能を使って、140 字以内のメッセージ（つぶやき）を発信できる。 

て デジタルアーカイブ

児童・生徒の交通事故や犯罪からの安全を確保するために策定したもので、緊
急合同点検、定期的な合同点検を行うとともに、対策実施後の効果把握も行い、
対策の改善・充実を行うもの。 

デジタル教科書 

博物館・美術館・公文書館や図書館の収蔵品を始め有形・無形の文化資源（文
化資材・文化的財）等をデジタル化して記録保存を行うこと。 

テレワーク

「紙の教科書の内容の全部をそのまま記録した電磁的記録である教材」とされ、
学校教育法等の一部改正（2019 年４月１日施行）で制度化された。 

と 特定空家等 

「tele = 離れた所」と「work = 働く」の二つの言葉を組み合わせた造語。
「離れたところで働く」という意味。 

特定貨物輸入拠点
港湾 

空家等のうち、放置することが不適切な状態にある建物（敷地を含む）。倒壊等
著しく保安上危険となる恐れ、衛生上有害となる恐れ、景観を損なっている状
態などがこれに当たる。 

特用林産物 

穀物、石炭、鉄鉱石といった資源を海外から集中して輸入するための拠点港湾
で、港湾法に基づき国土交通大臣が指定する。徳山下松港は平成30年に西日本
初の指定となった。 

都市計画区域 

森林や原野から得られる産物のうち一般木材を除いたものの総称。代表的なも
のとして、しいたけ、えのきだけ、ぶなしめじ等のきのこ類、樹実類及び山菜
類といった食用物、うるしや木ろう等の伝統工芸品の原材料、竹材、桐材とい
った非食用物などがある。 

都市施設 

都市計画を策定すべき区域として、実質上一体の都市として整備、開発及び保
全する必要がある区域。 
良好な都市環境を確保し、住民の利便性の向上を図るために整備が必要な道路
や公園、下水道等の施設。 

【な行】 
な ながらパトロール 

に ２級河川 

犬の散歩をしながらやジョギングをしながらなど、日常生活に合わせて行う無
理のない防犯パトロール。 

認知症サポーター 

一級水系以外の水系のうち公共の利害に重要な関係がある河川で、河川法による
管理を行う必要があり、都道府県知事が指定（区間を限定）した河川。 

認定こども園 

地域の認知症患者やその家族を温かく見守り支援する応援者。認知症サポータ
ー養成講座の受講・修了により、その証としてオレンジリングが付与される。 

認定農業者 
幼稚園と保育園の両方の良さを併せ持ち、教育・保育を一体的に行う施設。 

ね ネーミングライツ

農業経営基盤強化促進法に基づき、自主的に農業経営改善計画を作成し、市町
村等からの認定を受けた農業者。地域農業の担い手として、農地利用・資金・
税制面等の支援を受けることができる。 
公共施設等に名称を付与する権利（命名権）及びこれに付帯する諸権利等（パ
ートナーメリット）をいう。一般的な呼称としての名称であり、公共での正式
な施設名を変更するものではない。 

用語 解 説 
の 農用地区域 

【は行】 

「農業振興地域の整備に関する法律」に基づき指定された農業振興地域（今後
も長期にわたり農業を振興する地域）の中で、特に今後とも長期間にわたり農
業上の利用を図るべき地域として指定した区域。 

は ハザードマップ

パブリックコメント

発生が予測される自然災害について、その被害の及ぶ範囲、被害の程度、避難
場所等を表した地図。災害予測図。 

ハラスメント

行政機関が計画や規制等の策定・改廃等を行う際に原案を公表し、広く意見を
求め、それを考慮して決定する制度。 

バリアフリー 
相手の意に反する行為によって不快な感情を抱かせること。「嫌がらせ」を指す。 

ひ ビッグデータ 
障害者等が社会生活していく上での障壁（バリア）となるものを除去すること。 

病児・病後児保育
事業 

従来のデータベース管理システムなどでは記録や保管、解析が難しいような巨
大なデータ群。明確な定義があるわけではない。 

ふ ファミリーサポー
トセンター

病中又は病気の回復期であって、医療機関での入院治療をする必要はないが安
静の確保が必要であり、集団保育が困難な児童の保育を行い、保護者の子育て
と就労を支援する事業。 
地域で、育児の援助を受けたい人と行いたい人が会員となり、相互に育児を助
け合う会員組織。 

福祉避難所 

ふるさとサポーター

災害発生時、高齢者や障害者、妊産婦、乳幼児等、一般の避難所で生活するこ
とが難しいと判断され、何らかの特別な配慮を要する人が利用する避難所。 

ふるさと納税 

下松市外に居住し、下松市を応援してくれる人を登録する制度。市のPRや情報
発信などにより下松市の発展を後押ししてもらう。 

ふれあいラウンジ 

自分が貢献したいと思う任意の都道府県・市区町村への特定寄附金。現在の居
住地に関係なく寄附することができる。使い道の指定が可能であったり、金額
に応じて特典がある場合もある。 

へ 

「下松市カウンセリングルーム」の通称。市内小中学生、その保護者などを対
象に、カウンセラーが相談に乗る場。 

ヘルプカード、
ヘルプマーク

ほ 

障害などを抱えた人が外出先などで困ったときに、周囲の人に手助けを求める
カードやマーク。

包括連携協定 

防災公園 

地域が抱える社会課題に対して、自治体と民間企業等が双方の強みを生かして
協力し、特定の分野に限ることなく、市民生活の幅広い分野において取組を進
める連携のこと。 

防災ラジオ 

地震や火災等の災害が発生した場合に、住民の生命、財産を守るため、地域防
災計画に位置付けられた避難地、避難路等として機能する都市公園等。 

防災重点農業用
ため池

決壊時に周辺区域に被害を及ぼす恐れがある農業用ため池。「防災重点農業用
ため池に係る防災工事等の推進に関する特別借地法」により指定。

ポートセールス 

災害時に屋内にいても、市からの緊急情報を聞くことができる防災ラジオ。電
源が自動的に入り、避難勧告等の緊急情報が最大音量で流れる。 

ホストタウン

貿易貨物の集積、寄港船舶の誘致を目的に、港湾の管理者等が関連企業等に自
らの港湾のメリットを説明する、港湾振興の活動。 

ホスピタリティ

東京2020オリンピック・パラリンピックに向け、スポーツ立国、グローバル
化推進、地域活性化、観光振興に資する観点から、参加国・地域との人的・経
済的・文化的な経済交流を図る自治体のこと。 

【ま行】 

一般に「おもてなし」と解されるが、接客・接遇の場面だけでなく、人と人、
人とモノ、人と社会、人と自然等の関わりにおいて具現化されるものであると
されている。 

ま マイナンバーカード 国内で住民登録するすべての人にそれぞれ12 桁の番号を割り振る制度。社会
保障や税、災害対策等の幅広い分野での効果が期待される。 
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用語 解 説 
ま まち・ひと・しご

と創生総合戦略 

ママパパアプリ

人口急減・超高齢化という課題に対し、各地域がそれぞれの特徴を活かした自
律的で持続的な社会を創生することを目指す。国が第２期「まち・ひと・しご
と創生総合戦略」を令和元年に定めており、地方自治体もそれぞれ人口維持の
目標やそれに向けた施策を戦略として定めている。 

み 水辺の教室 

子育てに関する不安の解消や、情報提供を目的とした、下松市の「妊娠・出産・
子育て」に関する情報を集めたアプリケーション。スマートフォンやタブレッ
トで使用できる。

【や行】 

川の中の水生生物を調査し、川の水質を判定することを通じて、参加者に地域
の川に親しみを感じてもらいながら、環境保全意識の啓発を図ることを目的に
行うイベント。 

や やまぐち森林づく
り県民税 

ゆ 有収率 
よ 用途地域 

浄水場から供給される配水量のうち、料金徴収対象となった水量の割合。 

森林の持つ多面的な機能を持続的に発揮させ、「安全で快適な暮らしを守るため
の森林の整備」という新たな森林づくりを協働で進めるため、平成 17 年度に
導入した山口県独自の税制度のこと。 

【ら行】 

市街地の用途の混在を防ぐことを目的とし、住居、商業、工業等の土地利用用
途の制限を定めるもので、13 種類がある。 

ら ライフステージ

ろ 

年齢にともなって変化する生活段階。幼年期・児童期・青年期・壮年期・老年
期等として捉えられる。 

ローリング方式

６次産業化 

計画と現実が大きくずれることを防ぐため、変化する経済・社会情勢に弾力的
に対応して毎年度修正や補完等を行う方式。 

【わ行】 
わ ワーク・ライフ・

バランス

農畜産物・水産物の生産だけでなく、食品加工（２次産業）、流通・販売（３次
産業）にも取り組み、生産物の価値を上げること。1次×2次×3次のかけ算の
６を意味する。 

ワーケーション

「仕事と生活の調和」と訳される。個人のライフスタイルやライフステージに
応じた多様な働き方や生き方の実現を目指す考え方。 

若者サポートステ
ーション 

「ワーク（労働）」と「バケーション（休暇）」を組み合わせた造語で、観光地
やリゾート地でテレワーク（リモートワーク）を活用しながら、働きながら休
暇をとる過ごし方。 
15歳～35歳未満で現在働いていない人とその保護者をキャリアカウンセラー
や臨床心理士がサポートする、厚生労働省が設置した総合相談窓口。 
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●土地利用の現況図

用語 解 説 
ま まち・ひと・しご

と創生総合戦略 

ママパパアプリ

人口急減・超高齢化という課題に対し、各地域がそれぞれの特徴を活かした自
律的で持続的な社会を創生することを目指す。国が第２期「まち・ひと・しご
と創生総合戦略」を令和元年に定めており、地方自治体もそれぞれ人口維持の
目標やそれに向けた施策を戦略として定めている。 

み 水辺の教室 

子育てに関する不安の解消や、情報提供を目的とした、下松市の「妊娠・出産・
子育て」に関する情報を集めたアプリケーション。スマートフォンやタブレッ
トで使用できる。

【や行】 

川の中の水生生物を調査し、川の水質を判定することを通じて、参加者に地域
の川に親しみを感じてもらいながら、環境保全意識の啓発を図ることを目的に
行うイベント。 

や やまぐち森林づく
り県民税 

ゆ 有収率 
よ 用途地域 

浄水場から供給される配水量のうち、料金徴収対象となった水量の割合。 

森林の持つ多面的な機能を持続的に発揮させ、「安全で快適な暮らしを守るため
の森林の整備」という新たな森林づくりを協働で進めるため、平成 17 年度に
導入した山口県独自の税制度のこと。 

【ら行】 

市街地の用途の混在を防ぐことを目的とし、住居、商業、工業等の土地利用用
途の制限を定めるもので、13 種類がある。 

ら ライフステージ

ろ 

年齢にともなって変化する生活段階。幼年期・児童期・青年期・壮年期・老年
期等として捉えられる。 

ローリング方式

６次産業化 

計画と現実が大きくずれることを防ぐため、変化する経済・社会情勢に弾力的
に対応して毎年度修正や補完等を行う方式。 

【わ行】 
わ ワーク・ライフ・

バランス

農畜産物・水産物の生産だけでなく、食品加工（２次産業）、流通・販売（３次
産業）にも取り組み、生産物の価値を上げること。1次×2次×3次のかけ算の
６を意味する。 

ワーケーション

「仕事と生活の調和」と訳される。個人のライフスタイルやライフステージに
応じた多様な働き方や生き方の実現を目指す考え方。 

若者サポートステ
ーション 

「ワーク（労働）」と「バケーション（休暇）」を組み合わせた造語で、観光地
やリゾート地でテレワーク（リモートワーク）を活用しながら、働きながら休
暇をとる過ごし方。 
15歳～35歳未満で現在働いていない人とその保護者をキャリアカウンセラー
や臨床心理士がサポートする、厚生労働省が設置した総合相談窓口。 

10  参照図
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●都市計画用途地域図
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●都市計画用途地域図 ●国・県道ネットワーク図
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●都市計画道路ネットワーク図
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●都市計画道路ネットワーク図 ●河川図
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●公共下水道（汚水系）整備状況図
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●公共下水道（汚水系）整備状況図 ●公共下水道（雨水系）整備状況図
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